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    ◎開議の宣告 

〇藤野幹男議長 皆さん、おはようございます。ただいま出席議員は 13名

であります。定足数に達しておりますので、平成 22年嵐山町議会第４回定

例会第７日の会議を開きます。 

                             （午前１０時００分） 

 

    ◎諸般の報告 

〇藤野幹男議長 ここで報告をいたします。 

  本日の議事日程はお手元に配付しておきましたので、ご了承願います。 

  次に、今定例会第１日に、文教厚生常任委員会に付託し審査願っており

ました、請願第４号 「容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を

促進するための法律の制定を求める意見書」の採択を求める請願書、請願

第５号 高齢者の生活実態に見合う年金引き上げを求める意見書の採択を

求める請願、請願第６号 後期高齢者医療制度の廃止に関する意見書の

提出を求める請願及び請願第７号 最低保障年金制度の制定を求める意

見書の採択を求める請願の審査報告が提出されました。お手元に配付して



おきましたので、ご了承願います。 

  以上で報告を終わります。 

  それでは、直ちに本日の会議を開きます。 

 

    ◎一般質問 

〇藤野幹男議長 日程第１、一般質問を行います。 

 

          ◇ 松 本 美 子 議 員 

〇藤野幹男議長 本日最初の一般質問は、受付番号７番、議席番号 12 番、

松本美子議員。各種事業についてからお願いいたします。どうぞ。 

          〔12番 松本美子議員一般質問席登壇〕 

〇12番（松本美子議員） 皆さん、おはようございます。議長の指名がござ

いましたので、12番議員、松本美子でございますけれども、一般質問をさせ

ていただきます。 

  まず、各種事業についてということでお願いをいたしますけれども、小項

目につきまして９項目ほどございますけれども、順次ご質問させていただき

ます。 

  景気の落ち込みによりまして、税源が減少するという中での事業の見直

しや職員の削減、あるいは給料の減と、困難な課題を抱えての実施でござ

いますが、地域の活力も加わりながら、安全と安心を目指してまちづくりに



努力いたしているところだと思っております。 

  それでは、①に移らせていただきます。各種補助金団体の見直しと廃止

や削減を実施するのか方向性を伺います。 

  ②ですけれども、人権政策の考えと確立された各課の人権事業というも

のがあると思いますので、それらの実施や研修会などへの取り組みをお伺

いをさせていただきます。 

  ③ですが、路線バスは、町民の足として利便性を図りながら実施いたし

ておりまして、またワンコイン等も導入をしながら運行をさせているわけでご

ざいますが、現状と今後についてお伺いをいたします。 

  ④ですが、行政バスについての運行は 95日というような利用状況という

ふうに伺っていますが、少し少ないのではないかというふうにも考えがあり

ますので、これにつきましての問題点、あるいは今後はどんなふうに考えて

いるのかお伺いをさせていただきます。 

  ⑤になりますけれども、いよいよデマント交通のシステムというものを導

入というふうにお考えがまとまりまして、５月より 12名のプロジェクトチーム

等ができ上がり、検討を重ねているということだそうでございますが、これは

福祉の充実、あるいは町民との要望等がございまして、絶対なる足の確保

というものが図られてくるのではないかというふうに期待をしているのですけ

れども、進捗をお伺いをさせていただきます。 

  ⑥ですけれども、子ども手当が支給になりまして、そのときの状況なので



すけれども、９月までの状況と、あるいは現在も申請中があると思われてお

りますが、10月以降の申請がどうなっているのかお伺いをし、これは給食

費、あるいは保育料の滞納というようなものにも充てていくというようなお話

でしたけれども、どんなふうに行われているのかお伺いをさせていただきま

す。 

  ⑦になりますけれども、これは農業問題になりますけれども、平成５年の

農業経営基盤強化促進法というものが５年に制定されました。その後、農地

の利用状況、あるいは認定農業者の現状、または農地の利用権というもの

が設定手続等が現実的に行われておりますけれども、この点と、それにた

だいまでは企業参入というようなものも騒がれており、実際的にも企業が参

入いたしているというところもあるというふうに伺っております。現状は、嵐山

町はどんなになっているのかお伺いをさせていただきます。 

  ⑧ですけれども、非常に今、厳しい財政ということ、それから自治法とい

うこと、いろんなことが県でしょうか、県のほうの関係、59あるいは 60、61

号と、議案ということで過日可決はされておりますけれども、三役あるいは

職員、議員等の減額等が行われました。これによりましてのことにつきまし

て可決をいたしましたけれども、再度お尋ねをさせていただきます。 

  ⑨になりますけれども、来年度の23年度でございますが、職員さんの採

用というものが行われると思っております。122の報告でも出ておりました

けれども、どんなふうな内容で行われてきているのかお伺いをさせていただ



き、また来年度につきましての事業の見直しについてもお伺いをさせていた

だきます。 

  以上ですけれども、よろしくお願いをいたします。 

〇藤野幹男議長 それでは、順次答弁を求めます。 

  初めに、小項目①について、高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 それでは、小項目①各種補助金団体の見直しと廃止

や削減を実施するのか方向性を伺うということにつきましてお答え申し上げ

たいと思います。 

  現在、町では 38団体につきまして、団体に対する補助金等交付要綱に

基づき補助を行っておりまして、平成 22年度当初予算では 4,541万

4,000円を計上させていただいております。主なものでは、社会福祉協議

会に 1,243万 4,000円、シルバー人材センターに 950万円、商工会に

708万円となっており、この３団体で2,901万4,000円でありまして、補助

金全体の約 64％を占めております。 

  平成 21年度の各種補助団体の実績報告を集計してみますと、補助額

が約 4,500万円であったのに対しまして、各種団体の決算額は約２億

5,700万円と約５倍の事業を行っていただいており、嵐山町のまちづくりに

大きく貢献していただいているところでございます。 

  団体補助金に対しましては、ご承知のとおり第４次行政改革大綱におい

ても、「地域組織の充実を促すとともに町補助金の全面的な見直し」が位置



づけられ、平成 21年１月に嵐山町団体補助金検討委員会から報告書の提

出を受けております。 

  検討委員会からは、①公募方式の採用、②事業費を対象に補助、③補

助金の終期の設定、④補助限度額、⑤補助事業の情報公開の基本的な考

え方が示されました。 

  団体に対する補助金等交付要綱にもありますとおり、町はこれまでも公

益性のある団体に対しまして補助を行ってまいりました。今後につきまして

しは、これまでの補助の経緯や活動内容、そして検討委員会からの報告を

総合的にかんがみ、見直すべきところは見直し、削減していただくものにつ

いては削減をさせていただく方向で、補助金等適正化委員会を開催し、町と

しての方針を現在検討しているところでございます。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目②について、岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 質問項目１の小項目②人権政策の考え方と各課の人権

事業についてお答えをさせていただきます。 

  差別のない住みよいまちづくりを目指して、人権尊重都市宣言を公布し、

さまざまな人権意識の解決に向けて人権教育や啓発活動に取り組んできま

した。 

  しかしながら、同和問題をはじめ、学校でのインターネットによる悪質な

書き込み、子供に対する虐待、女性、高齢者、障害者、外国人などに対する



差別などが社会問題になっています。 

  町といたしましては、すべての人が、人種や性別、障害のあるなしなどで、

差別を受けることなく生活ができる社会を実現するため、各種施策を積極的

に推進する考えであります。 

  次に、各課の施策でありますが、総務課関係では、職員を対象にした研

修会、企業や８士業を対象とした研修会、町民や行政区役員等を対象にし

た人権・同和問題研修会、比企郡市８市町で開催する人権フェスティバル、

そのほか、啓発パンフレットの配布、イベントでの街頭啓発活動及び総合相

談、人権相談、法律相談等を実施をしています。 

  健康福祉課関係では、民生・児童委員研修会、育児相談、高齢者・障害

者の相談支援等も行っております。今後も、施策全般に一層の工夫を加え

ながら、人権行政を推進をさせてまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 同じく、小項目②について、加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 小項目②人権政策の考えと確立された各課の人権事

業の実施や研修会への取り組みを伺いますについてお答えいたします。 

  人権政策の考えについては、先ほどの町長答弁と同様でございます。 

  教育委員会では、嵐山町教育行政の重点施策において、「人権を尊重し

た豊かな人づくりを推進する」を掲げ、学校教育・社会教育における人権教

育を進めております。町全体としては、嵐山町人権教育推進協議会を設置



し、幼稚園、小中学校、関係各課における事業計画に基づき、連携して取り

組んでおります。 

  教育委員会といたしましては、今後もさまざまな人権問題の理解と解決

に向けて、学校教育と社会教育の連携を図り、事業や研修の充実に努め、

人権を尊重した豊かな人づくりを推進してまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目③について、井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 質問項目１の小項目③路線バスは町民の足と

して利便性を図り、またワンコイン導入しての運行ですが、現状と今後につ

いて伺うにつきましてお答えいたします。 

  現在運行しておりますイーグルバスの路線は、平成 18年７月から、とき

がわ町とともに赤字の損失補てんを行うことを条件に運行を開始し、利用状

況に応じて運行本数の増加や減少を行ってまいりました。昨年 10月からは、

試行的に 100円による市街循環バスを走らせております。利用者数は、全

体では平成 20年 11月の１日平均 151.3人が最も多く、平成 21年 10

月からは、運行本数を大幅に減少した影響によりまして、平成 22年９月現

在では１日平均 92.5人となっております。 

  本年 10月４日から、ときがわ町がバス路線の大幅見直しを行い、ときが

わ町方面の２路線につきましては１日３本ずつ増加し、日曜祝日も運行する

ことになりました。ときがわ町がゾーン制運賃をとったことによりまして料金



も変更し、嵐山町内は 200円となっております。 

  見直し後の利用者数は１日平均 108.1人となり、市街循環バスも、これ

までの１日平均 1.6人から 3.1人と若干増加いたしました。しかしながら、

全体的に見ても利用者は決して多いと言えず、継続的に運行していくには、

一定の補助を行う以外にないのが現状でございます。 

  今後につきましては、町でもご存じのとおりデマンド交通の検討を行って

いるところでありまして、デマンド交通の運行に合わせまして、利用者が少

ない路線につきましては適宜見直しを行い、今後の高齢社会に備えた運行

形態を構築してまいりたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目④について、安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 ④の行政バスの運行につきましてお答えいたします。 

  行政バスにつきましては、嵐山町行政バス使用基準の規定に基づき実

施しており、公務の執行もしくは町の附属機関、児童生徒の教育文化活動、

町行政の推進に関係する補助団体及びこれに準ずると認められる団体が

使用することができます。 

  平成 21年度の延べ使用日数は 95日、うち任意団体の使用は 54日で

ありました。任意団体が使用するに当たり、燃料費、運転者委託経費等の

費用を負担していただくこととなりますが、平成 17年４月から運転者委託経

費について値上げしたことも影響してか、平成 17年以降は任意団体の使



用がわずかに減少しております。 

  バスの使用については、公務優先の原則の上で任意団体が使用する場

合は、年１回で１日を限度とし、かつ構成員の慰安や観光を目的とする使用

は認められず、研修目的での使用に限定されます。 

  現在定めている行政バス使用基準について、近隣自治体の状況も踏ま

え、問題があるのかどうかにつきまして検討してまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑤について、岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 質問項目１の小項目⑤デマンド交通検討の進

捗状況につきましてお答えいたします。 

  川口議員さんのご質問でもお答えさせていただきましたが、本年５月６日

にプロジェクトチームが発足し、これまで５回の会議の中で検討してまいりま

した。そのほか、埼玉県内でデマンド交通を実施している鳩山町と北本市を

視察し、現状について担当課のお話を伺ってまいりました。 

  こうした中で、嵐山町に合ったデマンド交通システムがどんな形がよいの

か、次の会議でまとめる予定となっております。 

  新年度開始に向けて進めてまいりまたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑥について、小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 それでは、質問項目１の小項目⑥子ど



も手当支給状況ですが、９月末申請者と 10 月末以降の申請状況と給食費、

保育料の滞納者への対策ができたのか伺いますにつきましてお答えをいた

します。 

  最初に、子ども手当の支給状況ですが、本年度２回目を去る 10月８日

に支給いたしました。支給の人数が 1,258人、支給額が１億 715万

9,000円となっております。 

  次に、10月以降の申請状況ですが、12人であります。内訳が、出生が

２人、転入が５人、転出が５人となっております。 

  次に、給食費、保育料の滞納者への対策であります。滞納者につきまし

ては、子ども手当を窓口払いにさせていただき、受領時に滞納金額やそれ

ぞれの家庭の事情等を相談させていただき、納入をお願いいたしました。 

  結果でありますが、保育料が 15件で 22万 7,300円、給食費が 16件

で 37万 8,600円を納入していただきました。 

  対策ができたかとのご質問でありますが、一定の成果があったものと考

えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑦について、新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 質問項目１の小項目⑦平成５年農業経営基盤

強化促進法の制定後の農地利用状況や認定農業者の現状と農地の利用

権設定手続等の状況と、企業参入について伺うについてお答えをいたしま



す。 

  農業経営基盤強化促進法の制定後の農地利用状況については、農地

利用集積円滑化事業が実施されたことにより、農地の利用権設定（貸し借り）

の申し出面積が増加しました。 

  農業経営基盤強化促進法による農地の利用権設定（貸し借り）面積は、

平成 22年 10月末現在、田の借地面積が約 115.3ヘクタール、畑の借地

面積が約 34.1ヘクタールとなっています。農地の合計借地面積が約

149.4ヘクタールです。 

  続きまして、認定農業者の現状でありますが、農業経営基盤強化促進

法に基づき、市町村が地域の実情に即して効率的・安定的な農業経営の目

標等を内容とする基本構想を策定し、この目標を目指して農業者が作成し

た農業経営改善計画を認定する制度であり、認定農業者の現状につきまし

ては、平成 22年 10月末現在 48人の方が認定されております。 

  続きまして、農地の利用権設定手続につきましては、毎年５月末日と 10

月末日の年２回の締切日を定めて、農用地利用権設定申出書の受け付け・

受理をしています。農用地利用権設定申出書の受け付け・受理後、次に開

催される農業委員会の総会に申出書の内容を議案として提案し、農業委員

会の意見を聞き、議決後に公告手続を行い、農地利用集積計画の定めると

ころにより利用権が設定されることとなります。 

  続きまして、農地の耕作を目的とした企業参入につきましては、耕作放



棄地の解消対策として、今年度東松山農林振興センターの指導・助言をい

ただきながら、耕作放棄地解消の取り組みとして大字根岸地内の地主への

地元説明会を開催し、農地所有者の理解を得て、２件の農用地利用権設定

の申し出が行われました。 

  農用地利用権設定を行った企業は、株式会社ナガホリという埼玉県上

尾市に本社がある農業生産法人です。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑧について、安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 質問項目⑧の給与等の減額についてにつきましてお

答えいたします。 

  国における三位一体改革をはじめとする地方公共団体のさまざまな変

革の中にあって、町では第４次嵐山町行革大綱に基づき、平成 17年度に

町長等三役、議会議員及び一般職の特例減額を実施いたしました。この特

例減額は、町長等にあっては４年間、議会議員は３年間継続され、一般職

にあっては、特例減額あるいは昇給停止措置の実施により、財政の健全化

を目指したものであります。 

  平成 21年度からは、嵐山町特別職報酬等審議会の答申を踏まえ、町

長等の給料を郡内で最も低額に改定し現在に至っております。また、一般

職につきましては、埼玉県人事委員会勧告に準拠し、21年、22年と連続し

て給料月額及び期末勤勉手当の引き下げを行うものであります。 



  平成 17年当時の状況は、夕張市の財政破綻を発端に、全国各地にお

いて財政危機が論じられ、嵐山町でも例外ではありませんでした。町では、

その後の行革の取り組みにより、財政的には依然として厳しいものの、平成

17年当時ほどの状況ではなく、特例減額につきましては現在のところ考え

ておりません。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑨について、岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 質問項目１の小項目⑨の職員採用と事業の見直しについ

てをお答えをいたします。 

  平成 23年４月の職員採用に関しましては、長期の職員採用計画に基づ

き採用を予定をしております。具体的には、今年度の退職者補充及び来年

度以降の退職状況を踏まえた採用とし、また、将来の技術職員不足を見越

し、民間企業等におきまして一定の経験を有する技術者を採用する予定で

あります。 

  現在の職員採用計画では、平成30年度までに、さらに15人を削減する

計画でございます。社会経済情勢等の変化に伴い、ますます多様化する行

政需要に的確かつ迅速に対応するためには、業務の合理化をはじめ、事業

を見直すことが必要であると考えられます。 

  例えば民間でできることは民間にお願いし、限られた職員数で効率的な

行政運営に努めることもその一つでございます。今後、どのような業務で、



どのような対応が可能かであるかについては検討してまいりたいと思います。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 それでは、松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） それでは、順次再質問という形になりますけれど

も、お願いをいたします。 

  まず、①なのですけれども、各種補助金団体の関係ですからご答弁はい

ただきましたので、大方わかりましたけれども、私は、今回につきましては、

人事院の勧告の関係、あるいは三役、あるいは職員、あるいは議員という

いろんな分野で、先ほど町長さんからも答弁あるいはありましたけれども、

非常に給料の減額、減額というようなものが出ているわけですから、それぞ

れが非常に大変な思いをしているわけですよね。 

  そういった観点からお伺いをさせていただきたいと思っていますけれども、

補助金につきましては、検討委員会というものがあるから、それに基づいて

というような、それを開催をいたしまして、町の方針で検討していくというよう

に今くくってありますが、それはそのとおりだというふうにも思いますけれど

も、各団体もしっかりと事業等に取り組み、補助金いただきながら取り組ん

でいるわけですけれども、ただいま申し上げたように、職員さんやなんかも

給料等も下がってきていますので、ここでこの各団体の団体数もお考えに、

来年度はならないのか、あるいは補助金もしっかりと減額をしていかないの

か、その辺につきまして質問をもう一度させていただければと思ってご質問



をいたします。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 先ほど申し上げましたように、かなり多くの団体数がご

ざいまして、ただ、全体の補助金の 64％を占めているのは、社会福祉協議

会、そしてシルバー、そして商工会であります。その他は、それぞれの団体

がいろんな事業に取り組んでいただいているというふうなことでございます。 

  これは、以前からも別の議員さんからも質問がございましたけれども、い

わゆる補助金の検討委員会で検討されまして、先ほどちょっと申し上げまし

たように、幾つかの重点項目というのが出されております。 

  ただ、これも以前答えたかと思うのですけれども、かなり内容的には厳し

い内容になっておりまして、すぐこれが全部実行できるかというのは、ちょっ

とどうかなというふうに考えております。 

  今年度、補助を出している団体に対して、補助金の検討委員会からこう

いう点がいわゆる事項として出されておりますよという内容をまず伝えてい

きたいなというふうに思っております。 

  そして、来年度から第５次の総合振興計画がスタートするわけでござい

まして、それのテーマが協働のまちづくりということでございますので、やっ

ぱり行政と町民、そしてそれぞれの団体等が、うまくそれなりの力を発揮を

していただくことによって町の行政が進んでいくのかなというふうに思ってお



ります。 

  したがって、先ほども大方申し上げましたけれども、見直すべきところは

見直しをしていきたいと考えておりますけれども、むやみやたらに補助金の

減額一辺倒で考えてはいきたくないなというふうに思っております。 

  いずれにしても、先ほども公募方式というふうなこともございまして、新し

い第５次の総振に合わせて、何らかの新たな動きをしていって、その結果に

よって補助金の額をどうだというふうな形も決めていこうかなというふうに思

っております。 

  いずれにしても、補助金の適正化委員会、私が座長でございますので、

再度、いろいろ検討しながら、どこかで一定の方向を出していかざるを得な

いのかなというふうに思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） やはり事業というものは団体そのものでも、ずっ

と継続というようなもので行われてきているから、急遽どうこうというような考

え方では結びつけられないだろうということは、ごもっともかなというふうに思

っております。 

  そうしますと、一般的には、よくその団体につきまして公益性があるもの

か、ないものかというような言葉が出てくるかと思います。そういった中で、

公益性というものをどんなふうに考えているのか。各種団体が、各団体があ



りますよね、補助金団体。そういう中で、公益性に、こちらの文書にも、答弁

の中にもありますけれども、公益性のある団体というものに対しましては補

助金、補助を行ってまいりたいというふうに、一言答弁をお願いします。 

  私も、この公益性というものをどんなふうに町のほうでは理解をしている

のかお尋ねさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 お答えを申し上げます。 

  今補助を出している団体に公益性がないというものはございません。そ

こが基本でございまして、いわゆるいろんな形あるかと思うのですけれども、

何らかの形で、町のいろいろな事業だとかに協力して、それを振興していた

だいているということでございますので、どんな団体でも公益性がないという

団体については今補助金は出してございません。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、補助金団体の検討委員会というも

のが組織されていますよね。そういった中で、この検討委員会の任期とか人

数とか、どういうふうな形でこの選定を検討委員さんを町のほうではお願い

をしているのか、お願いします。 

〇藤野幹男議長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 検討委員会については、一定の提言をいただいており



ますので、任期とかいうのはございませんので、町が、町長が諮問をしたこ

とについて、検討委員会としての結論をいただいたということでございます

ので、既に任期というものは終了しております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 人数は。 

  松本美子議員。 

〇12 番（松本美子議員） それでは、補助金団体の関係なのですけれども、

現時点では来年度につきましては、これからの予算組みというものがあるの

で特にお聞きしているのですが、方向性は削減あるいは減額、あるいは縮

小、そういうような考え方はお持ちでないということでよろしいでしょうか。 

〇藤野幹男議長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 これから当然、新年度の予算編成に入っていく中で、

補助金の適正化委員会が開催をされます。その中で、各種団体の活動内

容とか決算書、そういうものを参考にしながら実際の額を決めていくというふ

うなことでございます。 

  ただ、先ほども申し上げましたように、来年度、第５次総振もスタートする

ということで、新しいいわゆる団体の補助の仕方だとかいうものは、来年度

の中でできるだけ早く方向を示してやっていきたいなというふうに思っており

ます。 

  したがって、今回の新しい年度に向かっての予算編成の中では、個々に



それぞれ例えば繰越金がたくさんあるのだとか、そういう団体が仮にあると

すれば、そういうものについては多少の減額というのは考えていかざるを得

ないのかなというふうに思っています。 

  したがって、大幅な検討の段階というのは来年度以降になるのかなとい

うふうに思っています。したがって、これから審査が始まっています新年度

の予算編成については、それほど大幅な変更というのは、ちょっと今のとこ

ろ考えてございません。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、活動状況あるいは予算に対しての

状況とか、いろいろな分野を検討しながら適正化委員会をこれから開くとい

うことのようですけれども、そうしますと補助金のいただいている団体さんか

らは、町のほうへは報告書、収支報告書、しっかりと出してあるということで

よろしいでしょうか。 

〇藤野幹男議長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 それは当然、年度が終わりまして活動の時期が終わ

れば、一定の時期までに決算と、あるいは事業の報告書というものはすべ

ていただいてございます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） それでは、ありがとうございました。 



  次へ進ませていただきます。 

  人権政策の②なのですけれども、これは各課で確立がきちっとされまし

て、事業計画にのっとりながら事業等が実施されているということでござい

ますけれども、何点かお尋ねをさせていただきます。町長さんや教育長さん

のほうからもご答弁がありましたが、再度の質問をさせていただきます。 

  そうしますと、町のほうでの取り組みといたしましては、町長部局のほう

では、実際的にはどのような、年間でも結構ですけれども、町民に対して、

あるいは職員に対してとかいろいろあると思うのですが、事業に取り組んで

いるのかお尋ねします、まず。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 お答えさせていただきますが、どんな事業を行ったかとい

うことでございますが、ただいまお答えをさせていただきましたように、各課

ごとに答弁書に書かせていただいたような事業を展開をさせていただいて

おります。 

  何より町で目指しておるのは差別のない住みよいまちづくり、これを目指

して、各課でできる事業を展開させていただいているというのが現状でござ

います。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そのときの参加というような呼びかけというか、そ

ういったものがもちろんありますけれども、そういった中で、職員を対象に、



企業を対象にというようなところもあったかと思うのですが、その辺に職員は

全職員という形になってくるのだと思いますが、企業あるいは行政区を対象

にした事業等、もちろんあったと思いますが、その辺のところにつきまして、

あるいは８士業の方にも研修会があったと思います。そういった中で、どのく

らいの人数参加があったのかお尋ねします。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 それでは、企業研修につきましてお答えをさせていた

だきます。 

  議員さん、ご承知のとおりだと思うのですけれども、就職差別、こういった

問題、あるいは全国の統一応募用紙、これの徹底の問題、これらを町内の

企業にご理解をいただいて、国が示す方針にのっとって実施をしていただく

というふうなことを企業研修でお願いしたわけでございますけれども、平成

20年から始めまして２年間実施をいたしました。 

  最初の平成 20年度のときは、10数社の参加でございました。そういっ

た参加企業数も少ないというふうなこともございまして、21年度は工業団地

の花見台工業団地の工業会の火災予防研修と兼ねての研修ということで

計画をしたわけでございます。 

  出席した企業も、その 20年度に比べますと大体倍増したわけでござい

ます。今年、平成 22年度も同様の研修を考えておりまして、やはり花見台

の工業会の研修と同様の研修を考えております。 



  それから、行政区の区長さんに対する研修というふうなお話でございま

すけれども、毎年年明けに行っております人権同和問題研修会、これ、町

内を幾つかのブロックに分けて、区長さんも入りますけれども、地域のリー

ダーの方に集まっていただいて、人権問題について改めて研修をお願いし、

住みよい地域社会の実現に向けて認識を高めていただくという研修を実施

しております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 一番は、やはり町民の方たち、あるいはどのくら

い理解を深めていられるかということ、それにつきましては研修会等が行わ

れてきている、そのときの研修会に参加した方たちの反応といいましょうか、

あるいはアンケートといいましょうか、何かそういったような対策、ただ一方

的に研修会をして、はい、終わりですよと、そういっただけのことを実施して

きているということでしょうか、お答えいただきます。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 議員さんおっしゃられるとおり、参加した人たちが、ど

れほどのこの研修について理解を認識を深めていただいたかというのをア

ンケートというふうな形で調査すればいいわけなのですけれども、これまで

は、年明けの人権同和研修会のときはアンケートをやっていたような気がし

ますけれども、企業研修では実施をしないできました。今年度は、このアン



ケートについても検討したいというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 行政区や何かにつきましては、アンケート等もと

った経緯があるということでしたけれども、その内容的にはどのようなものが

多かったのか、把握ができていたらお願いします。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 先ほどちょっとお答えをさせていただきましたけれど

も、行政区を対象にした研修というふうなことではなくて、広く地域のリーダ

ーの方を対象にした研修でございます。 

  また、アンケートもとっていたような気がするのですけれども、今資料は

持っておりませんので、その研修について大方の方は理解を示していたと

いうふうに記憶しております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 私がこういう質問をいたしていると、どうしても部

落解放同盟というような形を皆さんお考えになりがちかな、議員さんもそん

なふうに思っている方も多いのではないかというふうに思っていますけれど

も、これはそういった形でなく、全体というふうにご答弁はいただいています

けれども、そういった観点から質問をさせていただいています。 

  特に総務課につきましては、今ご答弁をいただきましたけれども、各課も



こういったことを実施をいたしているはずですので、お尋ねをさせていただき

ます。そちらを聞かないと、どうも一方的なような感覚に受け取られると少し

困りますのでお願いします。 

  まず、こちらでの答弁のほうにも、健康福祉課というようなものでは、民

生さんあるいは児童委員、民生児童委員さんという形、それから育児の相

談、あるいは高齢者とか障害者とか、いろんな分野での人権にかかわる研

修会、支援でしょうか、いろんなものを行っていると思います。 

  そういったところでお尋ねが、まず各課というふうに書かせていただいた

のは、各課の人権事業というものが行われていると思っておりますので、あ

えて質問状にも書かせていただきました。もう少しこれを細かく、どんなよう

なことを行っているのかお尋ねをさせていただきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 それでは、お答えをさせていただきます。 

  今、議員さんお尋ねの問題につきましては、実施計画を平成 20年度か

ら５年間の実施計画を定めておりまして、その実施計画に登載をされておる

わけでございますけれども、それについて申し上げさせていただきます。 

  １つは、学校における人権同和教育でございますけれども、これはこども

課を中心に生涯学習課とこども課、事業については教養を対象とした研修

会、管理職の人権教育研修会、ＰＴＡの研修会等、25事業でございます。 

  ２つ目といたしまして、人権にかかわる当時者との交流ということで、こ



れ人権フェスティバル等、総務課、こども課、生涯学習課、関連をしておりま

して、こちらが４事業でございます。 

  ３点目が人権にかかわる相談、これ総務課、健康福祉課、産業振興課

がかかわっておりまして、総合相談ですとか、児童虐待対策の推進ですと

か、これらで 12項目でございます。 

  ４点目が支援を必要とする人の自立支援ということで、就学支援、福祉

支援、商工業・農業支援、これら５事業でございます。 

  それから、推進体制の整備、こちらは総務課と生涯学習課が担当してお

りまして、人権施策推進審議会等で３事業でございます。 

  以上でございます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 20年度の実施計画ができまして、それに基づい

ての実施を行っていると、細かくご答弁いただきましたけれども、やはりこれ

は実施をして町のほうの一方的に実施をするというだけのものであって、ち

ょっと先ほどのほうにも触れますけれども、その反応みたいなものはやはり

いただいていないのですか、ずっと。反応というかアンケートでしょうか、ある

いは調査でしょうか、そういったようなものは今まで行ったことはないのでし

ょうか、ありますか。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 ただいま申し上げました 20年度からの実施計画の



前に、平成 15年度から５年間の同様の実施計画がございました。この反応

ということなのでございますけれども、これにつきましては、この実施計画に

基づいて、この５年間で取り組んできた事業の成果と課題という形で町のほ

うでは取りまとめをし、それを踏まえて 20年度からの新しい５カ年の計画を

つくっているということでございます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12 番（松本美子議員） そうしますと、こういったものを実施するときには、

やはりもちろん担当課の方、職員さん等もご出席という形になってくると思っ

ているのですが、その辺ではこれだけの事業をするということになりますと、

ある面では解放同盟の関係も負担になるのではないかというようなご意見

等もいただいた覚えもありますけれども、そういう形でも、よそのほかのこの

事業に対してもしっかりと取り組んでいるということですので、もちろん職員

さんもそれなりに出席をして実施しているということでよろしいでしょうか。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 この事業に職員がどういうふうにかかわっているかと

いうことでございますけれども、職員が主体的にかかわっているということで

ございまして、その目的でございます人権問題の一日も早い解決ということ

をつなげていくために、そういうふうな職員としても取り組んでいるということ

でございます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 



〇12番（松本美子議員） 人権問題は、あらゆる方たち、全国民に対してか

かわっている問題ですので、余り目くじらを立てて、あの団体、この団体とい

うことでなく、これだけの事業が展開、町ではされておりますので、今後とも

引き続き後退することのないようにぜひともやっていただければというふうに

思いますので、よろしくお願いします。 

  それでは、次に進めさせていただきます。 

  それと、また②の部分で、教育長さんの部分が残っていたと思うのです

けれども、お尋ねをさせていただきますが、学校教育も社会教育も同様に、

町全体をくるみましてこの事業に対しましては行ってきているということです

が、特に子供さんにつきましては、先生そのものもしっかりと取り組んで行っ

ているというふうには私も考えておりますが、ＰＴＡさんのほうにどの程度浸

透させて、どういった形でお願いをしていっているのか、ご答弁がいただけ

ればと思います。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 ＰＴＡというのは、Ｐは親でありＴは先生である。そういう

中で、それは主体的には、教育委員会がこれやりなさい、あれやりなさいで

なく、各学校がＰＴＡの研修会等で計画的にやっていると、こういうことであり

ます。 

  大体人権学習については、ほとんどの学校がそれぞれの実情に応じて



やっていると思います。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） ＰＴＡはやっていると思いますということの答弁だ

と、ちょっと私は答弁が、もう少し具体的なものに踏み込んでいただけるか

なと思いましたので、再度質問します。 

〇藤野幹男議長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 任意団体であるＰＴＡに、これやりなさい、あれやりなさ

いという権限はないのです。しかしながら、人権教育というのはいろんな意

味含めて、いじめであるとか、不登校の問題であるとか、心の問題であると

か、インターネットによる被害をどう防ごうとかという情報だとか、それらはそ

れぞれの学校だとか、それぞれの子供の発達状況に応じて、各ＰＴＡが学

校と話し合ってそれぞれの特色のある人権教育をやっていると、こういう意

味であります。教育委員会として、これやれ、あれやれと任意団体には申し

上げられません。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） それでは、方向を変えさせていただきます。 

  ＰＴＡさんにつきましては、今のご答弁ということだそうです。 

  では、先生というふうに切りかえさせていただきますけれども、先生のほ

うにはどのようなご指導をして、どのように生徒さんのほうには反映している

のかお尋ねします。 



〇藤野幹男議長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 教員には、県費負担教職員ですから、県の教育委員

会が主催する人権教育研修会はございます、これは管理職向けと一般教

員。 

  それから、ご案内のように、比企地区人権教育推進協議会が主催する

比企地区の人権教育研究集会、これらに参加します。町の教育委員会が主

催するものは、町の夏休み中にやりますけれども、教職員全体を集めた人

権教育研究会、主に講演が中心です。それから、３町合同の管理職の人権

講習会、それから現地研修会等、これらが中心であります。 

  こういうものによって、とにかく学校教育においては、特化することなく、

日々の教育活動全体の中で各教科だとか道徳とか特別活動とか、そういう

すべての全体の教育活動を踏まえて、その中で子供たち一人一人の人権

感覚を養うと、こういうことが目標でありますので、幅の広い人権に関する研

修が今後ますます必要になってくるのだろうと、そんなふうに考えています。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、今ご答弁いただきましたように、職

員、教員さんですけれども、この方につきましては、県あるいは３町でしょう

か、そういったようなもので現地のほうの関係とかも行っているということは

私も承知をいたしておりますけれども、これにつきましては各先生方がお見

えになるということになりますけれども、幅広い先生方にお願いをしていると



いうことでしょうか。 

〇藤野幹男議長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 人権教育につきましては幅広いとありますけれども、ま

ず教員になる段階で初任者研修というのがございます、これは県教育委員

会が実施する。その中の１こまに人権教育というのがございます。これはも

う例年やっているところであります。 

  それから、各研修会については、すべての教員が計画的に参加できるよ

うに、学校のほうで校長先生が参加人数を計画的に出して、どなたも人権

に関する研修に出られるように配慮しているはずでございます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、ＰＴＡさんは任意の団体、あるいは

教員さんは県職ということになりますと、町とのかかわり方が少しぼけるの

かなというふうに私は思ったのですが、その辺はどんなふうにかかわってい

るのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 町とのかかわり、まず、先ほど申し上げました町の教

育委員会独自で人権教育の研修会というのは、先ほども申し上げましたよ

うに、全職員を対象にした研修会であるとか、３町合同の研修会とか、人権

教育を中心になっている先生方を中心にした現地研修会とか、これ直接町

が責任を持ってお認めいただいた事業です。 



  ＰＴＡにつきましては、再度申し上げますけれども、任意団体ですけれど

も、学校の教員の研修を深めていく上には、当然、保護者との連携を持った

人権教育をしていかなければいけない共通の場面というのが出てくると思う

のです。 

  ですから、先ほど申し上げましたように、そういう中で学校と保護者が連

携してＰＴＡの研修会の中に１こま入れましょうとか、具体的には学区であり

ます玉ノ岡中学校ですと、保護者が子供と一緒に人権学習に参加してとか、

こういう学校も実態に応じてやっていると思います。 

  それは、教育委員会が主催する事業の中で、自然とそれが学校でこうい

う事業をやろうと出てくるものだと思います。あれをやれ、これをやれという

ことではないのかなというふうに思います。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 細かくいろいろと取り組んで、子供からあるいは

先生、あるいはＰＴＡという形で連携をとっての人権対策には力を入れてい

るというようなことでございますので、わかりましたので引き続きよろしくお願

いをしたいと思います。 

〇藤野幹男議長 一般質問の途中ですが、この際、暫時休憩いたします。

おおむね 10分間。 

          休  憩 午前１０時５６分 

 



          再  開 午前１１時１０分 

〇藤野幹男議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  松本美子議員の一般質問を続行いたします。 

  それでは、小項目の③の再質問からどうぞ。 

  松本美子議員、どうぞ。 

〇12番（松本美子議員） それでは、引き続き質問をさせていただきます。 

  ③になろうかと思うのです。 

〇藤野幹男議長 はい。路線バスですね。 

〇12番（松本美子議員） はい。路線バスの関係なのですが、ご答弁もい

ただきましたけれども、特にワンコインの関係が出てきておりますけれども、

これは 100円ということで、１回の循環が 20分くらいというふうに伺ってい

ます。 

  それを４回、１日では行うということですが、ある程度、利用者の要望なり

町民にこたえたということでは非常に便宜を図られて、よかったというふうに

も私も考えます。 

  その中で、利用している方たちからの声を何点か伺っていますので、改

善ができるようであれば検討していけるというような方向性がどうなのか、ち

ょっとお伺いさせていただきますが、もう少し路線というのは、なかなか変更

するというのは難しいということはわかっていますけれども、範囲がもう少し

広がらないだろうかということが１点あるのですが、その辺。 



  それに伴いまして、お年寄りの方がある面では利用する方たちが非常に

多いようですので、老人カートを持ち込みというのでしょうか、そういった形

がもう少し楽にとれないのかなというようなことがあるということなのですけ

れども、このことにつきまして、どんなふうな考え方というか、お持ちなのか

お伺いします。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 お答えいたします。 

  改善できる点があるかということで、２点ほどいただいたわけでございま

すけれども、まず範囲が広がるかどうか、この関係でございますけれども、

これはこれを運行するに当たりましては運輸省のほうの許可も必要というこ

とで、なかなかこの停留所１つ動かすのも難しいということもあります。 

  範囲については、すぐに広がるということはできないというふうに思いま

すし、住民の皆さんの要望がどの程度、どの範囲であるのか、それもご要

望いただいてから検討すべき点があればしてまいりたいというふうに考えて

おります。 

  それから、カートの持ち込みの関係でございますけれども、老人カート、

基本的には持ち込めるのだと思うのですが、その多分ステップの関係で、カ

ート自体を持ち込むのにちょっと段差があって大変かと、そんなようなことだ

というふうに私は理解したのですけれども、ノンステップのバスが運行でき



れば、それは問題がないと思うのですけれども、現状のバスにつきましては

そういうバスではない部分もありますので、今の状況の中でバスの変更をす

るのはなかなか難しいということもございます。その辺もありますので、その

持ち込みに関しては今の状況で続けていただくようになるのかなと。 

  ただ、先ほどの範囲の広げる問題、それからカートの問題、これにつきま

しても、先ほどちょっと最初の質問でお答えしましたけれども、デマンド交通

を今検討していることでございまして、デマンド交通が開始されるということ

なるとすれば、そういったことがすべて解決されるのではないかというふうに

考えているところでございます。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） ご答弁どおりかなというふうにも私も思いますけ

れども、極力、デマンドがすぐに始まるというようなお答えも出ていましたけ

れども、この辺も改善ができる範囲内は改善をしていくようにお願いをでき

ればと思っていますけれども、よろしくお願いします。 

  それから、これ今はデマンドのお話しさせていただきましたけれども、い

わゆる広域路線バスの関係の全体的なものについてなのですが、現在の

乗降数というようなものの乗車状況なのですけれども、これは現金で乗られ

る方が多いのか、あるいは回数券がどのくらい利用されているのか、あるい

は定期の通学・通勤者がどのくらいの利用をしているのかお尋ねさせてい



ただきます。 

〇藤野幹男議長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 お答えいたします。 

  まず、ときがわのほうの２路線の関係でございますけれども、このときが

わ方面の方、来る方は定期を使っている、定期あるいは回数券を使ってい

る方が多いと。町内から乗られる方については、そのままの切符を買ってい

ただいて乗っていただく、そういう方が多いというふうに聞いております。 

  それから、循環器のほうに行くものでございますけれども、これは回数券、

それと普通のその１回の券、定期券は比較的少ないというような状況という

ふうに思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そういうふうになりますと、なかなか利用する人た

ちも、どうしても少ないというようなふうにも考えますけれども、この辺はいた

し方ないというふうな理解でよろしいでしょうか。お答えはいただけないかな

と思いますから、それは私がそう思っているということで、では結構です。 

  それと、最初からこれを導入するときにも、バスの中あるいはボディのほ

うに広告というようなもののお話が出ていたかなと思っていますけれども、

現状はどんなふうに今、余り見受けないかなと、私もバスに乗ってみました

けれども、どうなのでしょうか。 



〇藤野幹男議長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 この点につきましては、松本議員さんから予算

の場でも決算の場でもご質問をいただいていることでございまして、21年度

の実績で申し上げますと１件だけございました。コカコーラの宣伝でございま

すけれども、バスの中に張るやつでございます。これ１万円でございますけ

れども、各路線、ときがわの２路線、循環器、そして循環バスという形で、広

告収入が４万円弱ですけれども、入ってきております。 

  こういった私がこちらに来てから初めてかなと思うのですが、初めてそう

いうような広告の収入がのせられたと。これを今後も続けていただきたいと

いう話は、いずれバスのほうにも話しているところでございます。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 財源がなかなか厳しいという中での広告、どこの

会社も皆さん大変だから、なかなか広告というものが出てこないのかなとい

うふうには思っています。そういう中での４万というものは貴重かなというふ

うにも思います。 

  それにつきまして、これはＰＲなんかもかなり必要かなというふうに思うの

ですが、あるいは料金にもよって広告を出したいとか出したくないとかという

ふうにも考えるのではないかなと思いますけれども、この辺の検討というも

のはお考えになったことはありますか。 



〇藤野幹男議長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 確かにこの広告収入というのは大事なものでご

ざいます。赤字を補てんしているわけでございますので、こういった収入で

赤字を少なくしていくということは本当に大事なことだというふうに思っており

ます。 

  先ほども申し上げたようなことも含めまして、今、イーグルバスともその

辺のところは話し合いを続けているところでございます。 

  今後も、そういったような何かいい方策がありましたら、議員さんのほう

からもご提案いただければ大変ありがたいと思いますし、私のほうも広告収

入が上がるような方策を検討してまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12 番（松本美子議員） ＰＲなのですけれども、広報なり各毎戸配付なり、

工業会へなり、そういうところへは出すというような考え方はないのですか。 

〇藤野幹男議長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 ご指摘いただきましたとおり、広報にも、そして

工業会、今確かに花見台工業団地がございますので、工業会のほうにも何

らかのＰＲをしてまいりたいというふうに思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 



〇12番（松本美子議員） あと１点なのですけれども、デマンドの関係も絡

んできているからというようなお答えもありましたけれども、もちろん路線の

見直しというものは非常に路線バスもワンコインだってもちろん大変だという

ようなことで承知いたしておりますけれども、その辺につきましてとか料金と

か、バスを余り利用者が少なければ小型化にしたいとか、そういったあれで

しょうか、財源にもかかわってくる問題ですけれども、考え方というかお話し

合いというか検討会というか、そういうものは実際的には行っているのでしょ

うか。 

〇藤野幹男議長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 お答えいたします。 

  デマンドの関係が、デマンド交通システムの関係が、まだ具体的にこん

な方向でという方向性が確実に出ておりません。出た段階で、どの方法か

によりまして、バス路線とどんなふうな一緒にできるのか、バス路線を廃止

していい部分もあるのか、あるいはすみ分けみたいな形で、バス路線とデマ

ンド交通を２つ有効に働くように実施していくのか、その辺はデマンド交通シ

ステムの本格的な体系がはっきりしないとできない部分でございまして、そ

ういった部分が確実に方向性が決まった段階で、こちらのほうも検討してま

いりたいというふうに思っております。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） それでは、デマンド交通あるいは広域路線バス、



こういった形をしっかりと組み合わせをうまくしながら町民の足のために確保

していただき、今後とも運行できますようによろしくお願いしたいというふうに

思います。 

  それでは、次へまいります。 

  引き続き行政バスの関係なのですけれども、どうも利用者の関係で私は

少ないのではないかというふうに考えておりますが、これは利用する内容的

なものが少し難しいのかなというふうなものも考えているのですけれども、各

団体等がこちらの報告にもありますけれども、54日だったと。全体的にも

95日、あるいは任意の団体では 54日だというふうに報告いただきましたが、

少し少ないのかなというふうにも思っていますけれども、問題点というような

ものがもしあるようでしたらお尋ねをします。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 行政バスの使用状況、議員さんはちょっと少ないの

ではないかというふうなことでございますけれども、過去から統計的にとって

おりますので申し上げさせていただきますけれども、平成 21年度の合計の

使用日数が 95日でございました。 

  このうち有料の使用、これは民間団体等ですね、これが 54日、それから

町あるいは学校等で直接公務使用というものが 41日でございました。これ

を例えば５年前と比較をいたしますと、平成16年が合計の使用日数が152



日、有料が83日、町等が使用という場合が69日ということでございました。 

  この当時と比べますと、率にいたしまして有料の場合が 30％、町が直接

使用する場合が 40％と、それぞれ大きく減少しております。この大きな理由

というふうなことでございますけれども、まず時代が変化をいたしまして、こ

れまで例えば研修等、遠くに行って先進地を見て視察研修をすると、そうい

った研修がインターネット等の普及で、研修に行かなくても、現地まで行か

なくても情報等を取り寄せることが可能になったというふうなことも一つある

かなと思います。 

  それから、町のあるいは学校等が直接利用するというふうなことも、これ

も今申し上げたような、できれば視察に行かないで済まそうと。この間、大き

いのはやっぱり第３次の行革ですね。行革の考え方が本当に各方面に徹底

がされてきているのではないかというふうに思います。 

  それから、団体のほうで見てみますと、これまで町の基準上、行政バス

ですから、これ中で車中でお酒を飲むなんていうのは、これは基準としては

だめだよというふうなことになっておりました。でも、なかなか徹底をしていた

かというと、徹底されないようなこともあったわけでございます。これが町の

看板をしょった行政バスというようなことで徹底をするようになりました。 

  団体によっては、使いづらいというのでしょうか、研修目的であったにし

ても、道中はできれば和やかにというふうなこともありますので、そういった

面が、行政バスを使わないで民間のバスを使っていこうというふうなことで、



切りかえた団体等もございました。 

  幾つか利用もございまして、この使用の回数が減ってきているのかなと

いうふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、運行という１日の運行のこのキロ数

ですけれども、最大ではどのくらいまでが運行、現実的にはしている団体が

多いか、そこら辺のところはどうなのでしょうか。おわかりでしたら、すみませ

んが。 

  それと、すみません、どのような団体が一番遠くまでというのですか、キ

ロ数をお使いになっているのか。 

  それに基づきまして、続けて、ではすみませんけれども、同じですからお

聞きしますけれども、有料という形になりましたので、料金的なものの設定

が少し高いと、ほかのバスを比べれば非常に安いのですけれども、そういう

考え方もあるのではないかというふうにも思います。 

  あるいは、利用者数のその人数の関係でしょうか、もう少し人数も少なく

ても利用ができるというふうになってくれば、もう少し利用者もふえてきて、

非常に町民も助かるというふうにも思って私はおりますので、これをお尋ね

をさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  安藤総務課長。 



〇安藤 實総務課長 まず、距離の関係でございますけれども、この行政バ

スの使用基準というのがございまして、使用基準では１日最大 300キロと、

これは高速道路を利用した場合で 300キロということでございます。 

  現在バスが平成 12年に新しく入っておりまして、このときにこの基準を

200キロから 300キロに見直しをしたということでございます。この 300キ

ロあれば、大体主な先進地等、研修等に利用できるには問題ないのではな

いかなというふうなことで、この距離にしました。 

  これ、申し込みの時点で、この片道 300キロですね、１日利用 300キロ

をクリアしていなければなりません。ただ、場合によると、ちょっと当初計画し

たのよりも距離が出てしまったというふうなこともございます。例えば 335キ

ロですとか 332キロですとか。 

  昨年の全体の利用で95回の中で８回、この基準をオーバーしてしまった

というふうなことがございました。それから、料金の改定が高いのではない

かと、あるいは人数が基準が少し多いのではないかと、利用勝手悪いので

はないか、利用する立場の皆様から見れば、ちょっとハードルが高いのでは

ないかというふうなお尋ねだと思います。 

  先ほども申し上げましたけれども、行政バスという名前がついております。

行政が直接行政目的に使う場合、あるいは学校等が学校の教育活動に使

う場合、それから公民館講座等で直接その講座でもって使う場合。それ以

外として、町の補助団体等、町の行政に協力していただいている団体につ



いては、１年に１回利用ができるというふうな基準になっております。 

  あくまでも、くどいようでございますけれども、行政目的に入っているバス

でございまして、このバスがやはり町内にもバスの運行している観光バスも

やっている企業もございます。この民業圧迫してはいけないというふうなこと

が前提にございます。 

  したがいまして、観光目的でバスを使うのでしたら、どうぞ観光バスをお

使いくださいと。町の行政バスは、あくまでも行政の目的で使うのがこの行

政バスでございまして、その範囲内で人数についても 20人以上、以前は

20人以上というふうなことでございましたけれども、これも 15人以上という

ふうに改定をしました。 

  それから、料金でございますけれども、これ１日、平成 17年の改定で２

万円というふうなことでお願いしてございます。これも、行政バスの年間の運

営経費から見れば、町民の皆様からいただいている使用料については、そ

れほど大きくない金額でございまして、多くを町が負担をしてご利用いただ

いているというふうなことでございまして、ぜひこのような基準で今後も運用

させていただければというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 行政バスということですから、目的は課長さんが

答弁いただきましたとおりかなというふうに私は考えておりますけれども、使

う側にいたしますと、もう少し私が質問したような形がとれれば、もっと利用



させていただいたり、あるいはありがたかったりするというふうな考え方が、

一部分あるというふうにもお考えをいただければというふうに思っております。 

  あとは、この予約の関係なのですけれども、予約もやはり動かすというよ

うなことは難しいということでしょうか、現行どおりということでしょうか。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 現在、２カ月前、利用日の２カ月前の初日から予約

ができるというふうなことになっておりまして、こういった形で運用してきてお

ります。 

  ただ、この日数については、いろいろ今後のことも考えて、近隣の状況、

それから近隣でやっているその状況で問題があるのかどうなのか、いろい

ろ研究はしてみたいというふうに思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） どうもありがとうございました。 

  それでは、次へ移らせていただきますけれども、デマンド交通の関係で、

再三、前回も川口議員さんのほうからも出ましたけれども、質問をさせてい

ただいておりますのでご答弁もいただきました。引き続きまして再質問です

けれども、させていただきたいと思います。 

  まず、プロジェクトができまして、もう５回というようなことで検討委員会が、

会議が開かれたということですけれども、実際的には会議のその内容なの



ですけれども、委託にするのだか直営にするのか、いろんな意見等が会議

の中ですから出てきていると思います。 

  あるいは、対象者はどういうふうにしようか、あるいは運賃設定、あるい

は利用者への補助金とか、いろんな問題等が出たかなというふうに思って

いますけれども、今検討中ということですから、ご答弁がここまでのご答弁で

できないのかなというふうにも私も思うのですが、今私が再質問しましたよう

な問題点が、検討会議の中では、もちろん会議の内容といたしまして出てお

りますか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 いろんな今課題があるわけですけれども、最初

に、どんなふうな内容というか、検討させていただいたかというのを簡単に

申し上げますと、第１回目には 12人のメンバーがそれぞれの課から出てお

りますので、それぞれの立場でいろんな意見交換、情報交換等を行いまし

て、その後、ニーズ調査や何かも、住民意識調査の中でちょっと加えさせて

いただきまして、その中で何点か出てまいりましたものを検討させていただ

きました。 

  そして、12人でただ話し合うだけではなくて、３班に分かれまして４人ず

つで検討いたしまして、それぞれの考えのほうをまとめて持ち寄ったという

ふうな経緯がございます。 



  そういった中で、今議員さんがおっしゃったような、いろんな対象者だとか、

どんな方法がいいだろうかとか、車両関係だとか、いろんなことを個々に検

討を重ねておりまして、それを最終的にまとめていきたいというふうに思って

おります。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、県内の２カ所の視察というようなご

答弁もありましたけれども、この中で、特にこういう点でしたら町のほうへは

これから実施するデマンドにも当てはまるのではないかというような視察の

内容には、そういうようなところもございましたか。 

〇藤野幹男議長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 施設先は、鳩山町と北本市のほうを視察をさせ

ていただいたわけでございますけれども、両市町とも本格的なデマンド交通

の導入のやり方をやっておりまして、この間もお答えをさせていただきました

けれども、何年間か本当に法定協議会、それからニーズ調査、実態調査等

を行って計画などもつくって、その導入に入ったというふうな経緯がございま

した。 

  そういった中で感想としましては、本当にその長い期間かけての導入で

大変なのだなというのと、あとは経費が大変かかってくるというふうな感想を

持ちました。 



  そうした中で、嵐山町に合った方法が、どんな方法がいいのかというふう

なことで検討いたしました結果、必ずしも同じような方向性でもってやること

だけが嵐山町に合った方向性ではないというふうに認識をいたしました。 

  ただ、方法につきましてはまだ煮詰めておりませんので、もう少しお待ち

いただきたいと思います。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、今後のスケジュールというようなも

のも出てきているかなと思いますけれども、来年度の 23年度には実施をし

たいというようなご答弁等もありますけれども、そうしますと、もちろん予算的

なものがかかわってくるわけですが、新年度予算には計上予定でしょうか。 

〇藤野幹男議長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 あと１回か２回の会議でまとめ上げたいという

ふうに考えておりまして、当初予算のほうにできれば計上したいというふうに

思っております。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 利用の関係なのですけれども、これはもちろん交

通弱者ということの人たちに当てはめていくことでしょうから、難病の指定の

人とか、あるいは障害者の手帳を持っている人とか、そういった方たちには

特に議論をしていただいて、利用の補助の関係になってくるかなと思うので



すけれども、それは一律ですか、あるいはこの方たちには特別にというよう

な考え方を今検討されていますか。 

〇藤野幹男議長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 今、お話の障害者の関係につきましては、障害

者施策のほうで生活サポートですとか、福祉有償運送、これは高齢者にも

当てはまってくるのですけれども、こういったサービスがございます。ですか

ら、そのサービスとは全く別にこのデマンド交通というふうな形で始めたいと

いうふうに思っております。 

  ただ、兼ね合いがありまして、必ずしもそういった施策の対象者のことを

省くのかというと、それはまた微妙なところがございますので、また具体的に

はもう少しお時間をいただいて詰めていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） ありがとうございます。デマンドですから、やはり

大勢の方たちが、よりよくよい気持ちで利用できるということが私はよろしい

かというふうに思いますので、ただいま申し上げましたそれぞれの施策で行

っているということもありますけれども、デマンドにも乗りたいというか、そう

いったまだ体のしっかりある面では手帳を持っていてもできるような方も、乗

れる方もいると思うのですよね。ですから、そちらのほうでも利用ができると

いうふうな方法がいいかなというふうに思いますけれども、ご検討いただけ



ればと思います。よろしくお願いします。 

  それでは、次に移らせていただきますけれども、子ども手当の支給の関

係なのですけれども、ただいまご答弁いただきましたとおり実績等が上がり

まして、結果的には保育料も 15件でした、給食費も 16件で納入がいただ

けたということですけれども、大変な思いがあったと思いますし、また支払い

をしていなかった方につきましては、せっかくいただけるのに未納のほうに

回されるのかというふうに、少し困ったなというか、大変だったなというふうな

気持ちも残ったのではないかというふうに思います。 

  そういった中で、また来年度につきましてなのですけれども、この辺のと

ころは、国のほうでは３歳未満の方には、7,000円の上乗せで２万というよ

うな方向性を考えているというふうに、これはあくまでも案なのでしょうが、出

てきておりますけれども、それには所得制限を考えるか、あるいは課税所得

のほうの考え方があるのかわかりませんけれども、町としましては、これが

実施されますとどの程度の影響額が出てくるのかお願いできましたら、ちょ

っと問題から外れているようでしたら結構です。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 来年度のお話ありましたですけれども、

ちょっと今現在では、まだちょっと把握しておりません。 

  以上です。 



〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） それでは、またこれは後でということで私のほうも

結構でございます。 

  それでは、子ども手当の関係から保育料なり給食費なりがこういうふうに

納入がなされたということですけれども、これ以外では子ども手当が支給さ

れるにもかかわらず、納付ができなかったという方もいらっしゃるのでしょう

か。 

  子ども手当をいただいて窓口払いをなされまして、保育料が 15件で 22

万 7,300円の納付、それから給食費も 16件で 37万 8,600円だというこ

とですけれども、子ども手当をいただきながら、なおかつまだお支払いが納

付ができなかった、その辺ありましたら。 

〇藤野幹男議長 小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 ご承知のように、子ども手当につきまし

ては、お一人、月に１万 3,000円というふうなことでございます。 

  10月に１億ちょっとお支払いしたというご答弁をさせていただいたのです

けれども、１人ですと４カ月、６、７、８、９と、これ４カ月ということになりますと、

１人ですと５万 2,000円ほどの支給と、２人で 10万 4,000円と、こういう

中から給食費ないし保育料等ご相談をさせていただき、その家庭の状況等

も踏まえて、お支払いというか、それをしていただくと、こういうふうなことに

なっております。 



  そういった中で、ちょっと給食費の関係で申し上げてみますと、大変金額

を今回お支払いをいただきました。ただ、今申し上げましたように、ある一定

の子ども手当の中からお支払いをしていただくわけでございますので、未納

部分につきましては、まだ残っておるというふうな状況でございまして、ちょ

っと数字を申し上げてみますと、19、20、21 と、この３カ年で対応いたしまし

た。 

  この中で、まだ 43万 5,000円ほど残っているところでございまして、そ

ういった意味では、次回が２月になるわけでございますけれども、そういった

中で、やはり私どもとしてはお支払いをいただくような対応をしていきたいと、

こういうふうに考えております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） ありがとうございました。 

  それでは、７項目めになるかなと思う、小項目ですけれども、思いますが、

農地のほうの利用権あるいは認定農業者とかいろいろあるのですけれども、

やはりこれには利用権は設定されますと、貸し手、借り手のほうにつきまし

ては、メリット・デメリットというようなものがもちろん出てくるというふうにも思

いますが、それによってお互いにそういった利用設定権というものが結ばれ

ますと、安心な部分というものもメリットとしてはあるというふうに答弁等もい

ただいておりますけれども、これは１年に１回というような形でお互いに利用



権を設定をしていかれるのでしょうか。 

  それと同時に、そのときの再度の更新時のことですが、利用後の設定を

結ぶときには、同じ方法で、最初とそっくり書類も同じものでやっていかなく

てはならないのでしょうか、それとも簡素化が再度の場合にはできているの

でしょうか、お尋ねします。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 それでは、利用権の設定のことから申し上げさ

せていただきます。 

  利用権の設定は年１回かというお尋ねでございますけれども、利用権に

つきましては、毎年５月末日までの受け付けと 10 月末日までの受け付けと、

この２回受け付けを定めまして、その次の月の農業委員会で議決決定をさ

れたものについて、告示手続をとらせていただいております。 

  それから、再設定の方法をお尋ねですけれども、再設定につきましては、

３年間とか５年間とか、長いものですと 10年間の利用権設定がされている

わけですけれども、その前に、期限が来ますよというご通知を現在されてい

る農業者と貸している方にそれぞれ通知を差し上げておりまして、その通知

を持ってきていただければ、再設定の手続が簡単にできるような形で進めさ

せていただいております。 

  ただ、再設定の時期に間に合わないで期限が来てしまいますと、改めて



新規設定をもう一度していただかなければならないというふうになっていま

す。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） あとは、一番農業を行っていまして、事故というよ

うなものも発生があると思うのですね。 

  そういった中で報告を見ますと、４割ぐらいの方たちの事故は、４割がト

ラクターの転倒あるいは転落というようなことだというふうに報告にありまし

たけれども、そういう事故対策というものは、これは個人そのものがしっかり

と対策を練っていかなくてはいけないのですけれども、補償的なものというも

のはどんなふうになっているのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 トラクター等で転倒事故についてのお尋ねかと

思いますけれども、事故につきましてはあくまでも個人責任でやっていただ

く以外に、現在では特に方法がないというふうに承知しております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） そうしますと、この辺はやはりあくまでも個人の責

任で実施していかなくてはならない。何かそういった取り組みみたいなもの

も考えていかないというかそういう、ちょっと言葉があれですけれども、取り



組んでいく方法というか、そういうようなものも今は考えていないというか、

今までも取り組まなかったというか、今後もそのとおりだということでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 交通事故等もそうなのですけれども、保険に加

入していただいて、補償、もしも万一の事故のときにはそこで補償をしてい

ただくという方法しか、今までは考えられていなかったのかなというふうに思

います。 

  嵐山営農さんにつきましては、作業従事者が多いということで保険に入

られているのかなと思うのですけれども、個人の方のトラクターなんか、ナン

バーがついているトラクターについては、車両保険等も入っていれば、そこ

の中でも対応ができるのかなと思っているのですけれども、トラクターでナン

バーのついていないトラクターがあるかどうかちょっとわかりませんけれども、

そういうものについては保険対象にならないと、個人の本当に個人対応にし

かなっていかないのかなというふうに思います。 

  ナンバーのついているトラクターで、保険の加入している状況にもよりま

すけれども、その中で変わってくるかなというふうに思います。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） もう１点だけすみませんが、企業の参入というよ

うで報告いただいていますけれども、これは２件の方が理解を得て申し出が



あったということですけれども、どのくらいの平米数があるのかわかりません

けれども、この株式会社ナガホリさんというのですか、この方との契約等は

行われているようですが、平米的には２件で間に合っているのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 今回、耕作放棄地対策ということで、以前から

嵐山町のほうも荒れている農地を現地のほうを見られた会社でございまし

て、この会社につきましては、平成 21年度に川島町、それから東松山市、

そちらのほうを耕作放棄地対策ということで事業を実施した会社でございま

して、今回嵐山町のほうでも、荒れている農地を使って農地を活用したいと

いうお話がありました。 

  それで、こちらが窓口となりまして、地元の農家の方に説明会ということ

でおいでいただいて、今回２件の方が、それぞれ１つの土地ですけれども、

合わせて合計で 1,789平方メートルの農地の貸し借りを５年間ということで

していただくことになりました。 

  この経過というのは、そのナガホリという会社が平成21年度に東松山市

のほうで耕作放棄地対策をやはりやられたわけですけれども、場所的に都

幾川を挟んだ、嵐山の場合は根岸地区ですけれども、その川を挟んだ反対

側に上唐子というようなところがありまして、東松山の上唐子で実施する事

業の続きで、嵐山町のほうにもぜひ農地を活用したいという申し出がありま

して、地元説明会を行ったという経過がございます。 



  ただ、耕作放棄地対策をやるのに当たって、農地の条件というものがご

ざいます。それは、農業振興地域の中の農用地というふうに設定がされて

おりませんと、現在国で行っている耕作放棄地対策の再生利用交付金とい

うものが支給されないわけでございまして、農業振興地域の農用地で事業

を進めているというのが状況でございます。 

  以上でございます。 

〇藤野幹男議長 松本議員の残り時間５分となりました。もう４分でございま

す。どうぞ急いで。 

〇12番（松本美子議員） はい、わかりました。 

  それでは、最後になりますけれども、職員さん、三役、議員の関係につき

ましての質問は、答弁をいただいたとおりでございますので結構です。再質

問はありません。 

  ⑨番につきまして、残り時間がないというように議長からいただきました

けれども、申しわけありませんが、時間内だけで結構ですのでお願いします。 

  122の報告によって把握はしておりますけれども、今回は 31名の方が

受験なされたというような報告で、やはりまたその後につきましては、さっき

答弁もいただきましたけれども、民間企業での経験者の方たちが技術職員

ということで８名ほど受験なされたというようなことですけれども、全体的に

は男性、女性、技術職あるいは一般職という形で、何名の採用をなされるの

でしょうか、お願いします。 



〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 23年度。 

〇12番（松本美子議員） はい。 

〇岩澤 勝町長 23年度につきましては、採用者と一般で５名を予定をして

おりまして、事務系３名、土木系といいますか、２名の計５名を予定をしてお

ります。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） こちら、これ男女比は、男女につきましては。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 男女比というのはないですけれども、嵐山町に合った適任

者を予定をして選考をいたしました。 

  結果としては、女性が１名入ったのですか、あとは男性、一般職の事務

系のほうに１名、それから土木系のほうはなし、女性なしということでござい

ます。 

〇藤野幹男議長 松本美子議員。 

〇12番（松本美子議員） 大変長時間使いましたけれども、ご丁寧なる答

弁をいただきましてありがとうございました。今後とも、引き続き課題も多い

と思いますけれども、よろしく執行していただければと思います。ありがとう

ございました。 



〇藤野幹男議長 どうも大変ご苦労さまでした。 

  この際、暫時休憩いたします。午後の再開は１時 30 分からといたします。 

          休  憩 午前１１時５５分 

 

          再  開 午後 １時３０分 

〇藤野幹男議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  一般質問に入る前に、先日、12月３日に行われました畠山美幸議員の

一般質問における質問事項ナンバー１の再質問について、岩澤健康福祉

課長より調査報告の申し出がありましたので、これを許可します。 

  岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 畠山議員さんの一般質問の中で答弁できなか

った部分がありましたので、遅くなりましたけれども、お答えをさせていただ

きたいと思います。 

  ご質問は、町の子宮がん検診の際に、細胞診とＨＰＶ、ヒトパピローマウ

イルス検査を行っているか。また、行っていない場合には、今後行うことが

できないかというようなご質問だったかと思います。 

  これにつきまして、議員さんもご案内のとおりでございますけれども、子

宮頸がんの原因は、ほぼ 100％がヒトパピローマウイルス、ＨＰＶであること

が判明されています。ＨＰＶは多くは性交渉によって感染すると考えられて

おり、性交渉の経験のある女性の半数以上はＨＰＶに感染したことがあると



言われております。 

  しかし、ＨＰＶに感染しても、多くの場合は免疫力によって体内から排出さ

れ、１～２年後には陰性になり、子宮頸がんの発症率は1,000分の１くらい

だと言われております。 

  嵐山町では子宮頸がん検診を実施しておりますが、平成22年度より、Ｈ

ＰＶによる細胞の変化を予測できるベセスダシステムを導入し、以前の分類

では炎症性変化と前がん状態が評価できなかったものが、精密検査でＨＰ

Ｖ検査をすることによって評価できるようになっております。子宮頸がん検診

にＨＰＶ検査を併用することにより、前がん状態をより確実に発見することが

可能で、検診の先進国のアメリカでは細胞診とＨＰＶ検査の併診を推奨して

おりますけれども、国内ではまだ制度化されておりません。 

  ＨＰＶは、ワクチン接種によって予防可能ですが、感染者に対するワクチ

ンはなく、定期的な抗体検査と子宮頸がん検診で経過を追っていくことにな

ります。ＨＰＶの感染率、陰性化の割合、ＨＰＶ感染者の子宮頸がんの発症

率とＨＰＶ検査陽性者への十分な支援体制の構築などが検討課題となると

思われます。今後、研究、検討していきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

 

          ◇ 柳   勝 次 議 員 

〇藤野幹男議長 それでは、一般質問を続行いたします。 



  続いて、本日２番目の一般質問は、受付番号８番、議席番号６番、柳勝

次議員。初めに、質問事項１の行政バスの使用基準についてからお願いい

たします。どうぞ。 

          〔６番 柳 勝次議員一般質問席登壇〕 

〇６番（柳 勝次議員） それでは、６番議員、柳勝次、議長の許可を得まし

たので、通告書に基づき次の大項目２点について質問いたします。 

  まず１点目ですが、行政バスの使用基準についての質問です。行政バス

については、現在、町内多くの団体が利用しています。さきの決算審査でも

昨年度の実績、先ほど午前中、松本議員のお話もありましたが、91日との

報告がありました。利用団体にとりましては、安価で利便性のよいこともあり、

大変利用度の高い事業の一つと言えるものではないでしょうか。また、住民

サービスの点から、その成果は大変大きなものと思われます。 

  しかし、現在の利用条件を考えたとき、時代にそぐわない内容になって

いるのではないかと思われます。利便性を上げ、より以上の住民サービス

向上のために、次の条件を検討されるよう提案いたします。 

  行政バスについては、松本議員のほうからも午前中ありましたけれども、

私のほうは少し具体的に質問をしていきたいと思います。 

  まず第１点目ですが、現行の運行距離、１日最大 300キロメートル以内

を 500キロメートルに変更できないか提案するものであります。 

  その理由としては、高速道路網が現行の使用基準設定当時より格段に



整備されており、500キロメートル以内でも十分日帰りが可能であると思わ

れます。特に圏央道が中央高速道に接続されたことにより、山梨県、長野

方面への時間が短縮したと言えます。 

  続いて、２点目ですが、利用申し込み予約の時期を現行２カ月前を４カ

月前に変更するよう提案いたします。 

  その理由といたしましては、利用団体の事業計画は年間、もしくは半年

前から決定されており、２カ月前にバス利用が不可能になった場合、２カ月

間では計画変更の検討が大変難しくなります。もちろん２カ月でも十分とい

う事業も、団体もあると思いますが、一般的により利用しやすいように変更

できればと思います。 

  以上、小項目２点についてお聞きいたします。以上です。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 それでは、質問項目１の行政バスの使用基準につい

て、小項目１、運行距離につきましてお答えいたします。 

  行政バスの使用につきましては、嵐山町行政バス使用基準に１日の最

長運行距離は 300キロメートルと規定されています。この基準は、高速道

路網の整備により、短時間で遠方への運行も可能になったことから、平成

12年４月に現在の 300キロに見直したものであります。 

  行政バスは、直接町の公務を執行するために導入したものですが、町行



政の推進に関係する補助団体及びこれに準ずると認められる団体も使用す

ることができます。ただし、この場合は民業圧迫の問題もあり、構成員の慰

安や観光を目的とする使用は認められず、原則として研修を目的とする使

用に限定しています。 

  運行距離の拡大は、バスの乗務員への負担増をはじめ、バスの運行管

理についても影響を及ぼすこととなるため慎重に判断しなければなりません。

また、近年の情報化社会の進展により、いつでも簡単にさまざまな情報を手

にすることができるため、遠方への研修の必然性についても考慮しなけれ

ばなりません。今後、近隣市町村の状況、使用基準を見直すことについて

の問題点、課題につきまして研究してまいります。 

  次に、小項目２、申し込み時期につきましてお答えいたします。 

  現在の基準では、使用の２カ月前の月初めから申し込むことが可能とな

っております。行政バスに関しましては、公務の執行のために使用すること

も多く、公務優先を原則としているため、現在の使用基準のように申し込み

時期を定めています。 

  この基準は、長年見直しを行わず運用してきましたが、現在、町の公の

施設の予約に関しましては、原則１カ月前からの予約となっていますが、大

会、発表会等のイベントの場合は３カ月前から予約が可能となっています。

こうした公の施設の基準を踏まえ、基準を見直した場合、公務の執行に支

障が生じるのかどうか等を含め、近隣市町村の状況及び問題点等につきま



して検討いたします。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） それでは、第１点目から再質問させていただきます

けれども、研究してまいるということなので、見直しを図ってくれるのかなと

は思いますけれども、たしか以前に、ある新聞で読んだのですけれども、執

行側の答弁で、すぐ前向きに検討しますとか、あるいは検討します、そして

研究しますという、そういうランクがありまして、その答弁によっての実行度

が何か何％何％というふうに決まっているような、そんな統計があったので

すけれども、研究というとかなり実行率が低いように思うわけなのですが。 

  500キロというと、確かに私もちょっと多いかなとは思ったのですけれど

も、先ほどもお話ししましたけれども、遠くへは行かなくても、圏央道が開通

したことによって、この山梨県ぐらいは２時間ぐらいでもう到着してしまうので

すね。ですから、往復だけの距離を考えますと確かに 300キロ以内ではお

さまるのですけれども、ただ県内をあちこち研修してまいりたいとなると、や

っぱり 300キロを結構オーバーしてしまうのですね。私も、私自身ということ

ではないのですけれども、利用しようと思って、そんな検討したことがあるの

ですけれども、近いのだけれども、ちょっと県内を回ると 300キロ多くなって

しまう。これでは許可にならないなというような経験もしたのですけれども。

そういう意味で、研究していただけるということなのですけれども、これがせ



めて 400キロぐらいまで延長できないかなというふうにお聞きしたいのです

けれども。 

  先ほど午前中の質疑の中で、91日は少ないのではないかというような

松本議員から指摘がありましたけれども、この 91日が少ないかどうかは見

方にもよると思うのですけれども、もし少ないとすれば、距離を延ばすことに

よってもっと利用度が上がるのではないかなというふうにも考えますので、

せめて 400キロぐらいまで延長できないかどうかお尋ねいたします。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 200キロから 300キロに変えたのが平成 12年、こ

のときもかなり高速道路網の整備が図られた時期かなというふうに思ってお

ります。今回、議員さんおっしゃられるように圏央道開通いたしまして、中央

道方面への利便性が一気に向上したということもございまして、あちら側に

研修に行かれる方もかなり多いというふうにも聞いております。この時期に

見直すのも一つの方法なのかなというふうに思うわけでございますけれども。 

  どうしてこの距離が決められているかということなのですけれども、交通

安全上、どこまでがどうなのかというふうなことにつながるわけでございまし

て、その基本となっているのは道路運送車両法、550キロを超えると、２人

運転手をつけることが義務づけられているというふうなことがございまして、



550キロに行く、500キロということになりますと、今年の８月のバスの事故

でも、２日で 1,000キロ走ったのは過労が原因ではないかというふうなこと

も指摘をされておるわけでございまして、団体の方をお預かりをして、そして

町のバスを使って、仮にも事故があるというふうなことは絶対避けなければ

ならないというふうに考えておりまして、ぜひ今の 300キロというのを我々と

すればぜひお願いしたいところでございますけれども、議員さんの方から間

の 400キロということでございますので、その辺については担当のほうでも

よく研究をさせて、あるいは検討させてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） そうですね、研究から検討してのほうにやっていた

だけるということなのですけれども、まず、先ほども言ったとおり、このバスを

利用するというと、最初から 300キロというと、これではだめだというので利

用しない方も出てくるのだと思うのですよね。そういう意味で、延長できれば、

恐らく利用者ももっとふえるのかなと思います。 

  これは行政バスの委託料ですか、固定額というのが何か決まっておるよ

うなので、使っても使わなくもそれだけは払うのですから、利用度が多いほう

が住民にとっては、あるいは町にとってもいい方向になるかと思うので、ひと

つよろしくお願いしたいと思います。 



  それから、２点目のほうは検討していただけるということですので、よろし

くお願いしたいのですが、これも私も経験上から申し上げているので、２カ月

前になってだめだということになると、本当に再度、もう一度、では民間バス

とか、料金の問題とか、いろいろ検討していかなくてはいけないということで、

あえて質問したのですけれども、そういう意味ではご検討いただけるというこ

となので、よろしくお願いしたいと思います。 

  そして、次の質問に移ります。 

  続いて、大項目２点目ですが、交通行政に関する質問です。小項目２点

について質問いたします。第１点目ですが、旧 254国道、嵐山三差路の嵐

山寄居線の上り方面の右折信号の設置についての質問です。 

  長年の懸案でありました当三差路の改修も完成してから約２年がたちま

した。拡幅と嵐山寄居線上り方面の右折ラインができたため、安全面からも

大変向上したと思われます。 

  しかし、せっかくの右折ラインも、右折信号がないために、観察していま

すと、かなり無理な右折をしている車があります。特に夕方のラッシュ時に

は、下り方面の車が続くため右折が大変難しく、危険な右折を強いられてお

ります。ぜひとも右折信号を設置するよう要望しますが、町の対応をお聞き

いたします。 

  続いて、小項目２点目ですが、庁舎東側の駐車場に緊急時のためのヘ

リポートが約 65万円かけて設置されました。しかし、現在そのヘリポートの



上に車が駐車されており、ヘリポートの機能が果たされていないのではない

かと思われます。今度、庁舎南側の駐車場も大変整備されました。いざとい

うときのためにヘリポート場は駐車禁止にすべきだと思いますが、町の考え

方をお聞きいたします。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 それでは、質問項目２の小項目１、旧 254国道、嵐

山三差路上り方面の右折信号の設置につきましてお答えいたします。 

  この嵐山三差路交差点の信号機につきましては、11 月の 24 日の夕方、

現場で状況を調査いたしました。そうしたところ、多いときで４～５台右折帯

に車両が連なりまして、信号の変わり目で右折するという危険な状況が確

認できました。交通安全上、右折信号機の設置が必要と思われますので、

小川警察署へ要望してまいりたいと思います。 

  質問項目２の小項目２、庁舎東側の駐車場のヘリポートにつきましてお

答えいたします。緊急時のヘリコプターには、災害時に出動する防災ヘリと、

交通事故の負傷者や緊急患者を搬送するドクターヘリがあるかと思います。

ご質問の庁舎東側駐車場につきましては、一昨年の地域防災計画の改定

により役場を支援物資の集積地と指定したため、県の防災航空隊の指導を

いただき防災ヘリのヘリポートとして設置したものです。 



  防災ヘリのヘリポートは、十分な敷地があれば専用のヘリポートも可能

ですが、公共施設に併設する場合は、通常駐車場等に利用し、災害時に緊

急用のヘリポートに転用するのが一般的です。したがいまして、庁舎東側駐

車場につきましては、災害時以外は駐車場として有効活用してまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） 再質問させていただきます。 

  三差路のほうはよく調査していただいて、小川警察のほうへ申し込んで

いただけるということなので、よろしくお願いしたいと思います。 

  ヘリポートの件ですけれども、ご存じだと思うのですが、この夏、志賀の

方が急病でドクターヘリを必要とした件がありました。お話では鎌形のグラ

ウンドをヘリポートに使って、そして救急患者を運んだというようなお話でし

たが、考えてみると、志賀地区では役場のほうがずっと考えただけで近いと

いうふうに考えますけれども、私もなぜ鎌形のほうまで行ってしまったのか

なというふうに思ったのですけれども、今お話ししますと、ここは災害専用の

ヘリポートだということなので一応は納得したのですけれども、そうはいって

も急病というのは１秒を争いますよね。幸い志賀の方は一命取りとめて元気

になったというようなお話も聞いておりますけれども、そういうふうに緊急を

要するわけなのですが、この急病用のヘリポートと災害のヘリポート、これ

は法律上ここにもう完全に分けられているのかどうか、あるいは兼用ができ



るのかどうか、その辺についてお伺いいたします。 

〇藤野幹男議長 答弁求めます。 

  安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 防災ヘリとドクターヘリのヘリポートの関係でござい

ますけれども、一般的にヘリポートをつくる場合には航空法の 79条、ここで、

そのヘリポートのことについて定まっております。１つの基準でございますけ

れども、広さについては、そのヘリの縦横の 1.2倍。嵐山で今度つくった東

側の駐車場のヘリポートは、25 メーターの 20 メーターというふうなことにな

っておりまして、この周りの樹木ですとか、あるいは照明灯ですとか、これ移

設をし、この面積を確保したというふうなことでございます。 

  それと、もう一つが床面の強度、これ一般の地面、地球上におりる場合

は問題ないのですけれども、建物のヘリポートにおりる場合、これは、その

ヘリの総重量の2.25倍以上の強度というふうなことが航空法に定まってお

ります。 

  ただし、緊急輸送等のこの緊急時の離着陸をする場合は制限はないと

いうふうなことも例外として規定をされておりまして、防災ヘリもドクターヘリ

も緊急時の離着陸ですので、一定の要件さえ整えば問題ないというふうなこ

とでございます。 

  防災のヘリの場合は、一般的に、周辺の面積が確保されて、災害が発

生したときには誘導する人員が配置をされていれば、特段災害用ですから



問題ないわけですけれども、ドクターヘリの場合は、１つの運用の基準とい

うのが定まっておりまして、ドクターヘリを出動要請をして、こちらにドクター

ヘリが向かってくるわけですけれども、その場合、その指定した場所に消防

署の車両が行きまして、安全に離着陸が行えるかどうか、そこでまず点検を

して、学校の校庭等に子供たちが出ていれば中に入っていただいたり、ある

いは防塵対策、水をまいたり、そういった対策をし、機体の誘導まで行うとい

うふうなことでございまして、こちらのほうについては、緊急着陸に支障のな

いように消防署のほうで対応しているというふうなことでございます。 

  今年の４月から嵐山町に４回出動要請しておりまして、今議員さんおっし

ゃられた志賀の方の場合は、このうちの１回でございます。議員さんがご質

問いただきましたように、志賀の地元の方からも、どうして役場にヘリポート

があるのに、そこを利用しないのかというのは、そういう声をいただいており

ます。 

  しかしながら、防災ヘリについては、こちらは駐車場と兼用として指定を

しておりますけれども、ドクターヘリについては嵐山町は既に７カ所指定して

ございまして、総合運動公園、鎌形野球場、花見台のグラウンド、それから

七郷小学校、これ４カ所に加えて、この 11月から玉ノ岡中学校、菅谷中学

校、志賀小学校を新たに指定をして７カ所になったということでございます。

郡内でも７カ所は東松山市と並ぶ数でございまして、ほかの小川町、ときが

わ、滑川は１～２カ所というふうなことでございまして、嵐山町のドクターヘリ



のヘリポートの指定は非常に迅速な対応が可能というふうなことになってお

ります。そういうふうなことでございますので、ぜひ対応のほうについてはご

理解をいただければと思います。 

〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） ヘリポート７カ所ということで、大変県内でも進んで

いるような自治体になっているということで、非常にそれはそれで結構なの

ですけれども、今の答弁ですと、ヘリポートは兼用はしても差し支えないとい

うふうな判断をしたのですけれども、この緊急というのは、切りもなくあっても

しようがないですけれども、何カ所もあってもいいわけですよね。ですから、

そういう意味からすれば、せっかくいいヘリポートがあるのですから、そうい

うドクターでも、災害でも指定しておいたほうがいいのだと思うのですね。も

しできるとすれば、ドクターヘリでもおりられるというような、そういう申請をし

たらいかがですかという質問なのですけれども。 

  防災にしても、車があれば、これはヘリが着陸できないわけですから、防

災のためにも、これは駐車禁止にしておいたほうがよろしいのではないかな

と思います。当初申し上げたとおり、今度南側の駐車場が整備されまして、

大変余裕も出てきたわけですから、その地点を駐車禁止にしても何ら差し

支えないと思いますね。そんなに難しく考える必要はないと思うのですけれ

ども、要はよく道路工事現場で使っていますけれども、赤い三角形のマーク

がありますけれども、あれをこのちょっと余裕を持ったヘリポートを囲ってお



けば全然問題ないように思うのですけれども、まずドクターヘリも兼用できる

手続をするかどうか。 

  しないにしても、防災、仮に災害というのは、これいつ起こるかわかりま

せんけれども、いざ物資を運ぼうと思ったら、それは消防署が来て、あるい

は役場の職員が整理しようとすればできますけれども、車がどこの持ち主

かわからないケースもあるわけですよね。そういう場合も考えて、駐車禁止

にしたほうがいいのではないかなと思うのですけれども、お聞きいたします。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 安藤総務課長。 

〇安藤 實総務課長 東側のこの駐車場でございますけれども、柳議員さ

んよくご承知だと思うのですけれども、東側のこの駐車場は、健康増進セン

ターの健康相談ですとか、健診ですとか、ここにいらっしゃる専用の駐車場

的に利用しておりますし、フィットネス 21パークのこちらに来る方の駐車場

というふうなことにもなっております。これを駐車禁止にして、専用のヘリポ

ートにするというふうなことでございます。 

  この問題については、ご質問いただきまして、いろいろ県のご指導をいた

だいたわけでございますけれども、仮にドクターヘリが着陸をするような場

合は、その丸にかいたその部分だけで離着陸が可能でございますけれども、

一帯の敷地、全体の駐車場から車両を撤去すると。それは、駐車場内にあ

る細かな砂利やなんかが風によって車に傷をつけたりなんかをするというふ



うなことがないように考えられているというふうなことでございまして、１台で

も駐車場に車が、隅っこのほうであったにしても置いてあると、ドクターヘリ

はその場所を使わないというふうなこともお聞きをしました。そんなことでご

ざいまして、兼用というのは非常に難しい。 

  先ほど申し上げました７カ所、ドクターヘリのヘリポートがあれば、大体迅

速な緊急搬送は間に合うのではないかというふうなことでございまして、ぜ

ひそういう点で、この東側の駐車場については、ふだんは一般的な駐車場

として利用し、一たん有事の際には、一朝有事の際は災害用に転用すると

いうふうなことで利用を考えておりますので、ぜひその点についてはご理解

を賜りたいと思います。よろしくお願いします。 

〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） ちょっとしつこくなって申しわけないのですけれども、

有事の際は災害用にするとはいっても、車がある限りこれは、ドクターヘリ

は７カ所あるから、そちらを利用しましょうとなりますけれども、防災に関して

は、これはもう例えば休日だったら職員とか、あるいは駐車する車もないと

思うのですけれども、これいつ災害というのは起こるかわからないわけです

から、１台でもあればというようなお話もありましたけれども、少なくも余裕を

持った駐車禁止にする必要があるかなと思うのですよね。 

  考えてみると、もしそういうことであるなら、何で 65万円もかけてヘリポ

ートをつくったのだというふうにも考えられるわけですよ。ですから、もしそう



いうことであれば、災害用ではなくても、要は空き地があれば防災用の物資

を運ぶヘリポートに緊急的、応急的にすることもできるのではないかなと思

うので、改めてヘリポートを 65万円かけてつくる必要はなかったのではない

かなというふうにも思われるわけですけれども、ちょっとしつこくて申しわけ

ないのですけれども、町長はその点についてどうお考えかお聞きいたします。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 お答えさせていただきます。 

  今お話、答弁もさせていただいているような状況で、答弁でも答弁書にも

書かせていただきましたけれども、防災計画策定をする中で、支援物資の

集積地ということを町のほうに場所を決めました。そういう中でご指導をいた

だいて、ヘリポートがあるといいのではないか。そして、そういう中で、駐車

場を指定をしていて、いざというときにそこのところを使ったらどうかというの

が一番の出発点でございまして、そういう状況下であそこのところを設定さ

せていただいたということでございますので。 

  それと、今ドクターヘリのほうも数が多ければ多いほどいいと思うのです

が、そういうような状況の中で、東松山市と同じぐらいな数の設定ができたと

いうことで、これも消防署、消防関係の人たちのご指導もいただいたりという

こともありまして、そういうことの設定ができたということでありますので、当

面今の利用の状況でいかせていただければありがたいかなというふうに思

っておりますので、ご理解がいただければというふうに思います。 



〇藤野幹男議長 柳勝次議員。 

〇６番（柳 勝次議員） ドクターヘリについてはそういうことで、もちろん兼

用の話はもういいのですけれども、繰り返すようですけれども、災害もいつ

起こるかわからないわけですから、そのためにと思って私も質問しているの

ですけれども、理解するとかしないの問題ではないとは思うのですけれども。

さっき言ったように、いつ起こるかわからない、そのために私質問しているの

ですが、町長のお考えもわかりましたので、そういうことについてはちょっと

不安を抱きながら、質問を終わらせていただきます。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 どうもご苦労さまでした。 

 

          ◇ 河 井 勝 久 議 員 

〇藤野幹男議長 続いて、本日３番目の一般質問は、受付番号９番、議席

番号７番、河井勝久議員。 

  初めに、質問事項１の住民主体の地域づくりについてからどうぞ。 

          〔７番 河井勝久議員一般質問席登壇〕 

〇７番（河井勝久議員） 第７番議員、河井勝久です。議長のご指名をいた

だきましたので、一般質問をさせていただきます。 

  私は、大きく分けて２点について質問いたします。今、第５次の総合振興

計画策定に入っているわけでありますけれども、住民主体の地域づくりとい



うのは、とりわけこの 10年間にとっては重要な地域づくりになっていくのだ

ろうというふうに思っているのでありまして、そのための中心的な質問をお願

いしたいというふうに思っています。 

  2000年に地方分権一括法が施行されてから 10年、今新政権は、地域

主権改革を「住民に身近な行政は地方公共団体が自主的かつ総合的に広

く担うようにするとともに、地域住民がみずからの判断と責任において地域

の諸課題に取り組むことができるようにするための改革」と定義する地域主

権戦略大綱を６月に閣議決定いたしました。地域主権推進大綱に向けて今

議論が進んでいるわけでありますけれども、地方自治体の役割と地域住民

の参画が一層重要になってくるというふうに思います。地域の力を再生する

ために、地域経営、協働のまちづくり推進について伺います。 

  ①といたしまして、町は庁舎内の機構改革を行うわけでありますけれど

も、職員が地域の主体となって活動に入ること、どうやって地域に協力して

いけるかが大事になると思いますけれども、職員の目線をどのように持って

もらうのかお伺いいたします。 

  ②といたしまして、これまで大半の自治体では、さまざまな政策が上から

の指導でつくられ、地域福祉計画も介護計画も当事者、地域住民の参画も

行政指導の客体にとどまっているのが実態であります。参画型のものも地

域に救われないままに社会にひずみが生まれてきました。子供や家庭が孤

立、虐待や介護殺人、孤独死など、地域に気づかれずに孤立する今日の社



会の現実が進みました。解体された地域社会、この道はいつか来た道にし

ないためにも、新たなコミュニティーを創出、再生させるため、地域社会の再

生、住民活動、交流、連携をさらに進める考え方について伺います。 

  ③といたしまして、10月 30日に町の子育て支援フォーラムが開かれ、

町の取り組み地域発表がされました。地域の子供とともに行う実践報告、子

供の人格形成や見守りは、子供の地域環境に子供が希望を持てるまちづく

りが進んでいることを感じました。安心、安全のまちづくりも、子供目線で考

える発表会や作文などを参考利用して考えることも大切だろうと思います。

近所の子供が一緒に遊ぶことによる情報、高齢者とのきずな、防災防犯な

ど共助のまちづくり、地域住民とかかわる子供たちの声を生かした連携する

まちづくりについてお伺いいたします。 

  ④に、できることから始めてみる。上からつくるのではなくて、各種計画づ

くりに町民参加の改革や条例、条件づくりなど、活動の試みを始めてみる。

里地里山の保全、農業の再生、川の再生など、ボランティアの集合を試み

てはどうでしょうか。長短期のことが必要と思われますが、その考え方をお

伺いしたいと思います。 

  ⑤といたしまして、町の活性化について、今Ｂ級グルメなど、まちおこしと

して人気を博しております。この試みはないか。また、これは以前も質問して

いるわけでありますけれども、町の景観百景など町民から募集して、それを

観光に役立てていく考えはないかお伺いいたします。 



〇藤野幹男議長 それでは、順次答弁を求めます。 

  初めに、小項目①、②、③及び④について。岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 それでは、質問項目１の小項目①町は庁舎内の機構改

革を行うが、職員が地域の主体となって活動に入ること、どうやって地域に

協力していけるかが大事になると思うが、職員の目線をどのように持っても

らうのか伺うにつきましてお答えいたします。 

  町では、平成 18年度より地域の自主的な取り組みによるまちづくり、地

域経営の推進と職員の資質の向上並びに意識改革を目的といたしまして地

域担当制を設け、職員と地域との連携を深めているところでございます。ま

た、地域が主体的に活動を行うことを支援するため、同じく平成 18年度より

地域コミュニティ事業補助金を創設をいたしました。現在策定中であります

第５次総合振興計画（案）におきましても、地域との協働、地域経営が計画

の根幹となっておりまして、今後もその方向は変わりはありません。 

  また、それを明確にするため、平成 23年度より課名も地域支援課と改

め、新たに地域を積極的に支援し、まちづくりを活性化するよう今回条例を

提案させていただいているところであります。 

  職員にも事あるごとにこのことは伝えており、今までの事業展開により十

分理解をしていると考えているところであります。今後も地域を主体とした視

点は決してぶれることなく各種施策を行ってまいりたいと考えております。 

  次に、小項目②新たなコミュニティーを創出、再生させるための地域社会



の再生、住民活動、交流、連携、これらをさらに進める考え方を伺うにつき

ましてお答えをいたします。 

  現在策定中であります第５次総合振興計画（案）におきましては、住民ア

ンケート及び総合振興計画審議会におきましても協働は非常に重要であり、

町を活性化するための重要なキーワードであるとの意見が出ております。 

  これまでも第４次嵐山町総合振興計画後期基本計画におきましても、地

域経営を主眼としたまちづくりを行うことを明記をし、各種施策を進めてまい

りました。現在のご意見は、これまでの考え方や方法が決して間違ったもの

ではなく、もっと推し進めるべきものだと考えております。 

  先ほどのご意見にもお答えをしましたが、そのためにも地域支援課を創

設いたしました。さらに、これまでも積極的に行っていただいている各種ボラ

ンティアをさらに活性化し、その活動をつなげていくため、（仮称）ふれあい

交流センターをボランティアの拠点とするよう準備を進めているところでござ

います。 

  河井議員さんご指摘いただいているとおり、これからの人口減少社会、

そして少子高齢社会を乗り切るためには、人と人とのつながりが重要と改め

て感じております。町民の皆様や各種団体がさまざまな観点からつながりを

持ち、全体で地域を盛り上げていく地域経営のまちづくりを進めていくことが

地域全体の幸せにつながるものだと考えております。 

  次に、小項目３、共助のまちづくり、地域住民とかかわる子供たちの声を



生かした連携するまちづくりについて伺うにつきましてお答えをいたします。 

  過日行いました子育て支援フォーラムは、天候が悪いにもかかわらず、

予定していた以上の人が参加をしていただくなど大変盛況に行うことができ、

子供や子育て家庭の支援に関する情報交換の場として集い、地域に密着し

た子育て支援の基盤を構築をすることができたものと考えております。 

  さて、現在、勤労福祉会館を改築をし、（仮称）ふれあい交流センターを

建設中であります。この施設の目的は、高齢者から子供まで異世代が同じ

施設に集まることにより交流を深めることにあります。そのため、バリアフリ

ーはもちろん、乳幼児が遊べるスペースからご高齢者が利用されるような部

屋等を取りそろえております。 

  先ほど来申し上げておりますとおり、これまでも地域経営としての協働の

まちづくりを進めているところでありますが、今後もさらに充実させるよう体

制を整えまして、コミュニティー活動の進展やボランティア活動の活性化を

図りながら、子供から高齢者までの方、すべての人々がつながりを持ってい

ただくまちづくりをこれからも進めていきたいと考えております。 

  次に、小項目④ボランティアの集合を試みてはどうか。長短期のことが

必要とも思うが、考え方を伺いたいについてお答えをさせていただきます。 

  現在策定をしております第５次総合振興計画（案）におきましても、ボラン

ティア活動の振興は重点施策として位置づけており、その中でボランティア

団体や個人ボランティアの活動を支援をし、ボランティア同士の連携を図り、



住民主体のまちづくりの活性化に努めてまいりますと、基本的な方針を決め

ております。 

  まさに河井議員さんおっしゃるとおり、ボランティア同士の連携を深める

施策を行ってまいりたいとこれからも考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目⑤について。 

  木村企業支援課長。 

〇木村一夫企業支援課長 質問事項１の小項目⑤の町の活性化について、

Ｂ級グルメなどのまちおこしの試み、また町の景観百景など町民から募集し

て観光に役立てる考えについてお答えいたします。 

  町では、町の活性化のために、平成 21年に観光協会にＢ級グルメの検

討をお願いしておりまして、現在観光協会では平成21年度に嵐山町のＢ級

グルメを考えるため食の検討委員会をつくり、平成 21年度に３回、平成 22

年に３回の委員会を開き検討してきているものです。 

  今年の嵐山夏まつりでは、焼きそばとモツを合わせたものを来場者に試

食してもらい、ネーミングを募集したところ、168通の応募をいただき、選考

の結果、嵐山辛モツ焼きそばと決まり、９月の 26日に嵐山渓谷バーベキュ

ー場で開催されたみどりと川の再生埼玉フォーラムｉｎ嵐山、また、10月 17

日に熊谷で開催された比企地域元気アップキャンペーンにも出展し、大好

評でありました。また、９月の広報紙の配布に合わせて、毎戸配布で嵐山町



のＢ級グルメのアイデアを募集したところ、12通の応募をいただき、食の検

討委員会で６通のアイデアに絞り込み、11月 25日に試食会を開き、嵐山

のＢ級グルメを検討しているところです。嵐山のＢ級グルメが早く決まり、ま

ちおこしに役立てばと考えております。 

  また、町の景観百景など町民から募集して観光に役立てる考えにつきま

しては、現在観光協会では北部地域の観光マップも研究しておりまして、会

議も数回重ね、北部地域の観光マップができ上がる予定です。でき上がれ

ば、嵐山町の全域の観光マップが完成します。今回お尋ねの景観百景とい

うものについても、観光協会、商工会、写真クラブ等の団体とも話し合い、検

討していきたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 大変長い質問でありまして、いろいろと答えも長く

なったような感じがするわけでありますけれども、とりわけ職員の関係で、地

域主権というのは、地域に住む住民と職員が本当に必要なものは何なのか

と、その課題を把握して、行政と地域住民の暮らしにかかわることになるの

だろうというふうに思っているのです。それには、行政に携わる職員と住民と

の信頼関係がなければ、なかなか協働のまちづくりというのは生まれてこな

いのかなと、そういうことが進まないのかというふうに思っているのですけれ

ども、職員がどれだけ地域の住民の中に飛び込むことができるかどうかとい



うものだろうというふうに思っているのですね。 

  地域主権改革というものも、上から命令されてやるものではないだろうと

いうふうに思っているのですけれども、それがすべて成功していくというふう

にも私も考えてはいないのですけれども、成功していければそれにこしたこ

とはないということです。 

  第５次総合振興計画、今その案が進められているわけでありますけれど

も、地域経営、協働のまちづくりがその中心的になってくるのかなというふう

に思っているのですけれども、地域に入る職員が、地域に入った後に、その

課題を役場庁舎内に持ち帰って、行政制度の中に生かしていくということが

重要だろうと思いますけれども、地域に飛び込める、先ほども地域課の話も

出ていましたけれども、地域に飛び込める職員について、どういう形でやっ

ていくのかお聞きしておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 答弁求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 職員が地域に飛び込んでといいますか、地域と一体とな

ってまちづくりを行えないか、そういう考え方を職員が持てるかということだと

思うのですが、今お話もいただきましたように、地域経営ということで、町で

行う事業を進めていくのですよということで、町では取り組んできているわけ

であります。 

  そして、地域経営というのは何なのかというので、プリントをお渡ししたか



と思うのですが、左側のように、今までの場合には行政と町民というような

形であったわけですね。しかし、地域経営というのは、行政と町民のほかに

いろんな組織があるわけですね。区があり、先ほどのＰＴＡがあり、婦人会

があり、あるいは企業があり、ＮＰＯがあり、いろんなものがあるわけですが、

町民と行政ということだけでなくて、町民と企業だとか、町民と区だとか、あ

るいは町民とＰＴＡだとか、町民と学校応援団だとか、それぞれのところが絡

み合ってといいますか、お互いにやれること、あるいはやってもらいたいこと、

そういうようなものをお互いに絡み合わせた中の、いろんな絡みがあるやり

方、これが地域経営というものであるわけで、それには役場も住民もすべて

のものが絡み合うのには、当然のこととして町も出ていかなければいけない

わけであります。 

  そういう中で、地域経営でなくて、地域担当制という、地域の担当制とい

うのを嵐山町の中でも取り入れました。これも最初に取り組んだときには、

地域に行って帰ってくると、それこそいろんな課題、これはもう３年前に言っ

てあったとか、５年前に言ってあったとか、いろんなものがあって、どんどこ、

どんどこ紙が積もり積もって、とてもこんなことやっていたのでは町長できな

いのではないの、話なんかできないのではないのということから始まりまし

た。 

  それと、職員の皆さんも地域に行ってなかなか褒められることというのは

少ないわけでありまして、できれば余り地域に行っていろんな話は聞いたり



したりしなくて済むような形のほうがいいわけだったわけでありまして、余り

好評ではなかったのですが、それが定着をしてまいりました。今では毎月、

月初めの区長会で、その地域担当制から上がってくる注文というか、課題と

いうか、町の要望というか、いろんなものについて、そういうようなものを話し

合って出し合って、連絡を受けて、それで来たものはすぐ政策経営のほうに

受けて、それを各課にすぐ流す。そして、各課でできるものはできる、できな

いものはできない、返事はとりあえずすぐしろということになっておりますの

で、できること、できないことは、いずれにしても返事をすぐするということで

今対応しております。 

  そういう中で、ほとんどそういう区から上がってくるものも少なくなってきま

した。というのは、それだけ連携といいますか、いろんな情報交換ができて

きているのかなというのと、いろんな地域の中にあるお祭りをはじめとして、

いろんな事業、そういうものにも職員の出席がここのところふえている、皆さ

んもお感じになっていることかもしれませんが、ふえてきているというような

こともあったり、町民の皆さんが逆に町のいろんな事業に参画をしてくださる

人たちがふえている。そういうお互いの役割分担をやれるものはやっている

というような形になってきている。これが今までと違った形になってきている

のかな、少しずつ浸透してきているのかな、これが地域経営が進んでいる

のかなというような感じがしております。 

  議員さんおっしゃるように、町の職員が地域に出ていく、そういう目線を



持っていけということは当然のことでありまして、現在やっていることをさらに

進めていきたいというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） ぜひそういう形で進めていっていただければという

ふうに思っております。質問事項が極めて抽象的になっておりますので、こ

れはまたこれからのさまざまな総合振興計画の中で１つ計画や何かを立て

る中で、いろいろと私もこれから聞いていきたいというふうに思っているわけ

でありますけれども。 

  次に、２と３の関係で、これもどういうふうにとらえていくのかなというふう

に思っているのですけれども、新たなコミュニティーの創出という形で、それ

ぞれいろんな形でのネットづくりというのが、連携という言葉に置きかえても

いいのかと思うのですけれども、だれでもがそこに参加して、そして住民の

具体的に抱えるさまざまな問題をとらえていると。それがやっぱり町長のま

ちづくりになっていくのかなと、あるいは協働のまちづくりになっていくのかな

というふうに思っているのですけれども。 

  私も、とりわけ子供目線という言葉もちょっと質問の中で出したのですけ

れども、そういう中で、子供の目から見た、いわゆる将来の町像ですか、そ

ういうものもある程度、私は参考にしていく必要があるのかなというふうに思

っているのです。大人の目で見るのと、子供の目で見るのと、同じ目線で見

るのがかなり違ってくるのだろうなと思っているのですけれども。 



  子供というのは、成長過程によって、それぞれかなりいろんな物の見方

が変わってきますから、そういう面でのまちづくりというのもぜひとらえていく

べきだろうというふうに思っているのですけれども、この辺のところで、具体

的には前も、町制 40年のときには子供議会等も開きましたし、そういう中で

の意見もいろいろと出たろうと思うのですけれども、これから 10年間、総合

振興計画も 10年間になってくると、相当子供たちも成長してくるわけですか

ら、そういう面でいくと、新たな町のものをどういうふうにつくっていくのかな、

どういう希望を持っているのかなというのは、一つとらえる必要があるのだろ

うと思いますけれども、そこのところは具体的にどういうふうに考えているか

を聞いておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 議員さんおっしゃるとおりだと思うのですね。そういう形で

まちづくりを進めていきたいと思っておりますけれども、子供の目線、それで

子供議会というようなことなのですが、今までもそういうようなことやってきた

と思うのですね。 

  それで、私は今一番ちょっと欠けてきているのではないかなと思うのは、

欠けてきているというか、より濃くしていく、太くしていく、強くしていく必要が

あると思うのは広聴広報、広報だと思うのですね。それをお互いに言ったり

聞いたりする、この内容、そういうことをこれからどうパイプを広げていくのか。 

  それにはどういうことができるのかということになるわけですが、人と人と



の会うこと、会って話をすること、これにまさるものというのはないわけであり

まして、いかに交流の場をつくっていくのか、人が集まる場を多くしていくの

か、それに尽きることだと思っております。ですから、そういうものを、場をつ

くりながら、そして行政にできる広報の充実、こういうようなものに力を注い

でいって、町民の皆様方のご意見を吸い上げ、そして行政には何をやるべ

きなのか、そして行政から町民の皆様に情報提供がどういうことができてい

くのか。太くなるのか、薄くなるのか、そこのところを皆さんとご意見を伺いな

がらやっていければというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 私は、子供目線という形でいくと、例えば子供広場

なんかありますよね。町のほうでは、子供広場をつくるときなんかは、具体

的には何歳ぐらいを対象にして子供広場をつくっているのかなと。確かに高

学年になってくると、その子供広場で遊ぶ子たちはいなくなるのだろうと思う

のですけれども、今非常に子供広場なんかも、そういう面では使われなくな

ってきていると。そういうことでいくと、子供の対象というのをある程度決めな

がら町はそういうのを進めてきたのだろうと思うのですけれども、そういうも

のを子供に問いかけて、子供がこう思っている、こういうものが使い勝手に

いいのだとか、いろんなものがあると思うのですけれども、そういうものにつ

いて今後検討していく考え方はありますか。 

  あるいは、もう一つは、例えば道路の信号機で、歩行者用の青赤のラン



プあるわけでありますけれども、あれなんかも、大人の目で見ると、反対側

からの太陽の光なんかだと、さほどランプが変わったのがまぶしくないので

すけれども、子供の目で見ると、その太陽の光が直接、反対側から見るわ

けでありますから、まぶしく感じてしまうと。そうすると、子供たちは、前のラ

ンプが変わっているのか変わっていないのかわからなくて、こういうふうにい

ろいろと見ながら、変わったな、変わっていないなという形で道路なんか渡

るのですよね。少なくとも信号機のランプにちょっとした日よけとか、あるい

は何かの形で変えてやれれば、もっと子供たちもそういう面で安心に道路な

んか渡れたりなんかするのかなというふうに思っているのですけれども、そ

ういう目を、大人の目で見てあそこはというのではなくて、子供の目でも見て、

それで安心に渡れるとか、そういう面の配慮というのは必要なのかなと思っ

ているのですけれども、そういうこれからの考え方はどうしていくのでしょう

か。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 子供の目という視点だということなのですが、例えば公園

の中で今まではという話ありました。確かに嵐山町の中の公園なんか見て

も、そこの庁舎の公園なんか見ても、今まではそれでよしとされてきて、そう

いう方向で設置をしてきたのだと思うのですが、大きな子供と小さい子供た

ちがかけ合っていってぶっつくというか、エリアが同じような状況になってし

まうのではないかと思われるようなつくりの部分もあると思うのですね。 



  ですから、今公園なんかで進んでいると言われている外国の公園なんか

の場合には、小さい子供はそこの公園の中で遊ばせて、大人は周りからこ

うやって見ていて、大人は大人で話をしていて、大人と子供が一緒になって

砂遊びをするのでなくて、外でこう見ている。あるいは、大きな子は、そのち

びっ子の中に入れないような違ったエリアのところで、もうちょっと動きの活

発な、広い動き方をできるようなエリアをつくるとかいうようなことに変わって

きている。 

  また、公園の中も、もっと高齢者といいますか、お年寄りの人たちが動け

るような、健康づくりができるようなエリアというものを、子供たちとかかわら

ないような部分のところにつくったらというような話もあるとか、いろいろなこ

ういうことがあるので、確かに議員さんおっしゃるように、今まではという部

分あるかもしれませんが、これからはそういうようなものも広く研究をさせて

いただいて、町でやる場合にはご意見をお聞きをしながら、情報を交換をし

ながら、そういう形で取り組んでいく必要があろうというふうに思います。 

  また、今の信号の話ですけれども、ちょっと座って見たこともないのでわ

からないのですが、どういうことか、もしそういうことがあるとすれば、警察の

ほうにも話をしなければいけないし、どういう形にしたらいいのか、またそれ

はそれでまた別に研究をしてみたいというふうに思っております。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 信号なんかは、ほんのちょっとの間なのですよね。



太陽がこう高くなっていけば変わってくるし、また低ければ変わってくるし、そ

ういう面では、その光の関係によってですから。だけれども、渡ろうとする子

供はその時間が待てないわけですから、それは大人が子供の目線までおり

て見ると、そういうものがはっきりしてくるのかなと思っているのですけれども、

安心な町というのは、そういうことでは子供の意見も取り入れられるという形

になってくれば一番いいのかなというふうに思っているのです。 

  私は、子供の情報というのは、子供たちはうんと持っているのですよね。

先ほど質問の中にも、子供たち同士で遊ばせるということが大切なのかなと。

というのは、子供同士の情報というのは、食事のときやなんかに、どこどこ

ではどういうことがあった、例えば友達の家庭の状況がこうだとかというの

は、ちょこちょこと話に出たりなんかすることもあると。そういう情報は隣近所

の情報にもつながってくるのだろうというふうに思っているのですね。 

  かつて震災が起きたところの、地震やなんかのところで、一番早く情報を

知り得たのは子供たちの情報だったという形の子供ネットみたいなので、大

人よりも近所やなんかの状況が子供同士のネットではっきりしてきたという

形もあるわけですから、そういう面で必要になってくるのだろうと思っている

のですけれども、これもこれからの課題だろうと思っています。ぜひいろんな

面で町は将来に向けての検討課題になっているのかなというふうに思って

います。 

  それから、私はボランティアの集合を試みてはどうかという形で、いろい



ろと先ほども答えられております。これからの連携というのは、とりわけそう

いうものが大事になってくるのだろうと思います。 

  １つは、これまで町でも、いろんな条例や計画はつくられてきたわけです

ね。それは審議会の人に加わってもらったり、いろんな形もあったのですけ

れども、何かつくられたものが、上からつくられてくるという、行政主導でつく

られてきたような感じがしないではないと。そういうので、行政不信もかなり

生まれてきたのではないかなというふうに思っているのです。 

  これらを解消するために、住民が参加する条例づくりというのが必要にな

ってくるのかなと。それがこの新しい地域経営にもつながってくるだろうし、

協働のまちづくりにもつながってくるだろうというふうに思っているのですね。

自分たちがそれに参加できるというものを持つということが一番大切なのだ

ろうと思いますけれども、これまで専門家、知識人だけで、あとは町の職員

が入ってつくっていくというものではなくて、立場の違う人たちがそこの中に

入って、いわゆる参画しながら議論を進めて、それを自分たちも熟知しなが

らつくられていくというのが大切なのだろうと思います。 

  今後、私も、これ何回ももういろんな方が質問しているのですけれども、

住民基本条例で、これは検討していきたいというふうに答弁をされているわ

けでありますけれども、とりわけこういう住民基本条例なんかは、そういう面

では、いろんな人たちがかかわりながらつくらないと、ちゃんとした住民基本

条例にはなっていかないのかなというふうに思っているのですけれども、あ



るいは地域公共サービスの基本条例とか、これからは新しいそういう条例を

策定することが出てくるのかというふうに思っているのですけれども、これら

について住民参加をどういうふうに考えていくのか、そこのところだけお聞き

してみたいと思います。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 住民参加、町民の皆さんに、行政に、あるいはまちづくり

にいかに関心を持っていただくかというのが大きな課題であります。そして、

それらのものに関心を持っていただいて、一言意見を出していただいて、も

うちょっと頑張って一歩足を出していただいて、そしてその上で一緒に汗を

かいていただいてという形で、少しずついろんな形のところに参画をして、参

加をしていただいて、まちづくりを一緒にやっていくというのが理想的な形だ

と思うのです。 

  そういう中で、コミュニティー事業というのを今まで地域にお願いをしてき

ました。それで、その中で、そのやり方というのは、うちのほうでこういうこと

やりますよ、お年寄りとあれします、運動します、ごみ拾いします、健康事業

やります、そういうようなことを地域で企画立案をしていただいて、それで企

画課のほうに、政策経営のほうに出していただいて、その事業をやっていた

だくということをやってまいりました。それが今議員さんおっしゃるようなこと

の最初かなというふうに思って、そういうふうに考えて事業を起こしてきまし

た。 



  しかし、一部のところでは、そういうものを一々書いて出すのは面倒くさ

いのだという話になってきてしまったのですね。自分たちがやるのではなくて、

何かやること決めておいてもらって、それでこういうふうにやってもいいので

はないのというようなことなのですよ。ですから、ちょっと最初のとずれてきて

いる部分もあるのですが、短兵急にそうやってもなかなかうまくいかないの

だなというふうに改めて思っているところですが、できるだけその企画立案

のところから、自分たちの町の中では子供たちが多いからこういうことをやっ

たらいい、あるいは少ないからこういうふうな事業のほうがいいのではない

かとか、あるいはうちのほうの地域の中ではこういうふうにお祭りが中心に

なってやっている地域だからこうがいいのではないかとか、うちのほうは祭り

がなくて余り人が集まるような機会が少ないからこういうことやろうよという、

みんな、こんな狭い町ですけれども、全く違うわけなのですね。ですから、そ

ういう形で企画立案をしていただいた事業をそれぞれがやっていただくのが

いいのだろうということで始めたわけなのですが、現状そんなような状況が

あるわけです。 

  ですので、このところで新規まき直しをいたしまして、また違った形で地

域おこしのあれをどんな形にしてしたらいいのか、取り組んでいきたいという

ふうに思っているところです。ですので、参加、参画といいますか、何をやる

かをやるということを、そういうことが一番町の中に出ていって、それで計画

づくりに参加をしてみよう、意見を言ってみようということになってくるのだと



思うのです。 

  それで、今までも計画、条例づくり、いろんな形で町の中でつくっていく中、

今回の総振の中もそうですけれども、町民の皆さんで、おれやってやるよと

手を挙げてくださった人には参加をしていただいたり、あるいはいろんな形

の人に入っていただくというので、それぞれの組織の代表の人だとか、組織

の中の意見がよく聞けるであろうと思うような人だとか、その中のまた男女

比、男性ばかりでもあれですから、女性の意見もどれぐらいの人数したらい

いのかというようなことでありますとか、すべてのところにそういうようなでき

るだけ広いご意見が集められるように、お聞きができるような体制でやって

おりますので、これからもさらにそういう点を注意をしながらやっていきたい

というふうに考えています。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 人間社会ですから、さまざまなことについても積極

型の人もいれば、さっき町長が言われるように面倒くさがりの人もいるのだ

ろうと思いますね。積極的にやろうという人たちは、待っている人もいるのだ

ろうと思うのですね。そういう面で、それらの人を具体的にどういうふうにして

新しいまちづくり、あるいは地域づくり、そのことがやっていけるのか、これ

はこれからの課題になってくるのだろうと思いますけれども。今あるさまざま

なボランティアの人たちと、新たにそういう面で、また一つの地域づくりがで

きるという形が理想的なまちづくりになっていくのだろうと思います。そういう



面では、いろいろとこれからも検討していただければというふうに思っていま

す。 

  次に進ませていただきますけれども、Ｂ級グルメ、これ今いろんなところ

で大変まちづくりの活性化には役立っていますね。先日もＮＨＫのテレビ見

まして、神奈川県の厚木市ですか、全国からＢ級グルメ集まって、そこにい

ろんな地域から数十万人の人が来て味わっているわけですね。山梨の鳥モ

ツが１番になったとかという話聞いたのですけれども、それなりの地域努力

をしてそういうところに出てくるのだろうと思います。 

  私も 10月の８日の日に視察で松本市に行かせてもらったときがあるの

ですけれども、松本市役所はちょうど松本城のくるわの中にあります。そこ

に屋台がいっぱいつくられていたのですね。何だろうというふうに聞いて、ち

ょっとのぞいてみましたら、全国から、あしたからラーメン祭りで、いろんなラ

ーメンの屋台が来てラーメン祭りをするのだという話でしたのですけれども、

こういう形でまちおこしをしているのだなと思ったのです。 

  埼玉でも近所では東松山の焼き鳥だとか、あるいは川島で今ほうとうう

どんだとか、そういうのを始めていますし、加須でもうどん等始めています。

それぞれ、その地域地域で地場の食材を使いながら、そういう面でまちおこ

しをしていると。 

  嵐山もこれだけのいろんなものが今やられてきているということでありま

す。一歩さらに進めて、町全体でそういうものをやって、そして人を呼び寄せ



るということにつながってくればというふうに思っているのですけれども、そこ

ら辺は商工会やなんかと、あるいは観光協会等もいろいろと詰めて、何年ぐ

らいにはこういう計画をさらに進めようではないかとかいうことを考えてはい

るのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  木村企業支援課長。 

〇木村一夫企業支援課長 お答えいたします。 

  嵐山辛モツ焼きそばにつきましては、観光協会としては嵐山町のＢ級グ

ルメとして、これで進んでいきたいというような結論に達しております。これを

進めるに当たって、２つのイベントに参加したわけなのですけれども、熊谷

市に出展したときなのですが、嵐山町に行った場合、これどこで食べられる

のですかという質問を大分受けたわけなのですね。いかんせん嵐山町はま

だお店でやっていないので、試食のところだというお話をして、早くお店なり

なんなりで取り組んでもらえれば、また観光協会としてもＰＲする価値がある

のかなというふうに考えておりまして、１つは、辛モツ焼きそばを早い機会に

進めさせていただければと思っています。 

  それと、９月に毎戸配布で募集したネーミングの関係については、この間

の試食会では１位、２位というものは決めたわけですけれども、今後またそ

ぐわないということであれば、また次の募集をしてというような考え方も中に

はありますので、また観光協会とも話し合いながら進めていきたいと考えて



おります。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 食品ですから、食品でも、加工品もあるだろうし、

いろいろとあると思うのですよね。最初は、採算を度外視して始めるという人

から始まるらしいのですね。それを食べて、ああ、うまかったという形から、

どうするのだ、どうするのだという形。それが始まって全体的に広がっていく

と聞いているわけなのですけれども、そこまでやれるという人がいないとな

かなか厳しいのかなと思っているのですけれども、その辺のところでは、今

その問い合わせがあったということでありますから、嵐山でオオムラサキの

酒だとかいろいろと、あるいはムラサキイモの何とかといろんなのあるので

すけれども、そこのところで、もう一つ進められたものができればというふう

に思っているのですけれども、これがこうですよというので、もう少し広報化

する、キャンペーンだとかなんとかというのはあるのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  木村企業支援課長。 

〇木村一夫企業支援課長 今後の進め方については、１つは、先ほど申し

上げましたように、辛モツ焼きそばについては、取り組んでもらうお店を観光

協会の会員のお店の中でやってもらうというようなことで進めていかなくては

ならないということでございます。そういうお店が出た場合に、観光協会が宣



伝またはＰＲだとか、よそのイベントに参加するときには応援するというよう

なことで考えているというふうには考えております。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） ぜひ嵐山町のいろんな生産物なり、そういうものを

使ってＢ級グルメをつくって、そして一人でも多くの人たちに来てもらう、そう

いうものに進めていっていただければというふうに思っているのですけれど

も。 

  もう一つの問題は、観光マップ、これができ上がる予定だということであ

りますけれども、私、前のときに質問したときは、町の例えば何周年かの記

念行事だとか、そういう形でそういうものを検討はしてみたいという形だった

のですね。 

  いろいろと嵐山のいいところを、春夏秋冬、それぞれ景観も変わってきま

すし、先日はＮＨＫでしたか、嵐山渓谷紅葉をやっていましたよね。翌日はど

っと人が来ているという形だそうです。見た人が、あんないいところがこの近

辺にあったのかとか、いろいろと言っていったのですけれども、いかんせん

入る道が大変どうのこうのとかというふうな言った人もいたらしいのですけれ

ども、私は町民がここはいいよとか、ここはこうなのだよという形を再発見す

るためのものとして、これが推薦できるのだよと、こういうものがあるのだよ

という形での景観百景というのをつくって、それをさらにマップの中に載せな

がらやれればというふうに思っているのですけれども、この景観百景につい



ては、いろいろと町民から募集しながら決めていくような考え方はあるのか

どうかお聞きしておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 木村企業支援課長。 

〇木村一夫企業支援課長 お答えします。 

  先ほども答弁したわけなのですけれども、観光協会だとか商工会、写真

クラブと進め方について協議をして、町民の募集なり、そういうもので進めら

れればというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） ぜひそういうものを進めていって、嵐山町のいいと

ころを再発見できるような、そういうものにつくっていただければというふうに

思っています。 

〇藤野幹男議長 一般質問の途中ですが、この際、暫時休憩いたします。

おおむね 10分間。 

          休  憩 午後 ２時５４分 

 

          再  開 午後 ３時１０分 

〇藤野幹男議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  河井勝久議員の一般質問を続行いたします。 

  それでは、質問事項ナンバー２の質問から、河井勝久議員、どうぞ。 

〇７番（河井勝久議員） それでは、ナンバー２について質問をさせていただ



きます。 

  自然環境の保護についてであります。私も、子供のころから見ています

と、大変動植物も少なくなってきたのかなと、嵐山町から消えているのかな

というふうに思っているのですけれども、これからさらに、次の世代にこれが

どういう形でこの環境としてつなげられていくのか、今危惧しているところで

あります。 

  生物の環境、保護を主体とする名古屋議定書が確立されました。20世

紀に破壊された地球環境を取り戻すことが現世の任務でありますけれども、

それにはまず自分たちの住む地域から、生物の多様化の環境づくりを進め

ることが大切であると思います。町の取り組みについてお伺いいたします。 

  ①といたしまして、里地里山の荒廃、河川の汚れなど、生活環境の影響

が非常に大きいと思いますけれども、対策はどのように考えているのか。 

  ②といたしまして、自然環境の変化によって動植物の絶滅種がふえてお

ります。冒頭申しましたように、嵐山町から消えようとしている動植物はどの

くらい推定されるのか、あるいは保護対策についてどうしていくのか、具体

的にお伺いいたします。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  簾藤環境課長。 

〇簾藤賢治環境課長 質問項目２の小項目①里地里山の荒廃、河川の汚



れなど、生活環境の影響が大きい。対策はどのように考えるかについてお

答えいたします。 

  里地里山の荒廃につきましては、昭和 30年代後半より、石油燃料の普

及により全国各地で同様の状況が進行しており、雑木林では、伐採更新さ

れなくなった樹木が立ち枯れるなどの影響も出始めております。また、農業

者の高齢化や輸入作物の増加に起因する農業の衰退は、各地に休耕地を

つくり出す結果となり、外来動植物の分布拡大による在来希少種の減少等

にも影響を与えています。 

  町では、こうした状況を打開するため、平成 18年度に嵐山町里地里山

推進委員会を設置し、改善対策が話し合われ、先進地の視察等も含め、里

地里山の新たな維持管理の方向性や具体的な手法を検討しているところで

ございます。今後は、伐採更新で生じた伐採木の利用方法や荒れた土地の

ボランティアを活用した再生など、持続可能な手法を導入し、里地里山の再

生に取り組んでいきたいと考えております。 

  河川の汚れにつきましては、槻川をきれいにする会（小川町、嵐山町、

東秩父村）での清掃活動やさいたま緑のトラスト協会嵐山支部での清掃活

動、バーベキュー場下流の川の再生事業のイベントや維持活動等さまざま

な活動を通じて、ボランティア活動の広がりが図られるように努めてまいりた

いと考えております。 

  また、水質につきましては、上流域の自治体からの生活排水の流入など



の影響もあると考えられますが、現在実施している水質調査などのデータを

もとに、町として可能な対策については実施してまいりたいと考えております。 

  次に、小項目②の自然環境の変化によって動植物の絶滅種がふえてい

る。嵐山町から消えようとしている動植物はどのくらい推定されるか、保護

対策を伺うについてお答えいたします。 

  嵐山町では、これまで確認されている動植物のうち、埼玉県が選定した

レッドデータブックの最新版に掲載された種は、動物類に関しては、哺乳類

がムササビ・テン等５種、鳥類がオオタカ・ヤマセミ等15種、両生・爬虫類が

トウキョウサンショウウオ・カジカガエル等 12種、魚類がヤリタナゴ・メダカ

等８種、昆虫類がオオムラツキ・クツワムシ等 82種、クモ類がコガネグモ・ト

リノフンダマシ等５種、甲殻類がテナガエビ・モクズガニ等３種、軟体動物等

がオオタニシ・マツカサガイ等８種の合計 138 種であり、植物類に関しては、

コモチシダ・イチリンソウ・センブリ・ヒシ等で 65種となり、動植物の合計は

203種となっています。しかし、これは記録されている種に限っての数字で

あり、実際にはこれ以上の種が嵐山町から消えようとしている、あるいは既

に絶滅してしまったと推定されます。 

  これらの動植物が辛うじて生息している町内の環境は、都幾川・槻川と

いった河川敷や谷津田の最深部にある休耕田の湿地、水生植物の残るた

め池や用水路、あるいは神社等に残る森やよく管理されてきた雑木林など、

町内でも限られた場所であることが確認されています。 



  保護対策といたしましては、こうした土地を所有、または管理する人に対

して、希少生物の保全への理解と協力を得るとともに、希少種の新たな生

息の場となる環境の創出を目指して、現在までに「オオムラサキの森づくり」

や「里地里山の保全」を目指して、町内各地に確保された自然保護地を、よ

り理想的な形に維持管理を進めていくことが大切だと考えております。具体

的には、雑木林の保全管理は、これまでの管理作業に加え、通常は 15年

から 20年サイクルで実施される雑木林の伐採更新の計画に基づいて順次

実施し、樹木の若返りによる雑木林の健全化を目指していきたいと考えて

おります。 

  また、河川敷など荒れてしまった場所についても、県と協力しながら、か

つての環境を復元するための対策等を推進してまいりたいと考えておりま

す。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） １回壊してしまったもの、一般に環境変化によって

なくなってしまったものを取り戻すというのは、大変なことだろうというふうに

思っているのです。答弁でも言われているように、高度成長、あるいは化石

燃料が使われるようになってからの数十年、この間で日本の自然も環境も

大変変わってきてしまったというふうに言われているわけでありますけれど

も、私も大変な変化が出てきたのかなというふうに思っているのです。やっ



ぱりこれから里地里山再生というのは、いろんな国の政策、あるいは町のい

ろんな行政が携わっての政策で、少しずつ少しずつ、これは長期的になって

いくのだろうと思うのですけれども、変えていかないと、ますます大変なこと

になっていくのだろうというふうに思っているのですね。 

  今ボランティアなんかをお願いして、この里山なんかは、どういうふうにし

ていくのかというのをいろいろと検討されているという話で、既に先進地では

やっているところもありますね。というのは、とりわけそういう人たちを募集し

て山に入る道を確保していくと。嵐山なんかでも昔は、山仕事のために入っ

ていく、今は町道になるのだと思うのですけれども、そういう道がすべて確

保されていたと。やっぱりその道を確保して、それでその草刈りなり、あるい

は伐採なりいろいろとしているという話なのですけれども、この前６月のとき

も私は質問させてもらったと思うのですけれども、やっぱりそういう人たちを

募って、というのは募るだけではなくて、そこの山なら山、ここのところを特別

に伐採なんかしたほうがいいのかな、あるいは下刈りをしたほうがむしろい

いのかなというところについては、借り受けるというか、地主と交渉して、そ

こで一般の人たちがそこに入って、そういう形の保全管理をやると。そのこと

によって、土地所有者については、自分たちはもう既に担い手がいないから

できない、あるいはそういうものを必要としないからできない、支払っていな

いのだという形でも、やっぱり管理をしてもらえればありがたいという気持ち

があるそうであります。ですから、そういうところでは、そういう人たちを募っ



て、ボランティアの人たちでやるのもいいのかなと。 

  １人の人間が3.3平方ですか、１坪ぐらい刈っても、10人寄れば相当の

ところを刈っていったり、あるいは木の葉を掃いたりという形がやれるのだと

いう形で、かなりのことがやれるという形なのだそうですけれども、毎日する

のは大変だけれども、例えば１週間に１回だとか、10日に１回をやっていく

と、かなりの広い範囲でそういうものが管理保全できるという形になるという

ふうにお聞きしますけれども、今後、最初のときの質問とも変わりも出てくる

のだろうと思いますけれども、そういう形で何らかの形で、そういうボランティ

アなんかを使っての対策を考えるときに来ているのだろうと思いますけれど

も、それをやる考えはあるかどうか、お聞きしておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 簾藤環境課長。 

〇簾藤賢治環境課長 ただいまのご質問にお答えしたいと思いますけれど

も、嵐山町里地里山づくり条例、これは平成 19年に制定された条例でござ

いますけれども、その中で土地所有者、それとそういったボランティア団体、

町との三者協定によって借り受けて既に実施しているところがございます。

これは、広野２区の先般取得した金皿山の隣接している何筆かをそんな形

で管理させていただいております。 

  今後こういったケースがふえてくれば、もちろんよろしいかなと思うのです

けれども、この前の里地里山委員会でもお話が出まして、団体にも限度が

ありまして、広報等募ってみたらどうかとか、そういったご意見もいただいて



ございます。何団体かそういった団体もございますので、情報公開の中でお

互いにそのときには助け合おうという、日程が合えばですね。その中でまた

一般の皆様にも、ご参加いただけるような仕組みができないかというふうな

ご検討もしていただいております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 人に頼むというのも大変なことなのだろうと思うの

ですけれども、そういう形しか今のあれではできないのかなというふうに思っ

ているのですね。それが里山がちゃんとしてくると、そこで水なんかも確保さ

れてくる、いわゆる小川なんかに流れ出す、それがやがては大きな川になっ

ていくわけですけれども、そういう意味でいくと、里山の大切さというのはず

っとこれまで言われてきたわけでありますけれども、私は、できることから始

めてみようというふうに最初に提言したと思うのですけれども、やっぱりそれ

はいろいろと対策等検討委員会なんかでやってきているわけですけれども、

とにかくやってみようという気構えを持つかどうかの問題だと思うのですけれ

ども。たとえ 10人でも集まれれば、それから始める。その輪が二重三重に

広がってくれば、大きな力になっていくのだと思いますね。 

  なぜ里山が必要なのかということを、やっぱりみんなで勉強してみること

も必要なのだろうと思うのですけれども、その辺のところで、本当に小さなこ

とから始めてみようという気構えというのを持つ必要があるのかと思うので



すけれども、今までの形からさらにどういう形にしていくのかというのは、い

ろいろと検討してみたことはありますか。 

〇藤野幹男議長 簾藤環境課長。 

〇簾藤賢治環境課長 なかなか先ほどお答え申し上げました三者協議の

中でやっていくという、それが責任の所在ということもございますし、今後、

広がれば、とりあえずそういった活動が広がって、１つずつ少しでも多くの里

山が保全されればいいかなということで今進めておりまして、そのほかの方

策については、当面は考えておらないということでご理解をいただきたいと

思います。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） 今までのその里地里山の問題は、常に問題化され

て、議会の中でもいろんな議員さんたちが質問し、あるいは具体的には、ど

ういう形にしていこうかということで議論がされてきていると思います。今度

は、さらに一歩前へ進むときに来ているのではないかなというふうに思って

いるのですね。そういう面では、ぜひこれから次の世代に向けて、やっぱり

これを保存すること、保全することが大事なのだということをみんなに理解し

てもらうということにつなげていっていただければというふうに思います。 

  環境の問題というのは、やっぱりこういうものが一つ一つ解決されてこな

いと、全体的な環境のものにつながっていかないのだろうというふうに思っ



ているのですけれども、そういう面で、ぜひいろんな対策はこれから進めて

いっていただきたいというふうに思っています。 

  例えば町が相手と地権者ですね、そういうところに入るための交渉という

のは、相当大変なことなのでしょうか。その辺は１つお聞きしておきたいと思

いますけれども。 

〇藤野幹男議長 簾藤環境課長。 

〇簾藤賢治環境課長 所有者に入るというのが難しいかというご質問でご

ざいますけれども、その前に入るに当たって、どれだけのボランティアの方

たちをそこに確保できるかという、その前段階の問題がなかなかクリアでき

ないということで、最初に答弁申しましたように、いろいろなイベントとかそう

いったものの中で、ボランティアの皆様方をより一層ご参加いただくように呼

びかけていくというのが当面のお話でございまして、ある程度それが確保で

きた段階で、例えば町内のあそこの雑木林はどうだろうというような話にな

るかと思うのですけれども、それが確保されないうちに交渉というのは、ちょ

っと今の段階ではできかねると、私どもの立場から言うとできかねるという

のが現状だと思います。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） どのくらいの人が集まれるかというのは、大事なの

だと思いますね。小千代山が取得されて、もう下草が刈られて、木の葉掃き



等もする、いろんな形でボランティアの人たちが始めて、相当変わってきまし

たね。さらにまた進めなければならないのは、今のある木をある程度年代が

たっていますから、それをまた伐採して再生をしていくという形も当然必要に

なってくるのだろうと思いますね。それに隣接するところもかなりシノやぶみ

たいになっているのですけれども、やっぱりそこだけではなくて、その周辺、

あるいは緑のトラストの３号地も、かなりそこの地域だけはなっているのです

けれども、全体的には大変やぶの状況でありまして、この前もちょっとそこに

来た人に、案内したときに、何でこことこことがこんなに違うのですかと、ちょ

っと寂しいですねという話を言われて、これは個人所有でもうどうにもならな

いというか、そういう状況で、今は木材なり、あるいはまきや炭を必要としな

いからこうなってしまっているのですねという話をしたのですけれども、やっ

ぱりちょっと寂しいというか、残念ですねという話を聞かされたのですけれど

も、やっぱりそういうことでは、少しずつ少しずつやると。 

  毎年毎年同じところを同じようにやれというのではなくて、やっぱり３年、

４年のサイクルをつくりながらそういう形をやっていくと、かなり再生してくる

という形なのですけれども、そういう面では、小千代山なんかは一番いい例

だろうと思うのですね。ああいうことを考えると、やっぱり人を集めてそこで

やっているということも大切なのだと思うのです。 

  一つ小千代山の話をちょっと聞きたいのですけれども、今、相当木も大き

くなりまして、下草も刈られてくると木の葉なんかもかなり堆積していると。あ



の木の葉を何とかもらえないのでしょうかと。というのは、農家の人ではない

人たちが、今植木づくりだとかいろんなことをやっているので、町のああいう

のでも、ちょっともらえるのでしょうかねとかというふうで、その辺も聞いてみ

ていただけませんかということを聞かされたことがあるのですけれども、その

辺はどうなのですか。 

〇藤野幹男議長 簾藤環境課長。 

〇簾藤賢治環境課長 お答え申し上げます。 

  先般、里地里山委員会の中でも、その論議がされました。実は、萌芽更

新、更新するというブロック的に、小千代山なり蝶の里公園、あのあたりも含

めてなのですけれども、ブロック別に更新しなくてはいけない時期だと。先ほ

ども最初にお答えしましたように、15年から 20年で更新させていきたいと

いう話の中で、その木の処分をどうするかという話も一つありました。委員さ

んの中には、そのままそこで腐らせるというか、土に戻すのがいいだろうと

いう方もいらっしゃいますし、木の葉も含めて、先ほど来お話し申しました活

動日に募集をして、今まきストーブの方もだんだんふえてきている状況もあ

りますので、そういった欲しい人に、半日なり１日なりのボランティア活動に

対して上げられないかとか、そういった話も出てございまして、今後詰めて

いきたいと、このように考えております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 



〇７番（河井勝久議員） 里山里地の問題というのは、これからのますます

課題になってくるのだろうと思います。それに付随しまして、例えば動植物が

絶滅化していると。最近はスズメが少なくなってきたと、それはもう住宅環境

が変わってきたからだというふうに分析している学者もいるのですけれども、

確かにスズメは本当に少なくなっていますね。水田がなくなるとカエルがい

なくなって、カエルを食べるヤマカガシなんかのヘビがいなくなってという形

で、最近はそういう面では、爬虫類なり両生類なりが絶滅してきていると。あ

るいは、もうメダカなんかもほとんど見られない。卵もそうですけれども。そう

いう形で、ここでは 203種というふうに書かれているわけでありますけれど

も、実は、山の木を切って木の葉を掃いて日を当てると、センブリだとかほ

かのものもこう出てくるのですけれども、一時、小千代山なんかは、そういう

面ではキンランだとかギンランだとかも、あそこはいつも管理しているという

か、ボランティアでやってくれる人なんかに聞きますと、いろんな草木が出て

きましたよという話を聞くと、やっぱり再生をさせるために必要というのは、

一体化しているのだろうなというふうに思っているのですけれども。 

  そういう面でいくと、この地球環境を守るというのは、我々の世代が本当

に真剣になってやっていかないと、いろんな動植物も図鑑でしか見られない

というふうになってしまうのかなというふうに思っているのですけれども、少

なくともそういう面で聞くと、１つでも２つでも回復するような形、それは里山

の管理をしていく、あるいは里地を生き返らせるということになってくると思



いますので、ぜひこれからもいろんな形でお互いに協議をしながら、嵐山町

がそういう面では新しくなってきたなと、よく見られるようになってきたなと、

それでこんなに寄って人が集まってくるという、単なるその環境が空気がい

いからというだけではなくて、その空気をよくするためのやっぱり準備という

のは、やっぱりちゃんとしてやる必要があるというふうに思うのですけれども、

そういう面で今後我々も町も一体となった努力をしてきていければというふう

に思っているのですけれども、それは要望、お願いをいたしまして、質問を

終わらせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

〇藤野幹男議長 どうもご苦労さまでした。 

 

          ◇ 清 水 正 之 議 員 

〇藤野幹男議長 続いて、本定例会最後の一般質問は、受付番号 10番、

議席番号 10番、清水正之議員。初めに質問事項１の農業問題についてか

らお願いいたします。どうぞ。 

          〔10番 清水正之議員一般質問席登壇〕 

〇10番（清水正之議員） 日本共産党の清水正之です。一般質問を行いま

す。 

  まず、農業問題についてです。さきの夏の猛暑により、農作物の被害が

大変出ているという状況も全国的に聞いています。また、町の支援策、県、

国への要請等については、どうするのか、お聞きをしておきたいというふう



に思います。 

  県では、ブランド米である彩のかがやきについて、この定例議会の中で、

２億 7,682万 1,000円を計上し、助成をするという方針を出しています。

町の場合は、どういうふうになるのか、お聞きをしておきたいというふうに思

います。 

  ２点目は、ＴＰＰの問題です。この問題については、さきの国会で、参加し

た場合にどのくらいの影響力が出るかというものが提示になりました。農業

生産においては、４兆 5,000億円、そして食料自給率は現在の 40％から

13％に低下をする。農業の多面的機能としては、3.7兆円の喪失があらわ

れてくる。また、雇用については、350万人が職を失うだろうというふうに農

水省の大臣がお答えになっています。 

  同時に、日本学会の三菱総合研究所の試算では、農林水産業における

多面的機能の貨幣評価ということでは、農業が農業部門で洪水の防止や河

川の判定、土壌の侵食等々で８兆円の損失が出るだろうと。林業では 70兆

円です。表面侵食防止、それから表層崩壊の防止等で 70兆円。そして、漁

業では、生態系の保全や物質循環の保管、環境保全等で 11兆円、実に

89兆円の影響があらわれてくるというふうに言われています。 

  こうした中で、北海道をはじめ、多くの自治体や国民が反対の表明をして

います。この事態が始まった 11月３日、10月 30日からでも、毎日のように

決議が上がったり、反対の集会が行われたりということが起きています。 



  列挙してみますと、11月の 30日には、高知県議会が反対の意見書を

上げる。12月１日には、町長も参加したと思いますけれども、全国の町村会

長が反対の採決をする。２日には、全国の農業委員会長の代表者会議が

あって、ここでも満場一致で反対決議が上げられる。同日、青森県議会も賛

成多数で意見書が採択になる。翌３日は、ＪＡの群馬中央会が緊急集会を

行い、ここでも反対の決議が上がる。同日、嵐山町の中では、ＪＡの埼玉中

央会が要請を町にも出したと思います。議会にも要請が出てくる。昨日、宮

城県では 3,500人の反対集会が起こる。まさにこの議会が始まってからで

も、連日こうした動きが全国的に起こっています。これは、とりもなおさず、農

家への影響と同時に、農林水産業に与える影響と同時に、国土を守る、そ

して日本の食料を守るのだという国民からの意思表示だというふうに思いま

す。そこで、町長は、このＴＰＰに対する考え方をお聞きをしておきたいという

ふうに思います。 

  同時に、先ほど日本の食料自給率が 40％というふうに言いました。この

食料自給率がＴＰＰ参加により 13％に落ち込む。日本の食卓のわずか

13％しか日本の食物がなくなってしまうというのが状況であります。現在日

本の米の食料自給率は 100％であります。例えば米にしても、この自給率

そのものが大きく後退をする、65％まで後退するというふうにも言われてい

ます。こうした中で、嵐山の食料自給率、現在幾つになっているのか、お聞

きをしておきたいというふうに思います。 



  それから、１番との関係もあるのですが、嵐山の食料自給率との関係も

出てきますけれども、現在嵐山町のコシヒカリ、キヌヒカリ、アサノヒカリが主

流だと思いますけれども、現在作付面積が種別別にどの程度になっている

かお聞きをしておきたいというふうに思います。 

  ４点目は、農家に対する所得補償の問題です。前回、１万5,000円では、

非常に少ないというふうに私はこの議会の中でもお話をしました。この精算

が終わって所得補償、今農家にはその申請書が回っています。現在の段階

での所得補償制度、どういうふうになっているか、お聞きをしておきたいとい

うふうに思います。 

  それから、５点目は、新規就農者の支援の問題です。菅首相は、国会答

弁で、農業の今の状況は高齢化が原因だというふうに言われました。そうで

あれば、やはり嵐山町そのものがこの新しい新規就農者をどうつくっていく

か、そしてそのことがこの反対の実践という形になってくるのだと思います。

そういう面では、町の新規就農者の支援をどう考えているか、まずお聞きを

しておきたいというふうに思います。 

〇藤野幹男議長 それでは、順次答弁を求めます。 

  初めに、小項目１について、新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 それでは、質問項目１の小項目１、夏の猛暑に

よる農作物の被害状況は、また町の支援策、県、国への要請等は行うのか

についてお答えいたします。 



  本町の平成 22年産米の収穫状況は、埼玉中央農協中部営農経済セン

ターからいただきました資料によりお答えいたします。 

  平成 22年産米の品種別収穫状況は、コシヒカリとキヌヒカリにつきまし

ては、ほとんどが１等米と２等米になっております。３等米が少しありますが、

等外米はありませんでした。彩のかがやきにつきましては、すべて３等米と

して検査されたと聞いています。１等米・２等米・３等米以外の米は、等外米

として扱われますが、幸い本町の平成22年産米については、等外米があり

ませんでした。等外米にならなければ、共済補償の対象になりません。 

  次に、大豆の作柄状況につきましては、大変悪い状況にあります。らん

ざん営農では、作付したほとんどの場所において、農業共済の補償対象に

なると聞いておりますが、大豆の被害に対する農業共済の補償額について

は、現在のところ未定であります。 

  今年度埼玉県で行う大豆の被害に係る被害農業者の認定についての説

明会が開催されました。それによりますと、被害農業者の認定基準は、①と

して、平年の収穫量の 100分の 30以上の被害がある。②としまして、農業

収入の今年の損失額が 100分の 10以上。①かつ②を満たす農家を被害

農家として認定できるという内容でありました。 

  らんざん営農が大豆の被害に係る被害農業者の認定を受けられる条件

に該当するか、調査したところ、該当しないと考えております。 

  次に、野菜でありますが、害虫の大量発生によりいろいろな農作物に被



害があると聞いております。特に秋冬野菜については、種まき、苗の定植時

期が例年にない猛暑と害虫の大量発生が重なったことから、白菜、大根、

キャベツ、ブロッコリーなど多くの野菜に影響がありましたが、野菜において

は共済加入による補償の方法はないと聞いております。 

  農産物の被害について、共済補償以外に支援策がないのが現状であり、

米・麦・大豆等の農業生産物は、農業共済事業に加入していただくことが、

農業経営をしていただく際に大切なことであると考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目２の①についてを岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 質問項目１の小項目２の①ＴＰＰに対する町の考え方につ

いてお答えをいたします。 

  11月９日、菅内閣は、ＴＰＰについて、ＴＰＰへの参加は決定されなかっ

たものの、関係国との協議開始を閣議決定をいたしました。ＴＰＰは、工業製

品や農産物、金融サービスなどをはじめとする加盟国間で取引される全品

目について、関税を原則的に 100％撤廃しようとするものであります。ＴＰＰ

は、原則として例外は認めない貿易自由化の協定であることから、米をはじ

め、国内の農林水産業は、壊滅的な打撃を受ける可能性が考えられます。

そのため、当町の農業にも大きな影響があると考えて心配しているところで

あります。 

  政府が進めている食料自給率 50％まで引き上げられるという政策目標



や、来年度から本格的に実施をする戸別所得補償制度とＴＰＰとの整合性

をどのように図るのか、とりわけ政策の継続性や財源に疑念を感じていると

ころであります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、小項目２の②から⑤について、新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 それでは、質問項目１の小項目２の②町の現

在の食料自給率はについてお答えいたします。 

  町独自に町の食料自給率（カロリーベース）の積算ができる関係数値な

ど持っておりません。平成 22年 10月 21日付の埼玉新聞に掲載された食

料自給率の記事によりますと、埼玉りそな産業協力財団が、農林水産省の

地域食料自給率試算ソフトを利用して、2006年の県内市町村別の食料自

給率を算出しております。その資料によりますと、嵐山町の食料自給率は

17％になっております。 

  続きまして、小項目２の③米の品種別作付面積はについてお答えいたし

ます。 

  平成 22年産米の品種別作付面積データは、埼玉中央農協中部営農経

済センターからいただきました資料によりお答えいたします。 

  コシヒカリの作付面積が 23万 7,598平方メートル、キヌヒカリの作付面

積が86万5,902平方メートル、彩のかがやきの作付面積は21万6,916

平方メートルとなっております。 



  続きまして、小項目２の④共済補償、所得補償などは、どの程度になる

のかについてお答えいたします。 

  共済補償につきましては、小項目１の夏の猛暑による農作物の被害状

況はにおいてお答えさせていただきましたので、省略させていただきます。 

  次に、所得補償はどの程度になるのかということでありますが、米戸別

所得補償モデル事業には、米価下落に応じた変動払いの制度があります。

平成 22年産米の概算金は、コシヒカリの１等米が 60キロ当たり 9,300円、

２等米が 8,700円、３等米が 7,700円です。キヌヒカリの１等米が60キロ

グラム当たり9,100円、２等米が8,500円、３等米が7,500円となってい

ます。彩のかがやきにつきましては、１等米が 60キログラム 9,000円、２

等米が8,400円、３等米が7,400円となっています。精算金は、米の販売

が完了しなければ金額がわかりません。 

  米価下落に応じた変動払いの算定基準は、「平成 22年産米の平成 23

年１月までの間の各産地品種銘柄の毎月ごとの価格を、毎月ごとの報告数

量で加重平均した価格を各産地品種銘柄の平成 21年産の検査数量で加

重平均した価格から流通経費を除いたものを使用する」となっており、未定

であります。 

  続きまして、小項目２の⑤新規就農者の支援はについてお答えいたしま

す。 

  町では、平成 21年度から営農推進員をお願いして、農家への営農相談



や個別指導を行っております。その際に、東松山農林振興センターの農業

支援部技術普及担当職員の方と連携をとりながら相談事業を行っており、

新規就農者の情報提供もあわせて相互連絡をとっております。 

  新規就農者への支援は、栽培指導を中心に考えており、場合により土

壌診断検査なども行いながら、農業者の育成を図ってまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 影響額ですけれども、これは、所得補償との関係

がありますが、キヌヒカリについては、すべて３等米ということになるわけで

すね。このことによって嵐山町の、キヌヒカリではない、ごめんなさいね。彩

のかがやきはすべて３等米と。このことによって彩のかがやきの所得補償

は、もう３等米の補償しか出ないということになるのだと思うのですね。 

  同時に、今県が 12月１日から県議会が始まっていますが、先ほど言っ

たように、県そのものが、このブランド米の補償に対して２億 7,687万円を

計上しているというふうになっています。この県議会が終わり次第、その部

分の助成金が嵐山町にもおりてくるかなというふうに思うのですが、その辺

の情報は入っていますでしょうか。 

  この農産物の対象がどのような対象がそれに該当するのか、あるいはど

のくらいの補助金が助成をされるのか、その辺の情報は入っていますでしょ

うか。 



〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 お答えいたします。 

  議員さんお尋ねの補償につきましては、高温障害への対応ということで

あるかと思います。高温障害ということで、米の高温障害の対応につきまし

ては、特別災害の対象市町村が県内 34 市町でございます。比企管内では、

滑川町、川島町、吉見町、鳩山町、以上でございまして、嵐山町につきまし

ては、彩のかがやきが３等米になった関係で、この対象になっておりません。

そのため金額の補償もございません。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 今、課長が答弁したとおりです。嵐山町は、あの

猛暑の中でつくられた農作物の損害補償というのは、県も国も一銭もおりて

こないということなのですね。郡内では県と同じような形で、県は多分苗代、

あるいは種代という形の補助だと思います。その部分を町が補てんしようと

いう動きが出てきています。その情報は、郡内でそうした動きがあるというふ

うに思うのですが、その情報は郡内でつかんでいるでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 県の補助事業の関係するものについては、町

でも災害に関係する要綱を定めて、それで対応する必要がありまして、県で



出す対象に対して、県が２分の１、町が２分の１の範囲内ということで対象に

なるというふうに聞いておりますけれども、比企郡の先ほど申し上げました４

市町の状況につきましては、こちらではとりあえず調査はしてございません。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） では、一体この夏の猛暑によって、嵐山町の農

作物というのはどのくらいの被害が出ているのでしょうか。金額的にもしわ

かったら教えてもらいたいというふうに思うのですが。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 大変申しわけありませんけれども、平成 21年

度と比較してという意味で、今年度の被害額が想定できるかということかと

いうふうに思います。昨年度と比較しまして、今年度、米でいきますと、概算

金の金額はどの程度変わっているかというところでしか比較ができないのか

なと。ただ、今年につきましては、昨年と違って米の値段そのものも下がっ

ているという状況がありまして、これが単純に比較できるかどうかは、ちょっ

とわからない状況かなというふうに思っています。 

  昨年度のちなみに、コシヒカリ、キヌヒカリ、彩のかがやき、それぞれ１等

米の金額でございますけれども、概算金で申し上げますと、平成 21年度の

コシヒカリの概算金が 60キログラム当たりで１万 1,800円、今年度のコシ

ヒカリの１等米が概算金で 9,300円、2,500円ほど下がっております。キ



ヌヒカリにつきましても申し上げますけれども、キヌヒカリの平成 21年度の

概算金が１等米で１万 1,800円、今年度が 9,100円でございます。彩の

かがやきを申し上げますけれども、彩のかがやきが平成 21年度の１等米

の概算金が１万1,500円、本年度の彩のかがやきの１等米が9,000円で

ございます。それぞれコシヒカリにつきましては、１等米で 2,500円の差額

が出ております。キヌヒカリにつきましては、2,700円の差額が出ておりま

す。彩のかがやきにつきましては、2,500円のやはり差が出ておりまして、

これは単純に、ただ今年度については、米の価格そのものも下がっていると

いう状況の中で、総額の計算まではしてございません。 

  以上でございます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 今、課長のほうで答弁がありましたけれども、米

についての答弁がありました。しかし、これは全部１等米ですね。では、彩の

かがやきについては、嵐山町そのものは３等米だと。すべてが３等米という

ことでは、去年は多分、ほとんどが１等米になっているのだと思います。そう

すると、一番大きいのは彩のかがやきであって、１万1,500円が３等米だと

幾らになるのですか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 ３等米になりますと、今年度が 7,400円でござ

います。昨年と単純に比較しますけれども、昨年、彩のかがやきについては、



すべて１等米でしたので、１万 1,500円と 7,400円の差が 4,100円ほど

ございます。これでございますと、作付面積が 21万 6,916平方メートルあ

りまして、単位収量も今年度落ちている可能性もありますので、単純に比較

はできないということで、大変申しわけありませんけれども、ご理解をいただ

きたいと思います。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 今、米については、お話をいただきました。大豆

については、共済も該当しないという話でしたね。野菜についても該当しな

いという話だったと思います。試算そのものは金額的にはわかりませんけれ

ども、相当農家の収入というのは落ちているのではないかなというふうに推

測されるのですけれども、そういう中で、郡内では、多分吉見、滑川あたりは、

来年度の作付の苗代ぐらいは、153円か 158円だったと思うのですけれど

も、そのくらいは町で補てんしていこうという動きが徐々に出始めています。

町長、町はこうした状況の中で、来年度に向けてそうした援助というのは考

えられるでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 現状では考えておりませんが、先日もその農協さんが来

ての話で、嵐山町の場合には、今話もありますように、等外米が幸いなこと

に発生しなかった。それで、３等米ですと流通経路に乗るわけですが、等外



米だと乗らない、買い手がないという状況なわけですね。それが幸い３等米

で、流通経路に乗る３等米でとどまったというのが嵐山町の状況であるわけ

です。 

  そういう中で、周りのところでは等外米が大量に発生をしてしまったわけ

ですが、それらについての対応、対策というのがこれからいろいろ出てくる

のかと思うのですが、それらをこう見まして、どういう状況なのか検討してい

きたいと思いますが、現状では考えておりませんし、この夏の暑さについて

は、農業の問題だけではなくて、先日も工業にしろ、商業にしろ、もういろん

なところに同じような影響、いい影響も悪い影響も出ているわけであります

ので、それらを広く勘案をいたしまして、町でも考えというか、研究をしていき

たいというふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） この一般質問の中でも、予算編成これからだとい

う話をされました。ぜひ郡内の状況も注意深く見ていただいて、こうした状況

の中で農家を守るという点では、ぜひつけていただければというふうには思

います。ぜひ検討を進めていただきたいというふうに思います。 

  それから、ＴＰＰの問題です。町長は、政策の継続性や財源等に疑念を

感じるというふうに言われました。今、課長のほうからお話があったように、

嵐山の食料自給率が 17％、私こんなに低かったのかなというふうに驚いた

わけですけれども、そういう面では、このＴＰＰそのものの影響というのは非



常に大きいというふうに思います。 

  今、嵐山町は、90％以上土地改良が終了して、もうほとんど土地改良を

やるようなところというのはなくなってきていると思います。あるとすれば、根

岸、将軍沢あたりの一部という形になるのだと思うのですけれども、これだ

け多くなって、それぞれの農地を保全をしていく人たちが、農家の人たちが

いて、このＴＰＰが参加するようになれば、まさに嵐山の食料自給率そのも

のも多くなってきているし、果たして農家の人たちが一生懸命農業を続けて

いこうという意欲すらも私は薄れてきてしまうのではないかと。そういう面で

は、非常にＪＡの中央農協の請願、議会のほうにも提示が議長あてにありま

したので、非常に固い決意だなというふうにも受け取りました。私は、ぜひ町

長に参加に反対するという表明をしていただきたいというふうに思うのです

ね。そのことは、嵐山町の農業を守り、嵐山町の国土とは言わないのだろう

けれども、嵐山町の土地そのものも守る。農業だけではなく林業も守ってい

くということなのだと思うのですね。 

  これは、ただ単に農業者からの声が上がっているということではないの

です。林業者を含めて合板業界、板を合わせるやつですね。合板業界もこ

のＴＰＰ参加に懸念を示していると。同時に、林野庁そのものが、合板の年

間生産額が 11％減少するだろうと。金額にして 490億減少すると。そこで

働く人たちが6,000人雇用が失われるというふうに言われています。そうい

う面では、農家だけではなく、こうした声も出てきているわけですね。 



  そういう面では、岡田さんが、岡田さんだったと思うのですけれども、

1.5％のために 98.5％の人たちが犠牲になるのかという話が国会か何か

で言われたと思うのですけれども、このＴＰＰそのものは、日本の国土をも守

っていく、そういうものであるのだということです。農業がなくなり、林業がなく

なり、そうしたことによる懸念が、先ほども言いましたように、89億円も影響

するというふうに試算も出ているのですね。そういう面では、ぜひＴＰＰ参加

反対という表明が、町長できるでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 議員さんのほうからも話がありましたけれども、先ほど、

先ほどというか、先日の１日、議会を休会にさせていただいて、全国の町村

長会議に参加をさせていただきました。その席で現状でのＴＰＰに反対をし

ていくという決議が全会一致でされて、賛成を私もしてまいりました。 

  そういう状況下でございまして、現状では、ＴＰＰに参加をすると、多大な

影響が出ると、農業関係、農林、水産、林業と話がありましたけれども、に

高い関税がかかっている分については多大な影響が出るのは、これはもう

明瞭でございます。現状ではそういうことで表明を町村会としてはやってま

いりました。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 全国の町村会長というと非常に遠い感じがします



けれども、町長ももうわかっていると思いますけれども、埼玉県からは、毛呂

山町の町長が副だったと思いますけれども、そこに参加をしているわけです

ね。そういう面では、町長、今全国の町村会長の中で、反対に対する決議に

対して賛成をしてきたという表明が今されましたけれども、それが町長の考

え方というふうに受け取ってよろしいでしょうか。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 嵐山町長として現状では、全国の市町村長会議で賛成を

表明をしてまいりました。現状では賛成をしてまいりました。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 答弁が非常に大変苦しいのだろうなというふうに

思います。そういう面では、ＴＰＰに対する町長の考え方は反対というふうに

受け取らせていただきます。 

  だからこそ、全国の町村会長の反対の決議に対して賛成をしてきたとい

うことであろうというふうに推察をいたします。そういう面では、ぜひこの問題

を含めて、やはり埼玉県の中央農協があれだけの決議を持って町に、ある

いは議会に来たというのは、今回初めてだと思います。そういう面では、今

までも農産物の自由化というのは、少しずつ図られてきたわけですけれども、

埼玉県の中央農協が行政や議会にああした要請文を持ってきたというのは、

初めてかなというふうに思います。 

  そういう面では、全国の農業委員会長の集まりの中でも、これは反対の



決議を上げているわけです。農協関係者そのものも大枠の人たちが、北海

道から始まったあの決議そのものが、今冒頭に言いましたように、連日ここ

に来て反対の声が議会でも、それから農協の中からも、そして地域の中か

らも出てきている。これはやっぱりきちっと受けとめてほしいというふうに思

います。 

  次に進みます。１つは、町の食料自給率 17％をではどうやって引き上げ

ていくかということかなというふうに思うのですね。ちょっと５番とリンクさせて

いただきたいと思うのですが、今、らんざん営農やしかむらの中で、新しい

人たちが農家の農業の働き手として動き始めてきました。そういう面では、

ある種の芽が出てきつつあるのかなというふうに思うのですね。その芽をや

っぱり大切にしていってほしいと。 

  今、５人ぐらいかね、５人ぐらい新しい人たちが営農集団のほうに加わっ

て一緒に農業を始めています。発端は、大野さんたちがやっている、しかむ

らの中からの米づくりから始まってきた人たちです。そういう面では、ぜひそ

の芽を大切に育ててほしいなというふうに思うのですね。そのための若い人

たちが、そういう嵐山町の中でも芽生え始めている中で、やはりそれに対す

る支援をきちっとした形で、あるいは生活保障という形までいかないまでも、

そういう支援をしてほしいと思うのですが、町長、考え方をちょっとお聞きを

しておきたいというふうに思うのですが。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 



〇岩澤 勝町長 非常に難しいことで、返答にちょっと今困っているのです

けれども、強力な応援というのはしたいと思っているのですね。ただ、それが

お金でやるべきなのか、何をやったらいいのか。ただ、農業者が、新しい新

規就農者が農業についてくれるということについても大変ありがたいわけで

すし、それと耕地、田んぼ、こういうものが集約をされる方向にいけば、なお

ありがたいし、いいことだというふうに思うのですね。 

  農家経営の中で、農水省のこれは統計ですけれども、米の農家経営で

作付面積が0.5ヘクタール未満だと、年間で 13万8,000円の赤字だとい

うのですね。そして、20ヘクタール以上だと 1,200万円超の黒字になって

いるという農業統計の資料があります。ですので、農地の集約というのは喫

緊の課題になっているのですね。それがいろんな状況で集まらないのです

ね。それは、農地というものが農家にとってそれだけ大切なものであるとい

うことと、手放さない。手放せない。親のものは、親から受け継いだものは、

そんなに簡単に手放すことはできないのだという考え方が基本的にあるか

なと。それと、農業関係の法律の縛りというのもあると思うのですね。 

  先日もテレビを見ていましたら、企業でこれ参入をしたい、農業に参入を

したい。居酒屋さんとか飲み屋さんというのが、そういうようなところのあれ

ですけれども、そこのところの農業に参入をした。そして、先ほどの話もあり

ます農地を自分のところで使えるような形に、今度法律が緩みましたからそ

ういうことができる。しかし、そこの所得、販売額というのが会社経営の中の



半分を超えないとだめだというのですね。ということになると、それを所有は

できない。そうすると、何年まで借りられるかというようなことになると、やっ

ぱり企業としてそこのところに深くかかわってつながって、それに会社を頼り

にしていくのにはちょっと不安があるというような状況があるとか、いろんな

状況があるわけです。 

  そういう中で、今おっしゃるように、嵐山町の中に何人か新しい就農者が

できている。実は私の大学の同期なのですが、その横浜に住んでいる方が

遠山でお米をつくっているのだという話をこの前聞いて、えっと言ったのだけ

れども、そういうような人もいる。しかも自然農法とかというのでやっていると

いう話なのですが、どういうあれなのかわかりませんが、そういう形で少なく

とも嵐山町の耕地が荒れない形でこういってくれるというのは、何としても、

私どもにとりましては、今を生きる私たちにとってはありがたいことだなという

ふうに考えております。 

  ご質問に対してはちょっと難しくて、どういう支援ができるのか。そして、

そういう支援をやることが町民全体から見て、公平感というものがどう維持

をされるのか、大変難しいところです。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 確かに金額的な補償をするかどうかというのは、

非常に難しいと思います。 

  では、課長のほうに聞きます。農地を持っていない場合の新規参入の場



合は、嵐山町は農地を取得するということができるのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 できません。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） だとすれば、新規の人たちが、農業をやりたいと

いう人たちが、どういうふうに農地を取得をしていく、あるいは耕作をしていく、

その方法については、町はどういう方法があるのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 新井産業振興課長。 

〇新井益男産業振興課長 基本的には、最低耕作面積というのがありまし

て、50アール以上でないと、耕作が新規に一遍に50アールを借りられない

とできないというのが基本的な考え方でございます。 

  ただ、そうは言っても、それでは全部新規参入をお断りするというような

形にしか現実問題にはできないかなというふうに考えておりまして、耕作契

約ではなく、農業基盤経営強化促進法の考え方を広く考えまして、耕作放

棄地対策、特に農業基盤が整備されたところではないところ、借りる人もい

ないような状況のところでも借りてやっていただけると、そういう希望があっ

てそういうところ、土地でもいいから、耕作をしたいということであれば、最低

下限面積の 50アールを満たなくても、農業経営基盤強化促進法の考えの

もとに昨年度、利用権設定をさせていただいたというふうに認識しておりま

す。 



〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） かなり無理な話をしているかなというふうには思

うのですが、耕作放棄地の土地を新規就農者が借りても、これはちょっと機

械も何も持っている人ならともかく、きのうだかきょうの午前中だかで話があ

って、企業が耕作放棄地を参入するとしてという話がありましたけれども、農

業そのものも余りやっていないような人たちが、まして機械も何もないような

人たちが、耕作放棄地を借りてどうぞやってくださいというのは、これはかな

り無理な話だというふうに思うのですね。 

  町長、いずれにしても、そういう人たちが芽生えているわけですから、町

としてそういう人たちに土地を貸してあげる、あるいは将来、その土地が取

得できるようなそういう方法を考えられないでしょうか。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 ちょっと不勉強であれなのですが、これはちょっと課長に

また後でレクチャーを受けないといけないのですが、県で農地を、もう高齢

化したりとか、あるいは相続を受けたのだけれども、私はほかのところでや

っていて使わないのだとかいうような土地を売れるあれができたのですね、

県で。それで、それを県は買って、その土地を農業をやる方に売るというよう

な制度もできたのですね。ですので、これからは、農地法の緩みというのは、

なかなかこういうふうに今の時代、緩めてしまうとおかしくなってしまうという

のもありますので、なかなか緩みが難しいわけですが、そういうような動きも



あるのですね。使わないものについては、使っていくのだと。そして、これも

議員さんもお勉強だと思うのですが、食と農林業の再生実現会議というの

ができましたよね。この中にもそれが一番大きく強くこれは入っているので

すね。農地を使っていくのだと。維持をしていくのではなくて使っていくのだ。

使える人が使っていくのだという考え方に立っていこうと。そうでないとせっ

かくあるものも生きてこないというような考え方というのもありますので、国

のほうでもこのＴＰＰを契機に、いずれにしてもＴＰＰがあろうがなかろうが日

本農業というのは衰退の方向に進んでいるのではないかというのは、だれ

もが認識をしている状況なのです。ですから、それをどう考えていくか、ＴＰＰ

に関係なくどう変えていくかというのが大きな問題ですので、そういうものを

含めて検討していく必要があろうというふうに思います。今はだから、ちょっ

と申しわけないのですが、はっきりした考えはありません。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 農地法そのものが非常に難しいと思うのです。ぜ

ひ検討していただきたいというふうに思います。 

  いずれにしても、県や国の制度でそうしたものがあるとしても、もし借りら

れるのであれば、町が仲介をしてやってほしいというふうに思います。個人

が県と、あるいは国との交渉というのはなかなか難しいと思いますから、ま

ず町が仲介人になってそれを進めるという方法をぜひ、国の制度を活用す

るのであれば、そういうふうにしてほしいというふうに思います。 



  そういうものが嵐山町の中で芽生え始めていますので、ぜひ早目に検討

をお願いしたいというふうに思います。 

  次に移ります。 

  住宅リフォームです。住宅リフォームについては、昨年のたしか 12月、

21年だから昨年ですか、12月議会で町長が住民にどういう助成をしていく

ことが有利なのか、現在検討しているという答弁がありました。 

  そういう面では、住宅リフォームについては、時限立法という形で廃止に

なって久しいわけですが、今この住宅リフォームそのものが全国的にも見直

されてきています。こういう経済状況だからこそ、余計そういうふうになって

いるのだと思いますけれども、全国の１割の自治体が、175自治体が実施

をしてきている。市町村だけではなくて、県そのものも制度化されている、例

えば秋田だとかというのは、県が制度化している自治体も出てきています。

この４月からでも 43の自治体が実施に踏み切ったという数字も出てきてい

るわけですが、私はぜひ早く実施してほしいというふうに思うのです。 

  住宅リフォームについては、嵐山町もこの経済効果そのものが非常に高

いという形で５年間継続してやられてきたわけですが、件数の問題等もあっ

て、時限立法で廃止という経過をとってきました。そういう点では、現在の進

捗状況と、今後どういうふうな形で進めていくのか、その対応についてお聞

きをしておきたいというふうに思います。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 



  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 質問項目２、住宅リフォーム制度についての現在の進捗

と今後の対応はにつきましてお答えをさせていただきます。 

  現在町では、住宅リフォーム助成制度とは別に、木造住宅を対象といた

しまして、耐震化の促進を図るための助成制度について取り組みを始めた

ところであり、平成 21年度に耐震診断に係る費用について、また平成 22

年度から耐震診断により改修が必要とされる耐震改修工事に係る費用を助

成する制度の整備が行われたところであります。 

  ご質問の住宅リフォームの助成制度につきましては、当町では平成 14

年度から平成 18年度までの５年間実施をしておりまして、一定の効果があ

ったものとして廃止をした経過がございます。この住宅リフォーム制度の事

業の目的は、地域経済対策の一環として、町内業者の振興を図るための事

業として取り組んできたところでありました。 

  この住宅リフォーム助成制度は、今の経済状況において、有効的な経済

対策としてかなり期待ができるものではないかと思われます。よって、住宅

リフォーム助成制度を復活をさせ、耐震改修助成制度と組み合わせて、２つ

の事業の活用を図ることによりまして、より効果が上がる経済対策等の事

業として展開していきたいと考えているところであります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 



〇10番（清水正之議員） 住宅リフォームについては復活させるというお話

でした。だとすれば、どういう内容で、この制度をいつから行われるのかとい

う点についてお聞きをしておきたいというふうに思います。 

  今までは事業費の５％、それから最高限度額 10万円だったかと思うの

ですが、20万円だったかな、そういう形でこの５年間行われてきました。で

は、今度は耐震の助成制度と組み合わせでということですけれども、具体的

にはどういう内容でいつから実施をするかお聞きをしておきたいというふう

に思います。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 今までの場合は、今議員さんおっしゃるとおりでございまし

て、リフォームに要した費用の100分の５以内の金額として、ただし10万円

を限度ということでやってまいりました。 

  これを復活をしていくということで答弁させていただきましたが、予算期の

ところでございまして、どういう形でより効果が出るものか、それと現在実施

をしている事業との兼ね合い等も考えまして、これから検討をしていきたい

というふうに考えております。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 内容も実施時期もまだ未定ということなのでしょう

か。 

  だとすると、せっかく復活させるのだというものが非常に薄れてしまうとい



うふうに思うのです。復活させるけれども、内容もわからない、時期もわから

ないということでは、これだと何か言葉だけになってしまうかなと。だとすれ

ば、今まで実施をしてきた経過もあるわけですし、内容も今まで、現実の問

題として５年間実施をしてきました。 

  そういう面では、確かに耐震の助成制度と比較検討しなければいけない

部分があるのかもしれませんが、既に耐震の助成制度というのは実施が始

まっているわけですし、そういう点では４月から実施をするということができ

るかどうか、あわせてお聞きをしておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 ４月からの実施を考えております。 

  それで、今話しましたように、今までやってきていた内容というのがある

わけですので、それを十分勘案をいたしまして、どういうふうな対応をしたら

いいのか考えていきたいと思っております。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） そういう面では、４月から実施ということであると

すれば、内容そのものも早く決めていただきたい。ぜひそういう面でのＰＲも

５月の広報に載るような形でＰＲのほうも進めていただきたいと思います。 

  次に移ります。 

  奨学金の問題です。これは高校生なのですが、都立高校なのですけれ

ども、授業料の免除は 25万人に上る、埼玉県は全生徒の 9.1％だという



ふうに言われています。そういう面では、町の奨学金制度拡大をしていただ

きました。そういう面では、拡大をしていただいたのですが、非常に使い勝

手が悪いというか、難しいという。特に申請のときの連帯保証人がついてい

たり、成績証明書がついていたりということで、これは返済のときにも連帯保

証人が必要になってくるのです。私も使わせていただいたのですが、非常に

使い勝手が悪いと。これなぜ連帯保証人をつけなくてはいけないのか、なぜ

在学証明書だけで済まないのか、成績証明書が必要なのか、その部分が

なくなれば非常に申請がしやすいというふうに思うのです。 

  なかなか今言ったように、就学援助という形での人たちが非常にふえて

きている中で、せっかくある奨学金の貸し付けですから、そういう町の利便

性というか、そういったものの申請に対する簡素化というのができないかど

うかお聞きをしておきたいというふうに思います。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 質問項目３の小項目、利用促進を図る

ために申請の簡素化を図るべき。連帯保証人をなくす考えはにつきまして

お答えをさせていただきます。 

  嵐山町奨学資金貸付基金条例第１条に設置目的を規定しております。

それによると、経済上の理由により就学が困難な者に対し奨学金を貸し付

け、もって有用な人材を育成するためと規定しております。これまで利用促



進のために、高等専門学校への枠の拡大、連帯保証人の住所地条件を町

範囲から県内へと拡大させていただいたところであります。さらに、連帯保

証人をなくすご質問でありますが、本奨学資金については、一定額の基金

の範囲内において貸し付けを行っており、返済に支障が生じてくると今後の

貸し付けに影響が出てくることが懸念されます。したがいまして、現状にお

いて連帯保証人をなくすことは考えておりません。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） お聞きをしますけれども、この奨学金制度という

のは、いつから始まったのでしょうか。連帯保証人からの返済というものが

過去あったのでしょうか、お聞きをしておきたいと思います。 

〇藤野幹男議長 小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 いつから始まったかというのは、基金

条例、昭和48年３月30日というふうに書いてあります。ですので、そこから

始まってきているかなというふうに理解しております。 

  それから、過去連帯保証人から返済していただいたことがあるかという

お尋ねでございます。私が就任以前の関係につきましては、ちょっと承知し

ておりません。私がこの職についてからは、１件返済をしていただいたケー

スがございます。 

  以上です。 



〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） だとすれば、何件くらいのうちの１件なのでしょう

か。連帯保証人、確かに県外まで広げたという話ですけれども、連帯保証

人、返済期間までに２回、あるいは２人になるのか１人になるのかは別にし

ても、２度連帯保証人をつける書類が必要になってくるのです。 

  連帯保証人を頼むというのは非常に困難です。そういう面では、貸し付

け要件もあるわけですし、借りる人は町内の人です。そういう面では、連帯

保証人制度をなくすということができないものなのでしょうか。確かに県内ま

で広げたということで、多分親や親戚やそういった人たちを想定をしている

のでしょうけれども、連帯保証人や成績証明書がなくても貸し付けできると、

だから使ってくださいよという制度のほうが、より便利に使えるのではないか

なというふうに思うのですが。これがあるからこそ、特に連帯保証人がある

からこそ、その制度を活用するのを渋るのです。いずれにしたって、県外の

場合は親兄弟、そういった人たちを想定しているのでしょうけれども、まして

他人というか、そういう人に連帯保証人を頼むというのは、これはなかなか

難しいです。連帯保証人だから余計難しいです。だったら、町内に住んでい

る人で、これだけのたかだか１万9,000人もいかない部分ですから、どこの

だれだというのはもう承知もしているでしょうし、少なくとも圧倒的多数は嵐

山の公立の小中学校を卒業している子供たちだというふうに私は思います

けれども、そういう面では連帯保証人というものをなくして、成績証明書なる



ものもなくして、在学証明書だけで済むというふうにして、申請をさらに広げ

るという方法はとれないものでしょうか。 

〇藤野幹男議長 小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 連帯保証人、これの考え方なのですけ

れども、民法上の規定があるようでございまして、保証人とはちょっと違うと

いうふうなこともあります。連帯保証人になりますと、借りている方と同一と、

基本的に。そういった観点から、借りる場合と返済、２度にわたって同じとい

うふうな考え方で出発点がそこにあるというふうなことで、２度の関係をお願

いをしているというのが実情というふうなことというふうに考えております。 

  議員さんのほうから、そういったものはなくしてと、理由的なものとして町

内に住んでいて、ある程度はわかっているのではないかと、こういうようなご

指摘というか、お話があったわけでございますけれども、実際に借りるとき

には嵐山町に住んでおりまして、現在は他市町村に行っている、そういう方

もございます。それで、そういった方が、前にもちょっとご質問があったとき

にお答えをさせていただいたのですけれども、いわゆる正職というのでしょう

か、こういう経済状態もあるのだと思うのですけれども、いわゆるパート的な

ものしかつけないと、そういう状況の中で親御さんが返済をしていただいて

いると。ただ、親御さんが年金生活と。そういう中で、２カ月に１遍のというこ

とで、私どもとりに行っております。これは町外でございます。 

  そういう状況があるわけでして、それともう一つ、これまでこういったこと



を仕事でやってまいりまして、いわゆる連帯保証人が一つの担保になって

いるというのでしょうか、やはりそういった方に迷惑をかけたくないと、だから

一生懸命返していくと、そういった一つの担保にもなっているかなというふう

に今考えておりまして、そういった意味では、使い勝手が悪いというふうな話

がありました。確かにそういったものを外していけば、使い勝手がよくなる部

分はあろうかというふうには思っておりますけれども、私どもといたしますと、

先ほどもちょっと申し上げたわけですけれども、一定額の基金の中で捻出し

てお貸しをしているものですから、そういったものが焦げついてまいりますと、

今後の貸し付け、これから有望な人を育てていく、そのもととなる基金そのも

のに影響が出てくる可能性がありますので、現状としては連帯保証人をなく

すというふうな考え方は持っておりません。 

  以上です。 

 

    ◎会議時間の延長 

〇藤野幹男議長 一般質問の途中ですが、本日の会議時間は議事の都合

により、あらかじめこれを延長します。 

 

〇藤野幹男議長 清水正之議員、どうぞ。 

〇10番（清水正之議員） 民法上の話よくわかるのです。だからこそなり手

がなかなかいない。これは兄弟でもそういう部分は出てくると思います。結



局返済そのものを肩がわりせざるを得ないですから。そういう面では、だか

らこそ、ここでストップしてしまう人たちがいっぱいいるのです。借りるのをこ

こでストップする人たちがいっぱいいるのです。連帯保証人でストップしてし

まう人たちがいっぱいいるのです。 

  せっかく専門学校まで拡大をしてきて、まして今こうした経済状況の中で、

子供の進学率そのものがどんどん上がって、ほぼ 100％、高校なんて

100％近くで、高卒の人たちすら人数が少なくなり、専門学校や大学に行く、

ではその原資をどういうふうに集めるかと、みんなここで苦労するのです。

公庫で借りてみたりするわけですけれども、町の奨学資金をそうした部分で

は、もっと借りやすくして、そういう人たちに十分貸せると。奨学資金の基金

は、だって相当あるわけでしょう。そういう面では、目いっぱいとは言わない

ですけれども、そういう町からの支援をするためには、ここの部分をまずなく

すことだと私は思います。 

  連帯保証人制度をなくす、では、どういうふうな形の方法にしていくかと

いうのを検討していかない限り、いつまでも連帯保証人でやっていったら、

利用者というのは非常に少なくなると思います。 

  その辺は、教育長さん考え方はどうですか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 私も清水議員さんと同じように、はい、どうぞと、要する



に有能な人材のために、どうぞと言いたいところなのですが、公というか、大

切な基金でありますし、お金の貸し借りの問題でありますし、課長のほうか

ら言葉はどうかわかりませんが、担保という話がありましたけれども、そうで

はなくて同じ町民の子供がという視点で、昨年清水さんからご提案があった

枠の拡大です、高等学校の。さらに、保証人の住居については、嵐山は嵐

山町以外に埼玉県まで広げた、これ比企で初めてだったのです。今比企で

は、ほかはみんな地元の市町村に住む方をという限定がありますけれども、

川島町と嵐山だけが枠を広げたわけです。それも一つの借りやすい条件の

理由かもしれないけれども、努力であります。 

  それから、もう一つは、せっかくのご提案ですので、なるほどなと思った

のは、清水さんの経験からあった、いろんな申請手続とか、その後の提出

のものについて、ここら辺で私ども見直すべきかなというのはあろうと思いま

す。１つは、申請書だとか、いろんな提出物の内容、方法をもっと簡素化で

きないかというのがあると思います。奨学生の推薦書について、これはどう

なのだろうとか、借りた決定通知を町長に報告、町長が決定をしてから、さら

にその後、毎年学業の成績証明書をそこから出すのです。それは本当に必

要なのかと。そういうものだとか、あるいは連帯保証人が返す場合とか、そ

れから返還の免除届だとか、やたら複雑な書類が多いようです。せっかくで

すので、連帯保証人はつけますよ。できるところから簡素化してやりたいと。 

  実は、お金のことについては、本当に学校をはじめ、教育委員会もそうで



すけれども、子ども手当をめぐって給食費の未納と、それから保育料の未納

について、子ども手当を窓口払いにさせていただいたのですけれども、職員

が説明しても本当にどなって帰っていくような状況です。しかしながら、経済

的な問題もある中で、何とか借りやすい状況を今までもやってきましたし、さ

らにそういう提出だとか、書類上のことで簡素化、省略化できないだろうかと

いうことは、早速前向きに研究ではなくて、検討いたします。 

  保証人については、いましばらくそのままでやらせていただきたいと。 

  以上でございます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） ぜひお願いをしたいと思います。 

  連帯保証人については、また私も今後の課題としていきたいというふう

に思います。 

  最後です。インフルエンザについてですけれども、インフルエンザについ

ては、早速町のほうでチラシが回りました。高齢者については 1,000円の

自己負担、新型については非課税世帯無料という形で回覧が回ってきまし

た。内容はこのとおりだというふうに思います。ただ、もう時間が過ぎていま

すから、それはそれでいいです。 

  今、私立哨やっていますと、子供たちが何人かマスクをかけているので

す。そういう点では、小学生の朝の立哨で何人かマスクをかけている人が

12月に入ってからちょっと見えたのですが、新型について非課税世帯という



ことなのですけれども、小学生についてはどういう扱いをするのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  岩澤健康福祉課長。 

          〔「１回質問してもらわないと困るのだ」と言 

            う人あり〕 

〇藤野幹男議長 そうですね。 

〇10番（清水正之議員） 失礼しました。 

  インフルエンザについて、高齢者を含めてインフルエンザについての対

応、それから子宮がんとヒブワクチンについては、さっきの議会で請願が全

会一致で嵐山町議会は通ったと。町長そのものは郡内で足踏みをそろえて

やるということでした。滑川も実施をするという話で、鳩山、ときがわ含めて、

この議会でいろいろな形で状況が出てくると思います。 

  そういう面では改めて、子宮がんについてはそういう方向性が出ていま

すけれども、ヒブワクチンも含めて考え方をお聞きしておきたいというふうに

思います。 

〇藤野幹男議長 それでは、改めて、質問事項４のワクチン接種について

の答弁を、岩澤健康福祉課長お願いいたします。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 質問項目４の小項目の①インフルエンザに対

する町の対応につきましてお答えいたします。 

  インフルエンザが本格的に流行するシーズンを迎えまして、昨年の世界



的な流行が記憶に新しいところでありますので、今年はどうなるのか気にな

るところでございます。 

  現在嵐山町では、特に目立った流行の兆しはありませんが、マスクをさ

れている方も多くなってきているように見受けられますので、外出先から帰

ったときのうがいや手洗いの励行、マスクの着用による感染拡大の防止な

ど、自分でできる予防対策の徹底を今年も町民の皆様に広報していきたい

と思っております。また、今月から昨年同様、各公共施設等への消毒液の

設置を行っております。 

  続きまして、小項目の②子宮頸がん、ヒブワクチン接種についての助成

の考えにつきましてお答えいたします。 

  国におきましては、子宮頸がんをはじめ、ヒブワクチンにつきましても今

年度と来年度助成を行うことが明らかとなりました。市町村としましては、実

施しやすい体制ができたわけですが、再来年度以降の国の動向がわかっ

ておりません。財政的な課題が残りますが、子宮頸がんと同様ヒブワクチン

につきましても新年度から実施できればと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 具体的な話が出ていなかったので、これはもう回

覧で回ってきたやつなのですが、高齢者のインフルエンザについては 65歳

以上 1,000円と、基本的に 65歳以上 1,000円と、新型については非課



税世帯について無料ということでいいのですね。それを確認しておきたいと

思います。 

  それで、先ほど言いましたように、子供たちがそういう状況が少し目につ

き始めたかなというふうに思うのですが、学校等についてはどういう対応を

されるのでしょうか、子供たちについてはどういう対応をされるのでしょうか。 

  これから中学生については受験も控えているということもあって、昨年は

自治体によっては中学３年生については無料にして実施したというところも

あると思いますけれども、その辺の対応についてお聞きをしておきたいとい

うふうに思います。 

〇藤野幹男議長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 65歳以上の方につきましては、生活保護の世

帯の方、非課税世帯の方は無料ということで、議員さんのおっしゃったとおり

でございます。それで、そのほかの 65歳以上の方につきましては、1,000

円のご負担ということで、単価そのものは昨年は 4,800 円だったのですが、

今年は若干落ちまして 4,600円というふうになりましたけれども、ご本人負

担というのは 1,000円で変わらずで実施をしております。 

  それから、子供たちの対応ということでございますが、私のほうからどう

かなとは思うのですけれども、今のところこども課のほうにお聞きしましたら、

特に目立った流行というふうなことはまだ起きていないというふうなことでご

ざいます。詳しいことはこちらではわかっていないのですけれども、町村によ



っては、確かに議員さんおっしゃるように子供に対するインフルエンザの助

成等を行っているところがあるというふうには聞いております。ただ、国の補

助金等もまだございませんし、財政的な関係もありますので、今後の課題に

なるのかというふうには思っております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 朝の立哨でちょっと、12月に入ってから、私 11

月の担当ではなかったものですから、12月に入ってから何人かマスクをか

けてくる子供たちがいるのです。「どうしたの」と言ったら、「風邪なんだ」とい

う話で、それがインフルエンザかどうだかはわかりません。ただ、いずれにし

ても鳩山では学級閉鎖もあったという話を聞きました。そういう面では、今後

の対応について町長どうお考えですか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 特別今年、昨年と変わって対応を新しく何を始めるとか、

どうするとかということは考えておりませんし、ただ今月１日から昨年同様各

公共施設への消毒液の設置というのを、１日から昨年と同じようにやってい

た。昨年あれだけ効果が出たということもありますので、学校においては手

洗いの励行、うがい、そして消毒、こういうことをしっかり取り組んでいただき

たいということでお願いをして、町民のほうにも周知をしていきたいというふ



うに考えております。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） そういう面では、まだ流行も多分まだしていない

のだと思いますけれども、ぜひその辺の対応も含めて考えておいていただ

きたいというふうに思います。 

  それから、子宮頸がんとヒブワクチンについては、先ほどお話をしたよう

に町長の答弁は比企郡の足並みをそろえてという話をしました。国も今度補

正予算が臨時国会で通って、これから国の補助金等もおりてくると思います。

同時に、比企郡でということになると、鳩山、ときがわはもう実施をすると、

滑川もこの議会で無料で実施をするという話だったそうです。そういうふうに

なると、まだ終わっていない議会もあるのだとは思いますけれども、嵐山も

ぜひそれに乗りおくれないように、町長の言われるように比企郡と同一歩調

をとるということであれば、滑川、ときがわ、鳩山と足並みをそろえるというこ

とになるのでしょうけれども、そういう形で実施を進めていく方向であるという

ことでいいのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 ワクチンの接種の医師会との交渉の窓口というのが、今

年嵐山町が担当になっているのです、窓口なのです。それで、先日も町村

会、首長会議で補助金の会議だったのですけれども、その席で比企医師会



の対応についての考え方というか、意見というのがいろいろ出まして、それ

でそこまで言わないですけれども、嵐山町の対応が甘いというのですか、も

っと強く出て、そして比企医師会とのワクチンの価格交渉というようなものを

しっかりやってもらいたいような、うしろに感じるような意見も出たのですが、

医師会との話し合いというのは大変微妙な部分もありますので、今まで各

町村でも経験があるでしょうけれどもと話したのですが、今回に関しては、こ

このところまで嵐山でやらせていただいているので、引き続いて嵐山でやら

せていただきたい。そして国のほうでどういうことになるのか、補助金出す出

すというような話で、幾ら出すというのもありますし、２分の１出すというけれ

ども、では何を基準に２分の１なのだかわかりませんし、そういうことも踏ま

えて、そしてそれを医師会と話し合いを持って、それで決めた上で皆さんの

ところに報告を出して相談をしたいと、嵐山に当面任せていただきたいとい

うことで、この間お願いをしてまいりました。 

  そういう事情もありますので、国の動向を見据えた上で、医師会との話し

合いを経て、そしてどういう状況に、持ち分がどういうことになっていくのか

検討した上で対応をしていきたいというふうに考えるというようなことで、比

企で一緒というような考え方でございます。 

〇藤野幹男議長 清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 国と地方で全額という報道はされているのです。

では、市町村が持つのか、県が持つのか、その辺はまだわかりませんけれ



ども、そういう言い方をしていますよね。 

  だから、そういう面では実施するところはもう既に表明をしていますし、こ

れから吉見、川島、小川がどういうふうな形になるかわかりませんけれども、

いずれにしても、それを町長嵐山で決めるという形になってくるのでしょうけ

れども、十分実施しているところがあるので、実施しているところに倣って、

ぜひ交渉を進めていただきたいというふうに思います。終わります。 

〇藤野幹男議長 どうもご苦労さまでした。 

  この際、暫時休憩いたします。おおむね 10分間。 

          休  憩 午後 ５時０９分 

 

          再  開 午後 ５時２２分 

〇藤野幹男議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎請願第４号の委員長報告、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第２、請願第４号 「容器包装リサイクル法を改正し、

発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書」の採択を

求める請願書についての件を議題といたします。 

  本件につきましては、文教厚生常任委員会に付託してありますので、委

員長から審査経過並びに審査結果の報告を求めます。 

  渋谷文教厚生常任委員長。 



          〔渋谷登美子文教厚生常任委員長登壇〕 

〇渋谷登美子文教厚生常任委員長 それでは、請願第４号 「容器包装リ

サイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求

める意見書」の採択を求める請願について審査の経過を報告いたします。 

  まず、当日は傍聴者が１名おりましたので、傍聴の許可をいたしました。

そして、紹介議員の河井勝久さんに、請願事項について説明を求めた後、

請願者から説明の陳述を求められておりましたので、協議会を開催し、請願

者の野原智子さん、江口さん、岡野さんより説明を伺いました。 

  説明の中で、この意見書の必要なことは、リサイクルは進んだが、ごみ

は削減されず、ごみが増加したこと。自治体は分別収集と保管に経費がか

かり、例えばペットボトル 500 ミリリットルでは、１本を分別収集保管するに

関しての費用は５円かかるわけですが、事業者は 0.05円、あとの残りの

4.95円は自治体が負担しているということになっています。2004年の調

査で、容器包装リサイクル法についてかかる分別収集は、約3,400億円だ

ったのですが、そのうち 3,000億円が自治体負担、400億円が事業所負

担で、88％自治体が負担している。そのために事業者は使い捨て容器の

ほうが負担が少なく、容器を減らす努力をしていないというふうな説明があ

りました。そのために製品に分別収集の経費を上乗せするため法改正が必

要であるという説明です。 

  説明者の説明の後、質疑があったのですけれども、価格に上乗せした分



別収集の管理の経費がどのように反映されるかわからないという質疑が出

ました。また、小川地区衛生組合で処理している町村ですけれども、嵐山町

では容器包装リサイクル法の対象である製品を分別せず処理をしていると

いうこと。それから、東松山市では、手選別で分別しているけれども、経費

は出ていないということがわかりました。自治体負担だということがわかりま

した。 

  協議会終了後、全会一致で採択となりました。 

  なお、意見書には、製品に上乗せした分別収集と管理の経費の仕組み

がわかるようにするということをバスの中で話し合われました。 

  以上、請願４号の審議の報告をいたします。 

〇藤野幹男議長 委員長報告が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。 

  それでは、本件に対する委員長報告は採択すべきものであります。 

  これより委員長報告につきまして採決いたします。 

  委員長の報告のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 



〇藤野幹男議長 挙手全員。 

  よって、請願第４号は委員長報告のとおり採択すべきものと決まりまし

た。 

 

    ◎請願第５号の委員長報告、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第３、請願第５号 高齢者の生活実態に見合う年金

引き上げを求める意見書の採択を求める請願についての件を議題といたし

ます。 

  本件につきましては、文教厚生常任委員会に付託してありますので、委

員長から審査経過及び審査結果の報告を求めます。 

  渋谷文教厚生常任委員長。 

          〔渋谷登美子文教厚生常任委員長登壇〕 

〇渋谷登美子文教厚生常任委員長 それでは、請願第５号 高齢者の生

活実態に見合う年金引き上げを求める意見書の採択を求める請願につい

て審査経過と審査結果をご報告いたします。 

  請願第５号は、請願第６号 後期高齢者医療制度の廃止に関する意見

書の提出を求める請願と請願第７号 最低保障年金制度の制定を求める

意見書の採択を求める請願とともに、紹介議員の清水正之議員に説明を求

めました。その際も１人の方が傍聴をされました。その後、請願者の欠川さ

ん、笠原さんから説明を受けるため委員会を協議会に切りかえました。 



  請願第５号について、請願者は、高齢者には無年金者が多く、全国で

100万人いること、65歳以上の人で月４万 5,000円以下の低年金者が

900万人いること、最低保障年金の確立を求めているが、最低保障年金が

制定されるまで国民年金の国庫負担分、年金額の２分の１を生活支援金と

して支給するべきであるとの請願の趣旨が説明されました。 

  質疑では、苦労して年金を支払っている人と不公平であるとか、生活保

護の関係で生活保護を受けようとしていると親族からの援助と生活支援金

を行政が選択して、安上がりな行政を行うのではないかなどの質疑があり

ました。 

  請願の説明が終わった後、協議会を終了し、委員会を再開しました。 

  委員会では、採択３名、不採択２名、趣旨採択１名で委員長判断となり、

採択といたしました。 

  以上、報告いたします。 

〇藤野幹男議長 委員長報告が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。どうもご苦労さまでした。 

  本件に対する委員長報告は採択すべきものであります。 



  これより委員長報告につきまして採決いたします。 

  委員長の報告のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇藤野幹男議長 挙手多数。 

  よって、請願第５号は委員長報告のとおり採択すべきものと決まりまし

た。 

 

    ◎請願第６号の委員長報告、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第４、請願第６号 後期高齢者医療制度の廃止に関

する意見書の提出を求める請願についての件を議題といたします。 

  本件につきましては、文教厚生常任委員会に付託してありますので、委

員長から審査経過並びに審査結果の報告を求めます。 

  渋谷文教厚生常任委員長。 

          〔渋谷登美子文教厚生常任委員長登壇〕 

〇渋谷登美子文教厚生常任委員長 それでは、請願第６号 後期高齢者

医療制度の廃止に関する意見書の提出を求める請願について審査経過と

結果をご報告いたします。 

  請願第６号については、第５号と同様の手続で審査しました。 

  請願者の説明は、後期高齢者の負担増についてでありました。 

  質疑では、国民健康保険制度の破綻を防ぐためにつくられた制度である



ため、一定の負担をしていただかないとという点と、それから速やかには、

平成 23年度からでは難しいこと、また今制度の設計の見直しが行われて

いることなどがありました。 

  協議会を閉会し、委員会を再開し、採択をとりました。賛成１、反対５で不

採択となりました。 

  以上、経過報告と結果をご報告いたします。 

〇藤野幹男議長 委員長報告が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。ご苦労さまでした。 

  本件に対する委員長報告は不採択すべきものであります。 

  これより委員長報告につきまして採決いたします。 

  委員長の報告のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇藤野幹男議長 挙手多数。もう一度どうぞ。不採択すべきものであります。 

  これより委員長報告のとおり採決いたしますので、よろしいですか。では、

もう一度、不採択に賛成の議員。 

          〔挙手多数〕 



〇藤野幹男議長 挙手多数。 

  よって、請願第６号は委員長報告のとおり不採択すべきものと決まりまし

た。 

 

    ◎請願第７号の委員長報告、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第５、請願第７号 最低保障年金制度の制定を求め

る意見書の採択を求める請願についての件を議題といたします。 

  本件につきましては、文教厚生常任委員会に付託してありますので、委

員長から審査経過及び審査結果の報告を求めます。 

  渋谷文教厚生常任委員長。 

          〔渋谷登美子文教厚生常任委員長登壇〕 

〇渋谷登美子文教厚生常任委員長 それでは、請願第７号 最低保障年

金制度の制定を求める意見書の採択を求める請願の審査経過と結果につ

いて報告いたします。 

  請願第７号は、請願第５号、第６号と同様に清水正之議員の説明を受け、

その後協議会に切りかえ、請願者の欠川さん、笠原さんより説明を受けまし

た。 

  請願者の説明では、最低保障年金制度は財源を消費税に頼らず、大企

業の内部留保金を取り崩す法制度にすると９兆円以上の財源を生み出せる

こと、他の先進諸国と日本の年金制度の比較などの説明がありました。す



べての人に最低保障年金として月８万円、その上に新国民年金、新厚生年

金、新共済年金の２階建て年金にするというものです。 

  質疑ですけれども、諸外国の制度は税による年金であること、日本の年

金は保険制度の年金であること、保険料を支払っている人とそうでない人の

差とかが話されました。 

  質疑が終わり、協議会を閉会して、委員会で採択をいたしました。本請

願については、採択１人、不採択５人で不採択となりました。 

  以上、報告いたします。 

〇藤野幹男議長 委員長報告が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。ご苦労さまでした。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。 

  本件に対する委員長報告は不採択とすべきものであります。 

  これより委員長報告につきまして採決いたします。 

  委員長の報告のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇藤野幹男議長 挙手多数。 



  よって、請願第７号は委員長報告のとおり不採択とすべきものと決まりま

した。 

 

   ◎議員派遣の件 

〇藤野幹男議長 日程第６、議員派遣の件を議題といたします。 

  お諮りします。議員派遣の件につきましては、嵐山町議会会議規則第

122条の規定によって、お手元に配付したとおり派遣いたしたいと思います

が、これにご異議ございませんか。 

          〔「異議なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 ご異議なしと認め、よって議員を派遣することに決定しま

した。 

  なお、結果報告については、議長の諸般の報告の中で報告をいたしま

す。 

 

    ◎日程の追加 

〇藤野幹男議長 ここで日程の追加についてお諮りいたします。 

  議案第 71号 工事請負契約の変更について（（仮称）ふれあい交流セン

ター建設工事）の提出についての件、議員提出議案第８号 容器包装リサ

イクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求め

る意見書（案）の提出についての件、議員提出議案第９号 高齢者の生活



実態に見合う年金引き上げを求める意見書（案）の提出についての件及び

議員提出議案第 10号 ＴＰＰに参加しないことを求める意見書（案）の提出

についての件につきまして日程に追加し、議題といたしたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

          〔「異議なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 ご異議なしと認めます。 

  よって、本件を日程に追加し、議題とすることに決しました。 

  この際、暫時休憩いたします。 

          休  憩 午後 ５時３６分 

 

          再  開 午後 ５時３９分 

〇藤野幹男議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第７１号の上程、説明、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第７、議案第 71号 工事請負契約の変更について

（（仮称）ふれあい交流センター建設工事）の件を議題といたします。 

  提出者から提案説明を求めます。 

  岩澤町長。 

          〔岩澤 勝町長登壇〕 

〇岩澤 勝町長 議案第 71号につきまして、提案の趣旨をご説明申し上げ



ます。 

  議案第71号は、工事請負契約の変更について（（仮称）ふれあい交流セ

ンター建設工事）の件でございます。 

  （仮称）ふれあい交流センター建設工事の施行に関し、変更契約を締結

するため、地方自治法第 96条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の

議決を求めるものであります。 

  なお、細部につきましては担当課長より説明をさせていただきます。 

  以上をもちまして説明を終わらせていただきます。 

〇藤野幹男議長 次に、担当課長から細部説明を求めます。 

  大塚生涯学習課長。 

          〔大塚 晃教育委員会生涯学習課長登壇〕 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 それでは、議案第 71号につきまし

て、細部説明をさせていただきます。 

  議案書のほうをごらんいただきたいと思います。工事請負契約の変更に

ついて（（仮称）ふれあい交流センター建設工事）でございます。 

  既に契約を締結しております金額が２億 4,118万 5,000円でございま

す。うち取引に係る消費税及び地方消費税額が 1,148万 5,000円でござ

います。 

  続きまして、今回の変更増額分で 1,647万 4,500円でございます。う



ち取引に係る消費税及び地方消費税額につきましては、78万 4,500円で

ございます。 

  増額後の総請負契約金額２億 5,765万 9,500円でございます。うち取

引に係る消費税及び地方消費税額が1,226万9,500円となるものでござ

います。 

  続きまして、次のページ、議案第 71号の参考資料について説明させて

いただきます。 

  １、工事名、（仮称）ふれあい交流センター建設工事でございます。 

  次に、２、工事変更の概要でございます。初めに、図面についてちょっと

説明させていただきます。１枚目の図面が、１階平面図の変更後の図面で

ございます。２枚目の図面が、２階平面図の変更後でございます。３枚目が、

外構平面図西側駐車場でございます。４枚目の図面が、１階平面図変更前

でございます。５枚目の図面が、２階平面図の変更前でございます。 

  それでは、１枚目の図面をちょっと見ていただきたいと思います。赤の表

示で変更の箇所、それから変更内容をあらわしていますが、ちょっと見にく

いので説明させていただきます。 

  上のほうなのですけれども、５通り、６通りの間なのですけれども、赤字

で書かれているのが点字誘導ブロックの移動でございます。６通り、７通り

のところですが、点字誘導ブロックの追加でございます。９通り、10通りのと

ころですけれども、風除室２の撤去でございます。 



  続きまして、２枚目の図面、２階平面図の変更後をちょっと見ていただき

たいと思います。２通りと４通りの間なのですけれども、上から点検用昇降タ

ラップ追加でございます。中ほどですけれども、男性ＷＣ、Ｂを撤去でござい

ます。下のほうですけれども、間仕切り壁の位置変更、点字ブロックの追加

でございます。続いて、４通り、６通りの間、上からですが、点字ブロックの追

加、下のほうですけれども、間仕切り壁の位置、扉の変更でございます。６

通りと８通りの間なのですけれども、点検用昇降タラップの追加でございま

す。次に、８通り、９通りの間、上からなのですけれども、男性ＷＣ、Ａを撤去

でございます。中ほどですが、間仕切り壁の移動、扉の変更でございます。

下が、倉庫６を会議室２に変更でございます。欄外の部分なのですけれども、

上から点字ブロックの追加でございます。中ほどが、女性ＷＣ、Ａを男性ＷＣ

に変更でございます。下ですが、間仕切り壁、それから建具、鏡の追加でご

ざいます。 

  それでは、議案第 71号の参考資料のほうを見ていただきたいと思いま

す。合わせて１階平面図の変更後の図面も見ていただければと思います。 

  （１）ですが、１階の風除室２を撤去するものです。（２）ですが、１階風除

室１前に視聴覚障がい者を案内するための音声標識ガイド装置を新設する

ものです。（３）ですが、１階フリースペースに換気扇を追加するものです。 

  次に、２階部分になりますが、２階平面図の変更後も合わせて見ていた

だければと思います。（４）の２階多目的室２の間仕切り壁の位置変更です



が、こちらにつきましては点字ブロックを追加するために間仕切り壁の位置

を変更するものです。（５）ですが、多目的室２Ｂの床を長尺塩ビシートから

フローリングへ変更し、固定鏡と鏡を覆う建具を新設するものです。（６）です

が、５枚目の平面図、２階平面図変更前と見比べていただければわかりや

すいと思います。２階の男性トイレＡを撤去し、女性トイレＡを男性トイレに変

更するものです。（７）ですが、２階の階段Ｂ前の男性トイレを撤去するもの

です。（８）ですが、２階男女兼用多目的トイレの間仕切り壁の位置変更と扉

を変更するものでございます。（９）ですが、２階の倉庫６を会議室２Ｅに変更

し、間仕切り壁の位置変更と扉を変更するものです。（10）ですが、２階に点

検用昇降タラップを２基新設するものです。（11）ですが、２階会議室２Ａ、２

Ｂ、２Ｃ、２Ｅ、多目的室２Ａ、２ＢにＬＡＮ配管とコンセントを追加するものでご

ざいます。（12）ですが、２階会議室２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、２Ｄ、２Ｅの照明器具の

撤去と新設でございます。（13）ですが、２階和室Ａ・Ｂのエアコンの撤去と

新設でございます。（14）ですが、２階湯沸室に給気口を追加するものです。 

  次に、１階部分と２階部分に関係する変更でございます。（15）ですが、

風除室１、階段Ａ・Ｂ、２階多目的室２Ａ出入り口に視覚障がい者用の点字

誘導ブロックを追加し、１階事務室前の点字誘導ブロックを移動するもので

す。（16）ですが、１階のフリースペース、廊下、男性用トイレ、女性用トイレ、

２階の廊下、ホールＡ、ホールＢのダウンライトをＬＥＤ照明へ変更するもの

です。（17）ですが、１階南側の柱間、２階北側の外壁にグリーンカーテン用



のワイヤー・フックを設置するものです。（18）ですが、階段Ａ・Ｂの壁に点字

用のピクチャーレールを追加するものです。（19）ですが、１階階段Ａ、１階

風除室１、２階ホールＡ・Ｂの階段前の誘導灯を誘導音付点滅型に変更す

るものです。（20）ですが、１階事務室、１階フリースペース、２階和室Ａ・Ｂ、

２階廊下Ｂ、２階会議室２Ｄに非常照明を追加するものです。（21）ですが、

１階ポンプ室、２階会議室２Ｅに非常用放送スピーカーを追加するものです。

（22）ですが、１階調理実習室配管スペース、１階フリースペース、電気配管

スペース、１階ポンプ室、２階和室踏み込み部分、２階廊下Ａの電気配管ス

ペース、２階廊下Ｂに自動火災報知設備の感知器を追加するものでござい

ます。（23）ですが、１階ホール、階段Ａ、階段Ｂに自動火災報知設備の誘

導灯用感知器を追加するものです。 

  次に、３枚目の図面、外構平面図、西側駐車場の図面を見ていただきた

いと思います。（24）西側駐車場の整備でございますが、約 441平米になり

ます。主な工事内容は舗装工事、ブロックフェンス工事、屋外排水工事、植

栽工事、白線引き、車どめ設置工事、電気設備工事でございます。14台分

の駐車場を整備するものでございます。次に、（25）ふれあい交流センター

前の町道から進入路の部分のＬ字側溝の切り下げ、敷設でございます。

（26）ですが、水道の給水引込管を直径 25 ミリから直径 30 ミリに変更する

ものでございます。 

  以上で、細部説明を終わります。どうぞよろしくご審議のほど、よろしくお



願いします。 

〇藤野幹男議長 ただいま提案説明及び細部説明が終わりましたので、質

疑を行います。 

  どうぞ、第９番、川口浩史議員。 

〇９番（川口浩史議員） 文教で要望したのが幾つか入っているのかなと思

うのですが、どの程度取り入れてもらったのか伺いたいと思いますが。ちょ

っと急ですので、西側というと、西側駐車場というのはどっちになるのかな、

商工会があった場所のあそこに駐車場がありますよね、あそこのところを指

しているのでしょうか。あっちが西側になるのですか。ちょっと場所の確認な

のですが。 

  それと、給水引込管、これ水道を 25 ミリから 30 ミリに太くするということ

であるわけですね。ちょっと理由がなぜここを太くする必要があるのか、伺

いたいと思うのです。 

  それと、なぜこれが追加議案になってしまったのですか。通常の議案とし

て出せなかったのか、ちょっとその辺の説明をお願いしたいと思います。 

〇藤野幹男議長 それでは、答弁を求めます。 

  大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 初めに、文教厚生常任委員会等か

らの要望事項ということですけれども、一番初めに多目的室（５）のところな

のですけれども、２階多目的室２Ｂをフローリングに変更、それから固定鏡、



建具の設置、それからあとグリーンカーテン用のフック等ございます。それ

からあと、駐車場の位置の関係ですけれども、大塚カメラさんの裏のところ

でございます。 

  それから、給水引込管を25ミリから30ミリにということなのですけれども、

こちらのほうは旧役場庁舎で使用していた給水管と水量計なのですけれど

も、水量計の部分が30ミリ、それから給水引込管のほうが25ミリということ

でなっていたような現状がありまして、水道課のほうの指示によりまして 25

ミリから 30 ミリに変更するものでございます。 

  それから、なぜこの追加議案ということで急にというお話なのですけれど

も、こちら設計の変更のほうがちょっとぎりぎりまでできなかったものですか

ら、大変申しわけなかったのですけれども、この時期ということになってしま

いました。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 川口浩史議員。 

〇９番（川口浩史議員） そうすると、水道の関係なのですが、もともと役場

が 30 ミリを使っていたということなのですか。では、太くするわけではないで

すから、太くする場合、加入金ではないな、お金かかりますよね。それは、か

からないということなのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  大塚生涯学習課長。 



〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 給水引込管を 25 ミリから 30 ミリに

するもので、工事費のほうはかかりますけれども、加入金等の変更はござ

いません。 

〇藤野幹男議長 ほかに。 

  清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） 今設計の変更がなかなかできなかったということ

なのですけれども、これを契約したのは７月ではないのですか。７月だと、こ

れは、変更設計は７月ですよね。変更設計を７月にしているのであれば、も

っと早く議会にかけられたのではないかなというように思うのですが、なぜこ

の 12月議会の補正になってしまったのでしょうか。工期も７月 21日からの

工期に、これ変更工事の仕様書で７月 21日ですよね。だとすると、変更設

計そのものは、その前に出されていいはずなのだと思うのですが、その辺

はどうなのですか。 

〇藤野幹男議長 大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 ７月の 21日に仮契約をいたしまし

て、この時点ではまだ建築確認申請等おりておりませんでした。その後、建

築安全センター等と事前協議を重ねながら、８月の 23日に確認申請をいた

しまして、９月の７日に建築確認許可がおりております。契約した時点ですと、

確認申請がおりたときの設計と違いますので、そこの部分の変更を今回変

更ということでお願いするものでございます。 



〇藤野幹男議長 ほかに。失礼いたしました。 

  清水正之議員。 

〇10番（清水正之議員） だから、追加議案ということですよね。９月ですと

追加議案ではなくてもできたのかなというふうに思うのですけれども。追加

議案ではなくて 12月の定例会の正式な議案として載せられるということは

できなかったのでしょうか。 

  それと、防災と安全面での変更が目立つのだと思うのですが、この辺の

当初設計からすると、その部分というのは十分反映できなかったということ

なのでしょうか。 

〇藤野幹男議長 大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 12月の追加議案でなく当初にという

ことだったのですけれども、確かに９月７日に建築確認のほうの許可はおり

ているのですけれども、その後いろいろ積算等ありまして、日程的に今の時

期になったということでございます。 

  それからあと、いろいろ安全面の変更が多いということだったのですけれ

ども、これも当初契約した時点ではこれで十分ということで設計していたわ

けなのですけれども、建築確認申請の段階で、建築安全センターのほうか

ら指導いただいた部分の変更ということでございます。 

〇藤野幹男議長 ほかに。 

  河井勝久議員。 



〇７番（河井勝久議員） これも何回か質問の中で出てきたと思うのですけ

れども、ＬＥＤ化の照明器具の関係なのですけれども、今回 16番でＬＥＤ化

がかなりのところに入ってきているのかなと思っているのですけれども、全

照明の何割ぐらいがＬＥＤ化されたのか、ほかにまだされるべきところはな

かったのかどうか、そこのところだけお聞きしたいと思います。 

〇藤野幹男議長 答弁を求めます。 

  大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 ＬＥＤ照明の変更につきましては、部

屋などの蛍光灯などにつきましては、ちょっとまだ安定したそういう照明がな

いということで、廊下部分などの天井に埋め込まれているダウンライト、そう

いった部分をＬＥＤライトに変更するということで、こちらにもありますようにフ

リースペースだとか、トイレ、ホール、廊下等でございます。ちょっと全体の

何割かというのは、ちょっとわからないのですけれども。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） そうすると、工事の過程の中で変更ということはも

うこれでないというふうに確認してよろしいのですか。 

〇藤野幹男議長 大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 まだこれから予定されているものが

ございます。 



〇藤野幹男議長 河井勝久議員。 

〇７番（河井勝久議員） そうすると、予算の中からさらに追加予算とか出て

くるのでしょうか。その辺のところはどうなのでしょう。 

〇藤野幹男議長 大塚生涯学習課長。 

〇大塚 晃教育委員会生涯学習課長 今年度の変更ということではござい

ませんが、来年度変更するような予定を考えております。 

〇藤野幹男議長 ほかに。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 ないようですので質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔何事か言う人あり〕 

〇高橋兼次副町長 ちょっといいですかね。 

〇藤野幹男議長 では、答弁を求めます。 

  高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 ちょっと先ほどの工期等のことから、もう１回ちょっとお

答えしていきたいと思います。 

  先ほどご説明したように、当初の計画をしたのが、７月に仮契約をして議

決をしていただいたと。その後、先ほども文教厚生委員会のいろいろの、注

文と言ったらちょっと語弊があるかもわかりませんけれども、いろいろな要望

が出されました。トイレを直したらどうかだとか、今言った多目的施設をこう



に利用したらどうかとかいうのは、当然当初考えておらなかったことでござい

まして、そういうものをできるだけ要望にこたえるために変更してきたと。 

  それと、西側の駐車場のお話が出ましたけれども、これも木村さん宅の

ご理解がいただけたので、今回追加として変更させていただいたと。したが

って、どんな工事でもそうなのですけれども、当初契約をしてからいろんなと

ころが微妙に変わってくる。というのは、その実情に合わせて変更せざるを

得ないというのがございまして、そういう意味で 12月に当然最初から出せ

ればよかったのですけれども、ちょっと業者との協議等もございまして、ぎり

ぎりになってしまったということで、追加議案をさせていただいたと。工期的

には来年の７月までございます。 

  そして、これからも当然外構だとか、いわゆる建物の中も大きな変更とい

うのは多分ないのだと思うのですけれども、微妙な変更というのはいろいろ

出てまいります。特に中央公民館の跡地を今駐車場にするというふうなこと

も考えているわけですけれども、その中にちょっとこの間申し上げたかどう

かあれなのですけれども、消防車庫をどうしたらいいかというものもございま

す。現契約の中に、中央公民館の後も防災広場として整備をするというよう

な議決をいただいておりますので、当然その辺の変更はまた出てくるという

ふうなことでございます。できるだけそういう情報を提供しながら、今後もや

っていきたいなと思っています。 

  したがいまして、基本的には現在予算いただいております。その中で、落



札率が結構低かったために今回 1,600万円ほど増額をさせていただきま

したけれども、予算的には全く問題ございません。ただ、継続事業になって

いますので、22年度の事業と 23年度の事業の金額が動いているというの

は当然ございます。したがって、できるだけ情報を早目に提供して、またしか

るべき時期に変更議決というのをお願いすることがあるのかなというふうに

基本的に考えております。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 ほかに質疑はありませんね。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 改めて質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。 

  これより議案第 71号 工事請負契約の変更について（（仮称）ふれあい

交流センター建設工事）の件を採決いたします。 

  本案を原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 

〇藤野幹男議長 挙手全員。 

  よって、本案は可決されました。 

 



    ◎議員提出議案第８号の上程、説明、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第８、議員提出議案第８号 容器包装リサイクル法

を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書

（案）の提出についての件を議題といたします。 

  提出者から提案説明を求めます。 

  渋谷登美子議員。 

          〔13番 渋谷登美子議員登壇〕 

〇13番（渋谷登美子議員） それでは、議員提出議案第８号の説明をいた

します。 

  先ほど、容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進する

ための法律の制定を求める意見書の提出についての請願が採択されまし

た。よって、この意見書を提出させていただきます。 

  では、意見書案を読みます。 

  容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法

律の制定を求める意見書（案）。 

  容器包装リサイクル法（「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律」）は、1995年に容器包装ごみをリサイクルするために制

定されました。その後、法附則第３条に基づいて、2006年に一部改正され

ましたが、衆議院環境委員会で 19項目、参議院環境委員会で 11項目も

の附帯決議が採択されたことに示されるなど、多くの課題を抱えたままの成



立となりました。 

  このため、ごみ排出量は“高止まり”のまま、環境によいリユース容器が

激減し、リサイクルに適さない塩素系容器包装が未だに使われているのが

実態です。 

  根本的な問題は、自治体が税金で容器包装を分別収集しているため、リ

サイクルに必要な総費用のうち約９割が製品価格に内部化されていないこ

とにあります。このため、容器包装を選択する事業者には、真剣に発生抑

制や環境配慮設計に取組もうとするインセンティブ（誘因）が働かず、ごみを

減らそうと努力している住民には、負担のあり方についての不公平感が高

まっています。 

  今日、地球温暖化防止の観点からも、資源の無駄遣いによる環境負荷

を減らすことが求められています。レジ袋などは、先進国だけでなく、アジア

の国々でも、無償配布禁止の法制化や課税など国レベルの対策が取られ

ています。 

  よって、嵐山町議会は、我が国の一日も早い持続可能な社会への転換

を図るため、政府及び国に対し、以下のとおり、容器包装リサイクル法を改

正し、発生抑制と再使用を促進するための法律を制定することを強く求めま

す。 

記 

  １ 容器包装リサイクル法の役割分担を見直し、分別収集・選別保管の



費用を製品の価格に内部化する。 

  ２ 分別収集・選別保管の費用を容器包装を選択する事業者から分別

収集・選別保管を行うものに拠出する。 

  ３ リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）を促進するため、次のよう

な様々な制度を法制化する。 

 （１）レジ袋など使い捨て容器の無料配布を禁止し、リユース容器の普及を

促す。 

 （２）リサイクルできる分別収集袋やクリーニング袋等も、容器包装リサイク

ル法の対象に加える。 

  ４ 製品プラスチックのリサイクルを進める仕組みを新たに法制度化する。 

  以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

  平成 22年 12月、埼玉県比企郡嵐山町議会議長、藤野幹男。 

  提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、環境大臣、経済

産業大臣、農林水産大臣、厚生労働大臣、財務大臣、消費者庁担当大臣

です。 

〇藤野幹男議長 提案説明が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。ご苦労さまでした。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 



〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。 

  これより議員提出議案第８号 容器包装リサイクル法を改正し、発生抑

制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書（案）の提出につ

いての件を採決いたします。 

  本案を原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 

〇藤野幹男議長 挙手全員。 

  よって、本案は可決されました。 

 

    ◎議員提出議案第９号の上程、説明、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第９、議員提出議案第９号 高齢者の生活実態に見

合う年金引き上げを求める意見書（案）の提出についての件を議題といたし

ます。 

  提出者から提案説明を求めます。 

  渋谷登美子議員。 

          〔13番 渋谷登美子議員登壇〕 

〇13番（渋谷登美子議員） それでは、議員提出議案第９号 高齢者の生

活実態に見合う年金引き上げを求める意見書（案）の提出についてご説明

いたします。 

  この意見書は、さきの高齢者の生活実態に見合う年金引き上げを求め



る意見書（案）の提出の請願が採択されましたので、それについて意見書を

提出するという議案です。 

  それでは、意見書案を読み上げます。 

  高齢者の生活実態に見合う年金引き上げを求める意見書（案） 

  高齢者の所在不明者が次々と報告され、大きな社会問題になりました。

背景に高齢者の貧困があることが指摘されています。この 10年間、年金は

３度引き下げられました。 

  他方、所得税・住民税の増税や低所得高齢者の住民税非課税措置の廃

止などが高齢者の生活を脅かしています。とりわけ無年金・低年金の生活

はきびしく、安心して老後を送ることができなくなっています。憲法で保障さ

れた最低生活を保障することは緊急の課題となっています。 

  現在、無年金者は 100万人を超え、低年金者はその何倍にものぼりま

す。国民年金者の受給者も苦しい暮らしを強いられています。国民年金保

険料の納付率も 60％前後まで低下し、将来の無年金・低年金者の増加が

懸念されています。 

  全国の高齢者から「少ない年金から天引きされ生活できない」、「誰も頼

る人がいない。生活保護を受けるしかない」、「蓄えもそこをついた。将来が

不安だ」などなど切実な声が寄せられており、日々の生活に苦しむ無年金・

低年金者を放置することはできません。 

  以上の高齢者の実情により、下記項目の実現を図るよう要望します。 



記 

  １ 無年金・低年金者に「生活支援金」を支給すること。 

  ２ 消費者物価指数が下がっても 2011 年度の年金は引き下げないこと。 

  ３ 高齢者の生活実態に見合う年金の引き上げを行うこと。 

  以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

  平成 22年 12月、埼玉県比企郡嵐山町議会議長、藤野幹男。 

  提出先は、参議院議長、衆議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、厚生

労働大臣です。 

〇藤野幹男議長 提案説明が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。ご苦労さまでした。 

  討論を行います。 

  青柳賢治議員、第２番。賛成か、反対か。 

〇２番（青柳賢治議員） 反対です。 

〇藤野幹男議長 反対ですね。はい、どうぞ。 

          〔２番 青柳賢治議員登壇〕 

〇２番（青柳賢治議員） ２番議員、青柳賢治です。高齢者の生活実態に見

合う年金引き上げを求める意見書に反対いたします。 

  まず第１に、年金制度は任意の制度ではありますが、これに加入してい

るべきもの、さらに無年金者・低年金者ということでは、全くこの意見書に対



して自助努力というものが欠けております。その意味から、私はまず第１点

目としてこの自助努力の視点がやはり必要であると思います。 

  ２つ目といたしましては、さらにこのような実態に対しては、今の日本の

保障制度は生活保護ということで、セーフティーネットができております。そ

れをさらに推し進めるようなことではありませんが、やはりそういうセーフティ

ーネットができているということは事実でございますので、その活用をお願い

したいと思います。 

  さらに、３番目といたしまして、この現在の無年金者が 100万人いるとい

うことは、今日本国の政府があれほどまでに財源がある、いろいろと言われ

ています。このものをどこから捻出してくるのか。現在の消費税をふたをした

状態で、この金額はとても日本の国が出せるようなものではございません。

900兆円を超える国債が発行されておりますので、その点を考えていただ

きたいと思います。 

  以上をもちまして、私は反対討論といたします。 

〇藤野幹男議長 ほかに。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 討論を終結いたします。 

  これより議員提出議案第９号 高齢者の生活実態に見合う年金引き上

げを求める意見書（案）の提出についての件を採決いたします。 

  本案を原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 



          〔挙手多数〕 

〇藤野幹男議長 挙手多数。 

  よって、本案は可決されました。 

 

    ◎議員提出議案第１０号の上程、説明、質疑、討論、採決 

〇藤野幹男議長 日程第 10、議員提出議案第 10号 ＴＰＰに参加しないこ

とを求める意見書（案）の提出についての件を議題といたします。 

  提出者から提案説明を求めます。 

  川口浩史議員。 

          〔９番 川口浩史議員登壇〕 

〇９番（川口浩史議員） それでは、ＴＰＰに参加しないことを求める意見書

の提案理由から説明したいと思います。 

  農は国の大もとなり、これは国の発展は農が支えるものであるということ

です。この考え方は、21世紀も10年が過ぎようとしている今日も変わること

のない普遍的な国の原理であるということが言えると思います。 

  ところが、菅総理は普遍的な原理である農業に壊滅的な打撃を与えるＴ

ＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）への参加を明らかにしました。ＴＰＰに

参加すれば、例外なく関税が撤廃されるため、工業製品の輸出がふえる一

方、農林漁業は安い外国産が大量に輸入されることになります。海外から

安い農産物が大量に流れ込めば、農業は深刻な事態に陥り、農産物の市



場開放は国内農業の根幹にかかわります。菅総理はＴＰＰ参加を第三の開

国と言いました。明治維新、戦後、そしてＴＰＰです。 

  日本は、菅総理がおっしゃるようにさらなる開国が必要でしょうか、欧州

連合ＥＵの平均関税率は 19.5％、メキシコは 42.9％、韓国は 62.2％、イ

ンドは124.3％、アメリカは5.5％、そして日本は11.7％です。日本は、世

界で２番目に開放された国です。もしアメリカが 5.5％でやっているではな

いかというお方がおりましたら、アメリカと日本では農業の規模が違い過ぎ

ます。アメリカは大規模農地に大型機械を使っての生産、世界一の農業国

です。大量に輸出をしていて、世界の胃袋を支配しているとも言われ、輸入

を心配する国ではなく、関税率が低くてもやっていけるわけです。日本は現

在、農産物は準輸入国となっている輸入大国です。これ以上の開放と輸入

を拡大することは確実に食料自給率を下げることになり、試算では 13％に

なります。先進国で一番低い日本の自給率を、さらに下げてまで工業製品

の輸出を優先してよいのでしょうか。日本農業には未来はなく、輸出により

外貨を稼ぐことのほうが大事だという方もいるかと思います。 

  では、ＴＰＰに参加した場合、工業製品はどのくらいふえるかというと、政

府の試算ではわずかＧＤＰを 0.48％から 0.65％引き上げるにすぎないと

いうことで、これを金額にしますと、最大で３兆2,000億円です。一方、農林

漁業への打撃は４兆 5,000億円です。３兆 2,000億円を稼ぐために４兆

5,000億円を失うわけです。どちらがよいかは明らかではないでしょうか。 



  また、農林漁業が打撃を受ければ、農林漁業が果たしている多面的機

能の維持も落ちていきます。農林漁業が果たしている多面的機能を貨幣評

価した数字があります。農業においては、洪水防止や土壌侵食の防止など

で年８兆円、森林は表層崩壊防止や水質原貯留などで 70兆円、漁業は物

質循環の保管や生態系保全などで 11兆円ということが、日本学術会議と

三菱総合研究所が発表しています。農林漁業が受ける打撃４兆 5,000億

円に加え、自然環境が破壊されれば、それを回復するための費用がまたこ

こにかかるということになります。 

  さらに、アメリカの大気研究センターは、今後温暖化により深刻な干ばつ

が起こり得るとこの 10月 19日発表しました。もしこういう干ばつに見舞わ

れたら、農産物は大きく減少し、農産物が減少した国は自国の国民を当然

優先するため、日本への輸入は止められたり、減少したりすることになりま

す。農産物はお金を出して輸入すればよいと考えても、農産物自体が輸入

されないことが起こり得ます。こうした事態を想定した政治が今後は求めら

れると思います。であるため、日本農業に力を入れ、食料主権の考えに立

ち、自給率を向上させることが政治の責任ですし、逆に日本農業を後退させ

るＴＰＰ参加は亡国の政治と言わなければなりません。 

  以上、申し上げたとおり、経済的にも自然環境の点でもＴＰＰ参加はマイ

ナスの影響しかなく、ＴＰＰ参加をやめさせることが重要と考え、本意見書の

提出に至った次第です。 



  それでは、意見書の朗読を行います。 

  ＴＰＰに参加しないことを求める意見書（案） 

  アジア太平洋自由貿易圏の構築を目指し、その一つとしてＴＰＰ（環太平

洋戦略的経済連携協定）参加について、関係国との協議を政府は開始した。

ＴＰＰは、すべての関税を撤廃することが条件で、日本の工業製品が輸出し

やすくなる一方、農林漁業は安い外国産が大量に入り込むことが予想され

る。ＴＰＰに参加した場合、内閣府の試算では３兆 2,000億円の効果があ

るというが、農林漁業の受ける打撃は４兆 5,000億円になると農林水産省

は試算した。また雇用においても 350万人が職を失うことになり、これは不

参加の場合の 81万人を大きく上回り、４倍以上になる。 

  日本の農産物の平均関税率は 11.7％である。これは、欧州連合（ＥＵ）

の 19.5％よりはるかに低く、鎖国どころか開放された国である。これ以上

の開放は、さらなる食料自給率の低下を招くことになり、ＴＰＰに参加するこ

とにより現在 40％の自給率が 13％まで下がることが試算されている。 

  また世界の食糧生産は今後、大きく低下することも懸念されている。米

国大気研究センターは10月19日、地球温暖化により地球的規模で深刻な

干ばつが起こると発表した。そうなれば食糧生産は大きく減少し、海外から

日本への輸出は止まり、ＴＰＰ参加で食料自給率が下がった日本は、真っ先

に食糧不足に追い込まれることになる。 

  よって国においては、ＴＰＰに参加することではなく、食料主権の考えに



立ち、日本の農業を発展させ、食料の安定供給のため自給率の向上、食の

安全をすすめることを強く要望する。 

  以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

  平成 22年 12月、埼玉県比企郡嵐山町議会議長、藤野幹男。 

  送り先は、衆参の両院議長、内閣総理大臣はじめ、関係各大臣でありま

す。 

〇藤野幹男議長 提案説明が終わりましたので、質疑を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 質疑を終結いたします。ご苦労さまでした。 

  討論を行います。 

  吉場道雄議員、第５番。 

          〔「反対から」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 では、初め反対からやりますから。では、反対の方。反対

者２人、それで賛成者。では、まず反対から。 

  第３番、金丸友章議員。 

          〔３番 金丸友章議員登壇〕 

〇３番（金丸友章議員） ３番議員、金丸友章です。ＴＰＰに参加しないことを

求める意見書（案）に対し、次の理由をもって反対いたします。 

  11月９日、政府は包括的経済連携に対する基本方針を閣議決定し、ＴＰ

Ｐ環太平洋パートナーシップ協定については、情報収集を進めながら対応し



ていく必要があり、国内の環境整備を早急に進めるとともに、関係国との協

議を開始すると発表した。現在、アメリカ、オーストラリア、シンガポールなど、

９カ国が参加しており、続いてコロンビア、カナダ、また直近では韓国も参加

の意向を表明しているＴＰＰは、貿易自由化を目指す経済的枠組みであり、

工業製品や農産品、金融サービスなどをはじめとする加盟国で取引される

全品目について関税を原則的に 100％撤廃するものであり、したがって原

則輸入品に対する関税をゼロにするＴＰＰに参加すれば、安い農産物が大

量に輸入され、国内農業に打撃となることは当然予想される。 

  一方、環太平洋の主要各国がＴＰＰの参加を表明する中で、貿易立国で

ある日本がしのぎを削る国際競争の中で、ＴＰＰに参加しないことによってこ

うむる経済的損失はこれまたはかり知れないものがあり、こうした意味で現

在我が国を取り巻く国際的な経済環境はまさに日本の将来を見誤ることが

許されない極めて慎重な対応を迫られているものである。言うまでもなく、我

が国、農林漁業は単に産業としての生産機能のみならず、幾世代にわたり、

国民の精神的文化に深く影響を及ぼし、忍耐と勤勉と自然との共生の知恵

をはぐくみ続けてきたことは言うに及ばす、国土や環境の保全事業であるこ

とも紛れもない事実であり、かつ食料の自給率など、国民の食を守る安全

保障機能を担う面からも国家的基礎産業であることは明らかであります。そ

れゆえ後継者不足や耕作放棄地の増加と衰退を言われて久しい農林業を

強固な産業に再構築することが差し迫った課題であります。 



  11月９日決定された政府の基本方針では、国内の農業対策として競争

力向上や海外での需要拡大と農業の潜在的能力を引き出す大胆な政策対

応が不可欠と指摘し、農業構造改革推進本部を設置して、2011年６月をめ

どに農業対策の基本方針を決定することを盛り込んでいる。今私たちがす

べきことは、ＴＰＰをとるのか、農業をとるのかという二者択一的な発想では

なく、輸出産業と農業など輸入保護産業がともに、流動化する世界経済に

対してより強固に持続可能な発展をするための、長期的視点に立った制度

を構築することこそ国家的課題である。 

  以上を勘案すれば、現時点でＴＰＰに対する模索まで閉ざしてしまうこと

になる。本ＴＰＰ不参加を求める本案は反対をせざるを得ないものでありま

す。 

          〔「私も反対討論」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 では、もう少し早く挙げてください。わかりました。 

  次に、賛成討論を第５番、吉場道雄議員。 

          〔５番 吉場道雄議員登壇〕 

〇５番（吉場道雄議員） ＴＰＰに参加しないことを求める意見書（案）につい

て、賛成の立場で討論します。 

  政府はＴＰＰの参加を前提に関係国と協議を開始する旨の基本方針を決

定しました。この決定は農業のみならず、我が国の将来に深刻な影響を及

ぼすものと大いに憂慮するものであります。 



  まず第１に、ＴＰＰは物・人・サービスに関する関税や非関税障壁をすべ

て撤廃するこれまでにない貿易協定であるため、地域・経済・社会にはかり

知れない打撃を与えることは明白であります。 

  第２に、農業が果たしている国土の保全、水源の涵養、自然環境への保

全、良好な景観の形成、文化の伝承などの広域的機能が低下し、耕作放棄

地はさらに拡大し続け、農業全体が衰退の一途をたどってしまうのではない

かと心配するものであります。今度の政府の姿勢は、日本農業の現状を無

視した慎重さを欠いた対応であり、到底国民の理解を得られるものではな

いと考えております。今、国がすべきことは戸別所得補償制度等にあり、農

家の足腰を強化し、担い手が将来に希望を持って安心して農業を続ける環

境をつくることであります。 

  以上のことから、ＴＰＰに参加しないことを求める意見書（案）について賛

成討論といたします。 

〇藤野幹男議長 次に、反対討論を２番、青柳賢治議員。 

          〔２番 青柳賢治議員登壇〕 

〇２番（青柳賢治議員） ＴＰＰに参加しないことを求める意見書に反対する

立場で討論いたします。 

  このあまたの自由貿易圏の構想の中で、日本にとってとりわけ重要なＴ

ＰＰでございます。おっしゃるとおり食料の安全保障、国土の緑の保全、これ

は大切なものでございます。ただ、農家だけを守るぞ、そういった農政は非



常に競争力を弱めると。担い手を減らし、耕作放棄をやっぱり促して破綻し

てきている状態であります。やはり本来は自由化に耐えられる強い農業を

つくらなければ、やはり私たちは後悔することになるのではないでしょうか。

経済圏は非情なものです。そこに入らないと、米国などを中心とする輸出が

関税分だけ不利になります。競争が激しい自動車産業界などは、生産拠点

を３カ国に移すことになるのではないでしょうか。農家保護を数値化すると、

関税による保護の割合は日本が 88％、ＥＵの 45％の２倍近いと言われて

おります。農村の高齢化で後継者対策が必要な今、まさに改革の好機なの

ではないでしょうか。農本主義者でありました戦中に農相を務めた農政の神

様と言われました石黒忠篤先生がこんな言葉を残しています。農は国の本

なるということは、決して農業の利益のみを主張する思想ではない。「国の

本たらざる農業は一顧の価値もない」と言っております。現在の農本主義者

も国のもとが何かということをよく考えてほしいものだと思います。 

  以上をもちまして、私の反対討論といたします。 

〇藤野幹男議長 それでは、最後に反対討論、１番、畠山美幸議員。 

          〔１番 畠山美幸議員登壇〕 

〇１番（畠山美幸議員） ＴＰＰに参加しない意見書に反対の立場から反対

の討論をさせていただきます。 

  文書は何も考えてきていなかったのですけれども、今日本は経済的に大

変落ち込んでいる状況であり、日本は大変技術力がある国です。この技術



力のある国がこのＴＰＰに参加しないことによってどんどんおくれをとってしま

うと思います。自由貿易協定（ＦＴＡ）が韓国とアメリカの間で協定が結ばれ

ました。そういう中で、車を輸出する際に、例えば 100万円の車を 100万円

で韓国のものは売っているけれども、日本のものは 110何、さっきの

11.7％にしますと 111万 7,000円になってしまうということで、やはりそこ

で競争に負けてしまう、そういう事態が起こってしまいます。 

  農業のことですけれども、農業者も努力によって今、お米も中国に輸出し

ていて、幾ら高くても中国の人たちは買ってくれています。リンゴとか果物な

んかも日本のものがいいということでたくさんの国が買ってくださっています。

そういう中で、やはり努力をしていけば農業も見込みがあるというか、日本

はもう技術力がある国ですので、十分闘っていけると思います。ただ、今民

主党の政権の状態だと政争の具になっている部分がありますので、農業者

を守るような立場をよく考えて、農業者を守っていく内容をよく吟味していけ

ば、とにかくＴＰＰは経済的損失が大きいので参加しないことに反対をいたし

ます。 

  以上です。 

〇藤野幹男議長 それでは、討論を終結いたします。 

  これより議員提出議案第 10号 ＴＰＰに参加しないことを求める意見書

（案）の提出についての件を採決いたします。 

  本案を原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 



          〔挙手多数〕 

〇藤野幹男議長 挙手多数。 

  よって、本案は可決されました。 

 

    ◎日程の追加 

〇藤野幹男議長 お諮りいたします。 

  所管委員会より閉会中の所管事務の継続調査の申し出がありました。 

  この際、これを日程に追加し、議題といたしたいと思います。これにご異

議ありませんか。 

          〔「異議なし」と言う人あり〕 

〇藤野幹男議長 ご異議なしと認めます。 

  よって、この際、本件を日程に追加し、議題とすることに決しました。 

 

    ◎閉会中の継続調査の申し出 

〇藤野幹男議長 日程第 11、閉会中の継続調査の申し出についての件を

議題といたします。 

  お諮りいたします。お手元に配付のとおり特定事件として調査することに

ご異議ありませんか。 

          〔「異議なし」と言う人あり〕 



〇藤野幹男議長 ご異議なしと認めます。 

  よって、特定事件として調査することに決しました。 

 

    ◎町長あいさつ 

〇藤野幹男議長 これにて、本議会に付議された案件の審議はすべて終了

いたしました。 

  ここで町長から発言を求められておりますので、これを許可します。 

  岩澤町長。 

          〔岩澤 勝町長登壇〕 

〇岩澤 勝町長 議長のお許しをいただきましたので、平成 22年第４回定

例会の閉会に当たりまして、一言御礼のあいさつを申し上げます。 

  今期定例会は、11月 30日に開会をされ、本日まで７日間にわたり極め

て熱心なご審議を賜り、提案をいたしました平成22年度一般会計補正予算

をはじめとする諸議案をすべて原案のとおり可決、ご決定を賜り、まことに

ありがとうございました。議案審議並びに一般質問等を通じましてご提言の

ありました諸問題につきましては、十分検討いたしまして対処する所存であ

ります。 

  さて、12月１日から冬の交通事故防止運動が始まりましたが、交通事故

による死亡者は全国で 4,200人を超え、埼玉県では 11月 30日現在、

172人で全国ワースト６位となっています。しかしながら、我が嵐山町では



死亡事故ゼロが２年４カ月続いております。これほど長い期間ゼロが続いた

ことは今までになく、これは小川警察署、関係団体の皆様方が交通事故防

止に積極的に取り組んでいただいた成果だと思っております。今後も飲酒

運転撲滅、高齢者安全対策、そして嵐山町で一番多いと言われる交差点事

故防止、駐車場内事故防止の４つを重点目標に交通事故と犯罪の防止活

動を強力に推進してまいりたいと思いますので、議員各位におかれましても

引き続きご支援、ご協力を賜りますよう衷心よりお願いを申し上げる次第で

あります。 

  国政においては、不安定の漂う年でありました。平成 22年も間もなく終

わろうとしています。議員各位にはご健勝にて越年され、新しき年におかれ

ましても引き続きご活躍されますよう心からご祈念申し上げまして、閉会に

当たりましての御礼のあいさつといたします。まことにありがとうございまし

た。（拍手） 

 

    ◎議長あいさつ 

〇藤野幹男議長 次に、本職からあいさつを申し上げます。 

  平成22年第４回定例会も本日をもって閉会となりますが、11月30日か

ら本日までの７日間、議員の皆様には熱心な、そして活発な審議を尽くすと

ともに、議事進行に多大なご協力をいただき、ここに第４回定例会が無事閉

会できますこと、まことにありがとうございました。 



  また、町長をはじめとする執行機関の皆様には、審議の間、常に懇切丁

寧なる説明なり答弁をいただき、そのご労苦に対しましても深く敬意を表す

るものであります。 

  提出された長提出議案は、条例６件、予算５件、そのほか２件で、合計

13件でありましたが、すべて原案どおり可決されました。議員提出議案は、

３件提出されて可決となっております。一般質問は 10名の質問者があり、

当面する町の諸問題に対して幅広く活発なる論議が展開されました。国政

がふらつく中、先日 12月４日には東北新幹線が開業から 29年目に青森ま

で全線開通し、東京から新青森駅まで３時間 20分で到着するという明るい

話題もあります。 

  来年は、嵐山町も第５次総合振興計画策定の年となります。町民へのサ

ービス向上を第一に今後とも努力されることを希望するものであります。 

  結びに、執行の皆様、議員の皆様には、師走に入っても大変暖かい日

が続いておりますが、インフルエンザの流行も心配されております。健康に

十分ご留意されまして、ますますのご活躍をご祈念申し上げ、閉会に当たっ

てのあいさつとさせていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

 

    ◎閉会の宣告 

〇藤野幹男議長 これをもちまして、平成 22年嵐山町議会第４回定例会を

閉会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

                             （午後 ６時４３分） 


